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研究要旨 

＜目的＞平成 18 年「妊産婦のための食生活指針」および平成 19 年「授乳・離乳

の支援ガイド」の内容を最新の科学的根拠で検証し、変更が必要な場合には変更

案を提言する。 

＜方法＞「妊産婦のための食生活指針」の体格別の妊娠中の推奨体重増加量の妥

当性および「授乳・離乳の支援ガイド」の内容についてクリニカルクエッション

（CQ）を設定し、系統的に文献検索を行う。CQ としては、それぞれ、3 個および



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

18 個が設定された。 

＜結果＞CQ に基づき PICO（patient, intervention, control, outcome）作成し

て過去 5～10 年間の論文を系統的に検索した。検索された論文は、システマティ

ックレビューまたはコクランレビューを優先して内容の吟味を行い、最終的に採

用した論文については構造化抄録を作成して提言案を検討した。また、体格別の

妊娠中の推奨体重増加量については、最新の国内コホート研究のデータを追加し

て検討した。 

＜考察＞「妊産婦のための食生活指針」で妊娠前の BMI によって妊婦の体格をや

せ、普通、肥満と 3 区分しているが、肥満については肥満の程度に応じた細区分

が望ましいと考えられたが、最新の文献検索で明確に変更すべき課題は抽出され

なかった。したがって、当面は現状の 3 区分を継続するのが望ましいと考える。

一方、新生児の予後からみた推奨体重増加量についても、国内コホート研究の結

果が研究地域により異なり、新たに推奨体重増加量を提唱できるだけの科学的根

拠が揃わなかった。 

 一方、「授乳・離乳の支援ガイド」については、現行の母乳栄養推奨の方針を変

更する必要はないが、栄養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の

効果には限界があること、離乳食の目的と進め方の説明、等に課題があると考え

られた。 

＜結論＞ 

1.「妊産婦のための食生活指針」の体格別の妊娠中の推奨体重増加量については、

現行案を変更すべき最新の科学的根拠は見いだせなかった。 

2）「授乳・離乳の支援ガイド」の内容については、母乳栄養の推奨とともに、栄

養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の効果には限界があること、

栄養とアレルギー疾患の関係を最新の科学的根拠を示して説明すること、離乳食

の開始時期は変更する必要はないが進め方に関してより詳細に説明すること、等

が改定内容として必要であることが明らかとなった。 
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Ａ．研究目的 
妊娠前を含めて、妊婦の栄養摂取は、妊婦自身
さらには胎児の器官形成、胎児発育そして出生児
の予後に大きく影響する。特に、近年の妊婦の栄
養摂取状況は、低出生体重児の出生数増加に繋が
っているとも言われている。当然、妊婦の過剰栄
養も母子の予後に負の影響を与える。さらに、妊
娠中の栄養および出生後の乳幼児の栄養は、一生
の健康維持にとって大変重要であることが近年科
学的にも示された。そこで、実際に妊産婦および
授乳婦の栄養指導に携わる専門職のために、「妊
産婦のための食生活指針」が平成 18年に、「授乳・
離乳の支援ガイド」が平成 19年に作成された。し
かしながら、これらの指針およびガイドが作成さ
れてから約 10年が経過したことから、栄養に関す
る新たな多くの科学的知見が蓄積されている。そ
こで、妊産婦および乳幼児の栄養管理の専門家で
構成される研究班を組織し、妊産婦および乳幼児
の栄養管理に関する最新の知見を収集して検証す
る。そして、新たに知見に基づき、現行の指針お
よびガイドの改正案の提言を行うことを研究班の
目的とする。なお、提言案を作成するにあたり、
「平成 27年乳幼児の栄養調査結果」を必要に応じ
て参考とする。 
 
Ｂ．研究方法 
1.研究体制 
妊産婦および乳幼児の栄養管理の専門家として、
産科医、助産師、小児科医、管理栄養士、歯科医、
疫学および生物統計学の専門家、からなる研究班
を組織した。 
2.検討方法 
1）「妊産婦のための食生活指針」については、「健
やか親子 21」推進検討会で提言された、妊婦の体
格別の妊娠中の推奨体重増加量の現状での妥当性
および改定の必要性について主に検討した。 
 そこで、文献の系統的検索のために以下のクリ
ニカルクエッション（CQ: clinical question）を
設定した（表 1）。 
CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増
加量は？ 
CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊
娠中の推奨体重増加量は？ 
CQ1.3  母体の至適栄養は？ 
この CQ に合致する PICO（patient、intervention、
control、outcome）を作成し、PICO を基にキーワ
ードを用いて国内外の文献を過去 5または 10年遡
り MEDLINE および医学中央雑誌、必要に応じて
CiNii を追加して検索した。検索された論文は構造
化抄録を作成し、その妥当性を検証した。 
 一方、論文検索とは別にわが国で実施されたコ

ホート研究の結果を分析し、新生児の予後からみ
た妊婦の推奨体重増加量を計算した。 
2）「授乳・離乳の支援ガイド」についても同様に、
乳幼児の栄養に関する CQを作成して、CQ に見あう
PICO を設定して過去 10 年の論文を検索した。CQ
としては、過去 10 年間の研究成果を反映できる母
乳栄養、食物アレルギー、メタボリック症候群等
に関するものが提案された。その結果、以下の課
題が抽出された。なお、授乳期と離乳期を分けて
検討した。 
授乳期 
○乳幼児の栄養法とアレルギー疾患発症との関係 
○乳幼児の栄養法とメタボリック症候群発症との
関係 
○乳幼児の栄養法と感染性疾患との関係 
○乳幼児の栄養法と育児不安との関係 
○乳幼児の栄養法を消化管機能との関係 
○乳幼児の栄養法と神経発達との関係 
○乳幼児の栄養法とビタミン K欠乏との関係 
○栄養に関する育児支援のあり方 
○母乳栄養と薬剤摂取 
○早産児の栄養法 
○母子同室と乳幼児の栄養法との関係 
離乳期 
○離乳食とアレルギー疾患発症との関係 
○離乳食とメタボリック症候群との関係 
○プロバイオティクスとアレルギー疾患発症との
関係 
○妊娠・授乳期の食事制限と児のアレルギー疾患
発症との関係 
○離乳食とスキンケアとの関係 
○早産児と離乳食 
○発達障害児と離乳食 
○離乳食と摂食機能との関係 
これらの課題についてのCQを以下の通り設定し
た。 
CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギ
ー疾患を予防できるか？ 
CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリ
ック症候群を予防できるか？ 
CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減できる
か？ 
CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 
CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神
経発達が促進されるか？ 
CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度を
上昇させるか？ 
CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予防する
か？ 
CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせること
でアレルギー疾患を予防できるか? 
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CQ 4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に影響す
るか？ 
CQ 4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関
係は？ 
CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを
下げるか？ 
CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物
は？ 
CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養
は正期産児と同等の効果があるか？ 
CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 
CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 
CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが良い
か？ 
CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方は？ 
CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係は？ 
 以上の各 CQ に合致した PICO を作成して、過去
10 年間の論文を MEDLINE で検索した。検索論文に
システマティックレビューが存在する場合には、
最新のシステマティックレビューを優先した。 
なお、以下の CQについては、新たな知見に乏し
いことから今回は検討しなかった。 
乳児の離乳食開始時期は咀嚼運動機能と関係する
か？ 
脂肪過多の離乳食は児の将来のメタボリック症候
群と関係するか？ 
 
3. 検索文献の質の評価については、PRISM 声明、
AMSTAR 法を用いた。 
 
（倫理面への配慮） 
 文献データベースでの文献検索とその内容の検
証なので、特に倫理委員会等への審議の依頼は行
っていない。 
 
Ｃ．研究結果 
1.  「妊産婦のための食生活指針」について 
1）CQ1.1 については 25 論文、CQ1.2 については 10
論文、CQ1.3 については 11 論文が CQ に合致しその
内容を検証した。その結果、現状に見合った推奨
体重増加量を検討するために必要な最新の科学的
根拠が収集されたが、収集された科学的根拠は検
討した国が異なること、母子の予後の設定が異な
ること、観察データであること、少数例であるこ
と、等の課題が存在した。また、妊産婦の栄養に
ついては、介入研究が困難なことから、質の高い
研究は少数であった。そのため、最新の論文検索
から得られた知見と、わが国の疫学データを合わ
せて、総合的にわが国の現状に見合った妊婦の妊
娠中の推奨体重増加量の設定および妊産婦の栄養
管理を実施する必要性が明らかとなった。 

 そこで、わが国で実施された 3 つの地域または
施設で実施されたコホート研究で、母子の予後か
ら推奨体重増加量を検討した。その結果、妊娠前
の体格区分については、予後を考慮した体格区分
の精緻化が求められたが、結果的に新しい知見は
認められず、これまでの BMI 基準値による区分が
妥当と判断された。特に、肥満に相当する体格区
分に関しては、肥満の基準値を細分化することが
母子の予後からは望ましいが、現状の体格区分を
修正できるだけのエビデンスを得ることはできな
かった。妊娠中の推奨体重増加量については、新
生児の出生体重等をアウトカムとしたわが国のコ
ホート研究で、研究が実施された地域によっては、
現状の推奨体重増加量に比べて約 1kg 多い増加量
が好ましいとの結果が得られた。しかしながら、
これは妊娠前のやせ体型の頻度が高かったことが
影響していると推測された。したがって、最新の
論文検索およびわが国のコホート研究の結果から、
現行の指針に示さている体格別の妊娠中の推奨体
重増加量を新たに設定する科学的根拠は認められ
なかった。 
 
2.  「授乳・離乳の支援ガイド」については、各
CQ に基づいた文献検索の結果を検討し、以下のよ
うな CQ に対する最新の知見が得られた。 
CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギ
ー疾患を予防できるか？ 
最終的に採用した 5 つの文献を検証した結果、以
下が明らかとなった。母乳栄養の期間と小児期の
喘鳴/喘息発症リスクの関係は必ずしも一定でな
い。小児期の湿疹/アトピー性皮膚炎、アレルギー
性鼻炎発症に対する母乳栄養の効果も限定的であ
った。一方、食物アレルギーについては明確なエ
ビデンスはなかった。また、アレルギー疾患のハ
イリスク児に対する蛋白加水分解乳のアレルギー
予防効果について、最近ではエビデンスがないと
する報告が多かった。ただし、胃腸炎と呼吸器感
染症のリスクは減少するがアトピー性皮膚炎や喘
息とは無関係であった。 
CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリ
ック症候群を予防できるか？ 
最終的に 5つの採用論文を検証した結果、6-7 か月
間の完全母乳栄養が他の栄養児に比べ 7 歳時の肥
満を減らすと報告され、母乳栄養もしくは母乳栄
養の期間と小児期の過体重/肥満発症リスク減少
との間には明確な関連があることが明らかとなっ
た。また、母乳栄養児では他の栄養児に比べのち
の 2型 DMの発症が低いことも示された。 
CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減できる
か？ 
3 つの採用論文では、産後不安やうつ徴候がある女
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性では母乳栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の
短縮が産後うつ病の発症リスクを上げることが示
された。また、混合栄養は母親にとって大きな不
安事項となるが、混合栄養にならざるを得ない状
況を考慮する必要があった。 
CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 
文献検索でも、現時点では、明らかなエビデンス
は示されなかった。 
CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神
経発達が促進されるか？ 
合致する 1 つのシステマティックレビューを検証
した。正期産児（出生体重 2,500g 未満を含む）で、
生後 6か月まで完全母乳栄養の児と、少なくとも 3
～4か月までは母乳栄養で、その後、混合栄養とな
った児での比較では、6.5 歳時の身長、体重、BMI、
認知・行動に関する神経発達において優位性を認
めなかった。 
CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度を
上昇させるか？ 
母乳栄養とビタミン K で今回参考となる文献は検
索されなかった。 
CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予防する
か？ 
3 論文を検証した。アレルギー予防のために食事を
変更する必要性を示す根拠は存在しなかった。ま
た、食物除去を行うと、母子双方に栄養障害を起
こすリスクが高まった。ただし、ハイリスク児の
アレルギー疾患発症予防には、授乳中の母親の食
物制限のある程度の予防効果は認められた。 
CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせること
でアレルギー疾患を予防できるか? 
採取的に 3 論文を検証した。生後 4 か月より前に
離乳を開始することは、食物アレルギー発症リス
クを上げた。鶏卵など特定の食材を与える時期は
遅らせない。ただし、アトピー性皮膚炎、湿疹の
ある児は、アレルギー発症のリスクが高いので、
慎重に離乳を進めていく必要性が示された。 
CQ4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に影響す
るか？ 
採用した 1 件の論文を検証した結果、複数の食物
にアレルギーのある場合は、食物アレルギーのな
い児に比べて発育不全・栄養失調のリスクが高い
ことが示された。 
CQ4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関
係は？ 
採用して 3 論文では、生後 2 か月までの保湿が重
要であると報告されていた。 
CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを
下げるか？ 
4 論文を検証し、乳児期の湿疹のリスクが減少する
ことが示された。しかし、他のアレルギー疾患の

予防効果に関するエビデンスは存在しなかった。 
CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物
は？ 
最終的に 1 論文を検証したが、実際の授乳婦が服
薬するか否かの決定は専門職による指示のもと行
われている場合が多く、包括的に示している文献
は見られなかった。 
CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養
は正期産児と同等の効果があるか？ 
検索された 3 件の症例検討文献では、母乳育児を
行うことにより精神運動発達指数、全行動パーセ
ンタイルスコアの改善、入院リスクの減少、新生
児壊死性腸炎の減少が示された。 
CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 
1 件の採用論文を検証した結果、母乳育児のほうが
母親の満足度は高いので、母子育児に繋がる母子同
室が推奨された。 
CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 
CQ2.3 と同等の結果であった。 
CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが良い
か？ 
採用した 1 つの論文で、修正月齢で 6 か月の頃に
開始するのが良いことが示された。 
CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方は？ 
症例報告論文で、個別の対応が必要だが、離乳食
の進み方の障害が発達障害の初期症状となること
が示された。 
CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係は？ 
症例報告論文で、離乳食開始の遅れや不適切な環
境因子の影響で摂食機能獲得が遅れることがある
が、その後適切な対応を行うとキャッチアップし
てくることが示された。 
 
Ｄ．考察 
1.  「妊産婦のための食生活指針」について 
 妊娠前のBMIによって妊婦の体格をやせ、普通、
肥満と三区分して評価してきたが、日本産科婦人
科学会の妊娠中毒症の予防の指針で BMI18 ならび
に 24 を区分としているのを除き、BMI18.5 未満を
やせ、妊娠前の BMI25 以上を肥満としている。や
せについてはこの基準で特段の課題は生じないが、
肥満については肥満の程度に応じた細区分が望ま
しいと考えられる。ただ、今回の最新の文献検索
および国内コホート研究の検証では、明確に変更
すべき課題は抽出されなかった。したがって、当
面は現状の 3区分を継続するのが望ましい。 
妊娠中の推奨体重増加量については、妊娠高血
圧症候群の発症を予防するための基準が存在する
ことが現状の混乱を招く要因となっている。しか
し、妊娠高血圧症候群の治療あるいは予防の目的
で妊婦の摂取カロリーを抑制する背景は、妊娠高
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血圧症候群の有効な管理ができなかった時代の影
響を受けている。しかし、現在では、母体への摂
取カロリー制限は児の長期的予後に悪影響を及ぼ
す可能性が危惧され、一般に用いる必要性はない。
一方、「健やか親子 21」進検討会で提唱された妊娠
中の推奨体重増加量が現状の基準として適切であ
るかどうかについても、最新の科学的根拠で検討
する必要がある。しかし、報告論文および国内コ
ホート研究報告を用いて検討したが、研究対象が
ハイリスク妊婦である、研究地域により妊婦の背
景因子が異なる等の課題があり、新たに推奨体重
増加量を提唱できるだけの根拠が揃わなかった。
以上のことから、当面は妊婦の体格区分および推
奨体重増加量については現行のガイドを踏襲する
のが妥当と思われた。 
2.  「授乳・離乳の支援ガイド」については、各
CQ に対する最新の科学的根拠を検討した結果、母
乳栄養推進の方針の下、以下の点について正確に
言及する必要性があると思われた。 
○母乳栄養のアレルギー疾患予防効果は限定的で
ある。 
○母乳栄養には将来の肥満発症を抑えるというエ
ビデンスがある。 
○母親のうつ徴候と母乳栄養期間短縮の関連につ
いて認識し、不安の強い母親には早期の専門的ア
プローチが必要である。 
○母乳栄養児と混合栄養児における神経発達にお
いては、有意な差を認めなかった。母乳の利点を
啓発することは重要であるが、混合栄養、あるい
は育児用ミルク栄養の場合でも、適切な育児支援
を行うことが重要である。 
○授乳中の薬剤摂取に関する情報は既存のシステ
ムを利用する。 
○早産児と母乳育児については、治療の側面が存
在するので本ガイドに記載する必要はない。 
○早期から母子接触が母子の愛着形成、母乳育児
の促進に寄与することが示された。 
○混合栄養状態で母親の不安が一番高いので、
「母乳栄養を強要しない」あるいは「育児用ミル
クを哺乳させる場合でも母子の接触などで愛着形
成させるように留意する。」を考慮する。 
○アレルギー疾患予防のために母親に抗原の回避
を指導する必要はないが、発症した場合には個別
に対応する必要である。 
○成長・発達に伴い乳汁だけでは不足してくるエ
ネルギーや栄養素の補完のために、離乳食を生後 5、
6か月に開始する。すなわち、補完食として離乳食
は重要である。 
○早期の離乳食開始が肥満発症リスクとなる可能
性があり、離乳食開始時期について方針を変更す
る必要はない。 

○食物アレルギー発症予防には、離乳開始や特定
の食物を与える時期を遅らせない。 
○早産児の離乳食の開始について、乳歯の萌出、
及び、咀嚼能力の観点から、修正月齢 6 か月頃か
ら開始することが妥当である。 
○離乳食の開始時期と咀嚼機能の獲得には直接の
関係はないが、摂食機能の発達が遅れる場合には、
児の発達および運動障害が原因となる場合がある
ので注意する。 
        
Ｅ．結論 
 平成 18年「妊産婦のための食生活指針」および
平成 19 年「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最
新の科学的根拠に則ったものとするため、過去 10
年間の系統的な文献検索を行った。その結果、現
行指針およびガイドに対して以下の提言を行うこ
とができた。 
1. 「妊産婦のための食生活指針」については、
現行の妊娠前の妊婦の体格区分および妊娠中の推
奨体重増加量を変更すべき新たな科学的根拠は見
いだせなかった。 
2. 「授乳・離乳の支援ガイド」については、現
行の母乳栄養の推奨を変更する必要はないが、栄
養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳
栄養の効果には限界があること、栄養とアレルギ
ー疾患の関係をより科学的に説明する必要がある
こと、離乳食の開始時期は変更する必要がないが
進め方に関してより詳細に説明する必要があるこ
と、等が明らかとなった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
無し 
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       研究分担者  伊東宏晃 浜松医科大学附属病院 周産母子センター 病院教授 
 

研究要旨 
妊婦および乳幼児の栄養管理の支援は、「妊産婦のための食生活指針（平成18
年2月、厚生労働省）」と「授乳・離乳の支援ガイド（平成19年3月、厚生労働省）」
に則り行われてきた。しかし、作成後約10年が経過したことから、新たな視点が
必要となっている。さらに、昨今の情報源の多様化により、一部の妊産婦および
育児中の母親に、栄養に関する理解の混乱が認められる。そのため、最新の科学
的根拠の解析と平成27年に実施された乳幼児の栄養調査を踏まえて、新たに妊産
婦および乳幼児の栄養管理の支援のあり方を提言する必要が生じた。 
そこで、妊娠期の至適体重増加量の目安を含めた最新の妊産婦の栄養管理のあ
り方について検討した。 

 

Ａ．研究目的 

 「妊産婦のための食生活指針（平成 18年

2 月、厚生労働）」（以下「妊産婦のための

食生活指針」と記載）に記載されている「妊

娠期間中の推奨体重増加量」について、問

題点を指摘し、課題とすべき点の抽出を行

うこと。 

 

Ｂ．研究方法 

 文献による調査と、研究班内で他の分担

研究者から提出された問題点について解析

と考察を行った。したがって、倫理面の問

題は無いと判断した。     

  

Ｃ．研究結果 Ｄ．考察 

１．我が国における妊婦の体格分類の現状 

 身長と体重（自己申告による妊娠前の体

重）により換算した妊娠前の body mass 

index (BMI)値によって妊婦の体格をやせ、

普通、肥満と三区分して評価されてきた。 

 1999 年、日本産科婦人科学会は妊娠中毒

症（現在の妊娠高血圧腎症と一部診断基準

がことなる）の予防を目的とした妊婦の体

重増加指針について、BMI18 ならびに 24を 

用いている(1)（表１）。ただし、厳密には

やせ、肥満という用語を用いていない。厚

生労働省「妊産婦のための食生活指針」(2)

ならびに、日本産科婦人科学会ならびに日

本産科婦人科医会による産婦人科診療ガイ

ドライン産科編 2014 では、BMI18.5 未満を

やせ、妊娠前の BMI25 以上を肥満としてい

る(3) （表１）。一方、日本肥満学会では、

日本肥満学会の肥満症ガイドライン

2006(4)および肥満症ガイドライン・ダイジ

ェスト版（2007 年）(5)において、「正常妊

婦の BMI 値は妊娠初期（5〜16 週）23.2〜

24.9、中期（17〜28 週）は 24.7〜27.1、末

期（後期）（29〜40 週）は 26.3〜28.2 にな

る（日本産婦人科学会栄養問題委員会報告）、

これらの値を超える妊婦を肥満妊婦と判定

する」と妊娠中に測定された BMI 値をもと

に肥満妊婦を診断すると記載されていたが、

肥満症診療ガイドライン 2016 において、

「妊産婦のための食生活指針」ならびに産
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婦人科診療ガイドライン産科編 2014 の見

解への統一が望ましいとの視点から、妊娠

前の BMI25 以上を肥満妊婦と定義し、よう

やく２学会と厚生労働省の見解が一致した

(6)。しかし、1999 年の日本産科婦人科学

会の指針による妊婦体格の三区分(1)の現

代における評価ならびに取り扱いや妥当性

は充分に検証されていない。 

 

２．海外における妊婦の体格分類の現状 

 海外において、妊娠前 BMI18.5 未満をや

せ妊婦とすることが一般的である(7,8)。海

外では BMI30 以上の女性を肥満と定義し、

クラス I肥満(BMI 30-34.9)、クラスⅡ肥満

群(BMI35-39.9)、クラスⅢ肥満あるいは極

端な肥満（BMI≧40）に分類する(7,8)。

BMI25.0〜29.9 に関して米国 Institute of 

Medicine National Academies (7) ならび

に米国産婦人科学会（ACOG）の Committee 

Opinion では overweight とする(8)。我が

国において海外と肥満の定義が異なる点に

注意を要する。2004 年の WHO 報告では、ア

ジアの女性では 27～28 以上を肥満とする

ことが推奨されている (9)。 

 

３．我が国における妊娠高血圧症候群(旧妊

娠中毒症)を発症した妊婦に対する栄養指

導の特色とその歴史的背景 

 1998 年の日本産科婦人科学会の指針(1)

および 2009 年の日本妊娠高血圧学会のガ

イドライン(10) （推奨グレード B）では、

妊娠高血圧症候群を発症した妊婦に対して

摂取カロリーを制限することを推奨してい

る。日本妊娠高血圧学会の妊娠高血圧症候

群の診療指針 2015 ではこの記載は削除さ

れている(11)。しかし、妊娠高血圧腎症発

症後の次回妊娠に向けた始動の CQ の解説

文に「妊娠中の過剰体重増加は（妊娠高血

圧腎症の）再発率を増加させるとの報告も

あり、妊娠前および妊娠中において、体重

コントロールは再発を抑制する可能性があ

る」との記載があるが、文献は引用されて

いない(11)。一方、産婦人科診療ガイドラ

イン 2011 では「CQ 312 妊娠高血圧腎症の

取り扱い？」において摂取カロリーに関す

る記載はない(9)。したがって、日本産科婦

人科学会として、妊娠高血圧症候群を発症

した妊婦に対して摂取カロリーを制限する

ことを現在も尚推奨しているか否か明確で

はない(3)。これに対して米国産婦人科学会

のガイドラインでは妊娠高血圧症候群を発

症した妊婦に対して摂取カロリーの制限を

行うという記載はない(12)。 

 わが国において妊娠高血圧症候群の治療

あるいは予防の目的で妊婦の摂取カロリー

を抑制する背景は第二次世界大戦に遡る。

第二次世界大戦末期の欧州戦線において独

軍と連合国軍の戦線が膠着したことによっ

て、独軍占領下のオランダ西部住民の摂取

エネルギーが約 700 kcal/日まで低下した

いわゆる Dutch Famine に曝された妊婦にお

いて妊娠中毒症（当時の診断基準による）

の発症が低下したことが報告された (13)。

これに注目した京都大学の城戸国利は 1977

年に妊娠中毒症合併妊婦に低カロリー（200

〜1,200 kcal/日）と比較的高蛋白質（60

〜80 g/日）によって管理することで、浮腫、

蛋白尿、高血圧症状の改善を認めたことを

報告し、「妊娠中毒症合併妊婦に安静を守

らせ、摂取カロリーを基礎代謝量以下に制

限して妊婦体重の減少を図ることが、母体

の妊娠中毒症症状改善のみならず、胎児死

亡の予防に有効である」という理論を提唱

した(14)。このような背景の中から当時多

くの議論がなされ、1981 年の日本産科婦人

科学会は妊娠中毒症を発症した妊婦のエネ
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ルギー摂取は 1,600 kcal 未満に制限し、比

較的高蛋白（80 g）とするとして、厳しい

摂取カロリー制限を推奨した(15)。1998 年

の日本産科婦人科学会の指針では、妊娠中

毒症を発症した妊婦に対して、非妊時 BMI 

24 以下の場合は 30kcal x 理想体重(kg) + 

200 kcal/日、非妊時 BMI 24 以上の場合は

30kcal x 理想体重(kg) /日を推奨し 1981

年の緩やかな摂取カロリー制限としている

（1）。 

 一方、胎生期に Dutch Famine に曝された

人々が成人期・老年期に達した時点で調査

を行ったところ、血圧上昇、耐糖能異常や

肥満などの生活習慣病の発症リスクが高い

事が報告されている(16,17)。したがって、

母体への極端な摂取カロリー制限は児の長

期的予後に悪影響を及ぼす可能性が危惧さ

れる。海外では、妊娠高血圧症候群を発症

した妊婦に摂取エネルギー制限を行う事は

一般的では無い(18)。 

 

４．我が国において妊娠高血圧症候群の発

症予防を目的に一般妊婦に体重増加制限を

行う背景 

 1999 年の日本産科婦人科学会の指針(1)

および 2009 年の日本妊娠高血圧学会のガ

イドライン(10) （推奨グレード B）では、

妊娠高血圧症候群の予防を目的として妊婦

の体重増加に目標値を設定している。両指

針では普通の体格の妊婦に対して妊娠中の

体重増加を 10kg 未満に抑えることが推奨

されている。一方、Hytten らは基礎代謝の

妊娠による生理学的な変化解析から正常体

格の白人妊婦の生理的な体重増加は 11.5kg

であると報告している(19)。日本人の食事

摂取基準（2015 年版）（厚生労働省策定）

では 、非妊娠時に BMI18.5～25.0 の妊婦が

妊娠40週時点で約3kgの単胎児を出産する

のに必要な体重増加量を 11kg として、エネ

ルギー付加量を策定している(20)。したが

って、日本産科婦人科学会ならび日本妊娠

高血圧学会の指針では妊娠高血圧症候群の

予防を目的として生理的な体重増加を下回

る栄養指導を推奨していることになる。こ

れに対して米国産科婦人科学会は妊娠高血

圧症候群に対する有効な予防方法は確立し

ていないという立場っている(12)。 

 1981年の日本産科婦人科学会の指針では

妊娠中毒症を発症した妊婦に対して摂取カ

ロリー制限を行うことを推奨しているが、

予防に関する記載はない(15)。1999 年の日

本産科婦人科学会の指針において初めて妊

娠中毒症の予防を目的として妊婦の体重増

加に目標値を定め、「栄養指導による予防」

という概念が導入された(1)。しかし、この

概 念 の 導 入 に 際 し て 、 Randomized 

controlled trial (RCT)による前方視的な

介入研究は行われていない。 

 

５．わが国における妊娠中の体重増加推奨

値の混乱 

 我が国において妊娠中の体重増加とは如

何なる時点までの体重増加であるか明確に

定義されていないことは重大な問題である。

例えば、妊娠中の体重増加が 11kg の場合で

あっても妊娠 37 週に分娩した場合と妊娠

41 週に分娩した場合を比較すれば、母体や

児に及ぼす影響必ずしも同一ではないと考

えられる。 

 さらに、わが国において妊婦の体重増加

について、エンドポイントとする目的が異

なる複数の推奨値があり、コンセンサスが

得られておらず混乱が認められる（表１）。

1999年の日本産科婦人科学会では妊娠中毒

症の予防を目的としてBMI値が18〜24の妊

婦に対しては妊娠中の体重の増加を 7〜
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10kg に制限している（表１）(1)。日本妊

娠高血圧学会による 2009 年の妊娠高血圧

症候群管理ガイドラインにおいても同様の

立場をとっていたが (10)、2016 年のガイ

ドラインでは記載が削除された(11)。一方、

「妊産婦のための食生活指針」では、正期

産の出生体重 2,500g〜4,000g を目標とす

る適正な出生体重として、普通の体格であ

る妊婦(BMI18.5〜25)の体重増加を 7〜12kg

としている（表 1）(2)。米国 Committee on 

Nutritional Status During Pregnancy and 

Lactation では、妊娠 39 週から 40 週にお

ける出生体重が 3,000g〜4,000g を目標と

して、普通の体格妊婦に 11.3kg〜15.9kg の

体重増加を推奨している（2009 年）（表 1）

(7)。 

 日本肥満学会より肥満症診断基準 2011

が刊行され（21）、同学会による 2006

年,2007 年の肥満症治療ガイドラインおよ

びダイジェスト版(4,5)に比べて肥満妊婦

の定義、取り扱い指針が大幅に変更された。

具体的には、やせ、標準（普通）、肥満の区

分、さらに、やせと標準（普通）体格の妊

婦に対する推奨体重増加量に関して、「妊産

婦のための食生活指針」をそのまま採用し

ている（表１）。 

 

Ｅ．結論 

 分担研究テーマ「妊娠期間中の体重増加

量の推奨値を求める」について、分担研究

者として、鈴木俊治氏、野村恭子氏の研究

成果を共に検討し、妊婦の体重増加に関し

て新たな推奨値の提言には至らなかった。 

 分担研究班のまとめ、および提言は分担

研究者鈴木俊治氏の研究報告書の末尾に記

載されているので、参照されたい。 
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表１：相異なる妊婦の体格の分類と妊娠中の体重増加の推奨値とその目的 

 

  妊婦の体格区分と体重増加の推奨値 目的 

日本産科婦人科学会 周

産期委員会(1999 年)(1) 

BMI < 18;         10〜12 kg 

BMI 18〜24;        7〜10 kg 

BMI > 24;           5〜7 kg 

妊娠中毒症の

予防 

 

妊産婦のための食生活指

針（平成 18 年 2 月、厚生

労働(2006 年)(2) 

 

産婦人科診療ガイドライ

ン産科編 2014 (3) 

 

日本肥満学会 2011(21) 

BMI < 18.5(やせ);      9〜12 kg 

BMI 18.5〜25(普通);    7〜12 kg 

BMI ≧ 25(肥満);       個別対応 

適正な出生体

重 

 

日本肥満学(2006 年, 2007

年)(4,5) 

 

 

 

正常妊婦の BMI 値は妊娠初期（5〜16 週）23.2

〜24.9、中期（17〜28 週）は 24.7〜27.1、

末期（後期）（29〜40 週）は 26.3〜28.2 にな

る（日本産婦人科学会栄養問題委員会報告）、

これらの値を超える妊婦を肥満妊婦と判定

する 

 

日本肥満学(2006 年, 2007

年)(4,5) 

 

肥満妊婦を対象とする 

標準体重の 120%未満 

 (軽度肥満妊婦)    5kg 以下 

標準体重の 120%以上            

 (高度肥満妊婦)    7kg 以下 

産科的異常の

減少 

日 本 肥 満 学 会 (2016

年)(6)  

BMI ≧ 25(肥満);  

米 国 Institute of 

Medicine National 

Academies (2009 年) (7) 

BMI < 18.5(やせ);     12.7〜18.1 kg 

BMI 18.5〜25(普通);   11.3〜15.9 kg 

BMI 25〜30 

  (overweight);      6.8〜11.3 kg 

BMI ≧ 30(肥満);       5.0〜9.1 kg 

適正な出生体

重 

 

 

 
                                         



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

 
（分担研究名） 妊娠中の至適体重増加量の推奨値案に関する検討 

 
        研究分担者 鈴木 俊治 

（葛飾赤十字産院 副院長） 
  研究協力者 伊東 宏晃 

（浜松医科大学 周産期母子センター教授） 
野村 恭子 
（帝京大学 公衆衛生学准教授） 

 

研究要旨 

「妊産婦のための食生活指針（平成 18 年 2 月、厚生労働省）」によると、妊産婦

の非妊娠時の体格を body mass index（BMI）によって 18.5 未満（やせ・低体重）、

18.5 以上 25.0 未満（ふつう）、25,0 以上（肥満）と分類し、各々の妊娠中の推奨

体重増加量を、9～12kg、7～12kg および個別対応と提案されている。今回、この

体格区分や推奨体重増加量等の見直しが必要かを検討した。非妊娠時の体格およ

び妊娠中の推奨体重増加量に関して、葛飾赤十字産院および日本赤十字社医療セ

ンターにおいて後方視的検討を行い、日本産科婦人科学会周産期データを含めて

考察を行った。妊娠前の体格区分に関して、肥満について巨大児分娩や母体合併

症等と関連した基準の細分化を推奨する結果が散見されたが、その基準値を修正

できるだけのエビデンスは得られなかった。一方、妊娠中の至適体重増加量に関

しては、見直しの必要性が推定されたものの、地域差から生じるバイアスによっ

て、推奨値を提言できるだけのエビデンスは得られなかった。今後は、推奨体重

増加量の見直しの必要性のさらなる検討のため、代表性のある地域全体でのサン

プリングによる大規模試験を行うことが望まれる。 

 

Ａ．研究目的 

食を通じた妊産婦の健康支援方策における妊娠
期の至適体重増加の推奨値として、「妊産婦のため
の食生活指針（平成 18年 2 月、厚生労働省）」に
よると、妊産婦の非妊娠時の体格を body mass 
index（BMI）によって 18.5 未満（やせ・低体重）、
18.5 以上 25.0 未満（ふつう）、25,0 以上（肥満）
と分類し、各々の妊娠中の推奨体重増加量を、9～
12kg、7～12kg および個別対応と提案されている。
この指針の提案から 10年が経過した現在、提案さ
れた推奨体重増加量等の見直しが必要かを検討し
た。 
 

Ｂ．文献検索および研究方法 
 前述した研究目的に合わせて、国際的な妊娠期
の至適体重増加量に関するガイドライン、国内の
同大規模検討報告を参考として、後述する 2施設
において後方視的検討を行った。 
本研究については、個人情報に配慮した後方視
的検討に関して、各研究および対象施設における
倫理委員会の承認を得ている。 
 後方視的研究の背景となる文献として 

A) Rasmussen KM, Yaktine AL, Eds: Weight 
gain during pregnancy: reexamining the 
guidelines Washington, DC: National 
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Academies Press; 2009.（妊娠期の至適
体重増加の国際的推奨ガイドライン: 
INSTITUTE OF MEDICINE、IOM ガイドライ
ン） 
B) WHO Expert Consultation: Appropriate 
body-mass index for Asian populations 
and its implications for policy and 
intervention strategies. Lancet 2004; 
363: 157-163.（アジア女性の BMI 基準値
を示した WHO 報告書） 
の 2文献が検索された。また、日本産科婦人科
学会周産期登録施設のデータを IOM ガイドライン
の推奨値に合わせて検討された 

C) Enomoto K, et al: Pregnancy Outcomes 
Based on Pre-Pregnancy Body Mass Index 
in Japanese Women. PLoS One. 2016 Jun 
9;11(6):e0157081. 
が検索された。 
 IOM ガイドライン（A）によると、BMI 25.0 以上
30.0未満および30.0以上を各々過体重および肥満
と分類すること、一方、WHO 報告（B）によると、
アジアの女性においては BMI 27～28 以上を肥満と
することが推奨されている。また、妊娠中の推奨
体重増加量については、IOM ガイドライン（A）で
は、12.7～18.1kg（やせ）、11.3～15.9kg（ふつう）、
6.8～11.3ｋｇ（過体重）、5.0～9.1 kg（肥満）と
推奨されている。 
 これらを踏まえて、非妊娠時の体格および妊娠
中の推奨体重増加量に関して、葛飾赤十字産院（東
京都・区東北部ブロック、年間分娩数約 2,000）お
よび日本赤十字社医療センター（東京都・区西南
部ブロック、年間分娩数約 3,000）において後方視
的検討（報告名は論文発表①～⑥に記載）を行い、
日本産科婦人科学会周産期データによる検討結果
（C）を含めて考察を行った。 
 
Ｃ．研究結果（①～⑥は後述の研究発表論文番号） 
①妊娠中の推奨体重増加量について、「妊産婦のた
めの食生活指針」および IOM ガイドラインの推奨
体重増加量の妊産婦のアウトカムを比較した。や
せおよびふつうの女性では、「妊産婦のための食生
活指針」の推奨体重増加量の妊産婦のほうが低出
生体重児や早産の頻度が高かったが、耐糖能異常
や高血圧などの合併症は IOM ガイドラインの推奨
体重増加量の妊産婦のほうに多かった。過体重の
妊婦では、「妊産婦のための食生活指針」の推奨体
重増加量の妊産婦のほうが低出生体重児や早産の
頻度が高かったが、耐糖能異常や高血圧などの合
併症に差はなかった。 

②3,000～3,499g の健康な正期産新生児を経腟分
娩するやせ、ふつう、過体重および肥満妊産婦の
妊娠中の平均体重増加量は、12.0±3.4、11.4±3.7、
10.0±4.8 および 3.2±2.2 ㎏であった。 
③過体重～肥満の基準に関する検討において、母
体高血圧や巨大児出生は BMI27～28 以上から有意
に高率となった一方で、母体耐糖能異常は BMI25.0
以上で増加していた。 
④巨大児分娩に関しては、妊娠中の体重増加量よ
りも妊娠前の体格の関与が強く（その他には耐糖
能異常が関与する）、BMI25.0 以上がリスク因子と
してあげられた。 
⑤低出生体重児や巨大児を回避するための妊娠中
に至適体重増加量は、やせおよびふつうの体格の
妊産婦では 9.0～12.5 および 9.0～11.2 ㎏であっ
た。 
⑥双胎新生児予後が良好であったふつうの妊産婦
の妊娠中の平均体重増加量は 13.5±3.5 ㎏であっ
た。双胎妊娠では、単胎妊娠とは異なった妊娠中
の至適体重増加量が推奨される必要がある。 
 
Ｄ．考察 
１．妊娠前の体格区分について 
 妊娠前の体格区分に関して、やせやふつうに相
当する体格区分に関する新しい知見は認められず、
これまでの BMI 基準値による区分が支持された。
一方、肥満に相当する体格区分に関しては、巨大
児分娩や母体合併症等と関連して基準の細分化を
推奨する報告が検索され（前述の文献 A～C）、同様
な結果が散見されたものの、今回の施設検討結果
のみでは、肥満の基準値を細分化あるいは修正で
きるだけのエビデンスを得ることはできなかった。 
２．妊娠中の至適体重増加量について 
 新生児出生体重等をアウトカムとした妊娠中の
至適体重増加量は、やせおよびふつうの体格の妊
産婦において、12.0±3.4 および 11.4±3.7 ㎏であ
ったという結果（区東北部）と、9.0～12.5 および
9.0～11.2kg（区西南部）という結果が示され、地
域差の存在が推定された。平成 27 年国民健康・栄
養調査によると、30～39 歳におけるやせの女性の
割合は 15.5％と報告されているが、今回の対象施
設におけるやせ妊産婦の割合は 9.9 および 22.6％
であり、共に代表性のあるサンプリングとはいえ
ない地域差が存在することが推定された。さらに、
やせの妊産婦が多い区西南部のほうが妊娠中の至
適体重増加量が低く推定されたことは、今後、妊
産婦の体重増加量以外の因子も評価されねばなら
ない可能性が示唆された。以上より、妊娠中の至
適体重増加量を提言できるだけのエビデンスを得
ることはできなかった。 
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Ｅ．結論 
 妊娠前の体格区分および妊娠中の至適体重増加
量の新しい推奨値は得られなかったが、これらの
見直しに関するさらなる検討の必要性が推定され
た。今後は、これらの地域格差を考慮して、代表
性のある地域全体でのサンプリングによる全国的
な大規模試験を行うことが望まれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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研究要旨 

本研究は 2011 年から 2012 年までの 2年間に日本赤十字社医療センター（東京都）

で出産した37週以上42週未満の正期産児5128名を解析対象とし、出生体重2500g

未満の低出生体重児ならびに 4000g 以上の巨大児をアウトカムに妊娠期間中の体

重推奨値について検討した。方法は、米国 Institute of Medicine (以下 IOM)な

らびに「妊産婦のための食生活指針（平成 18 年 2 月、厚生労働省）」の推奨体重

増加量のそれぞれについて低出生体重児と巨大児を出産するリスクをアウトカム

にロジスティックモデルにて算出し比較した。また、低出生体重児と巨大児をア

ウトカムにロジスティックモデルにて妊娠期間中の体重増加量の

Receiver-characteristic operating curve（以下 ROC カーブ）を描きそのカット

オフ値を求めることにより体重推奨値の範囲を提示した。標準体重群 

(pre-pregnancy body mass index, 18.5–24.9 , n = 3489)では、IOM 下限値の

11.5 kg 以下で、「妊産婦のための食生活指針」下限値の 7 kg 以下の体重増加量で

それぞれ低出生体重児を出産するリスクが有意に増加した（OR 1.73, 95% CI: 

1.16–2.57; OR 2.01, 95% CI: 1.39–2.92)。他方、「妊産婦のための食生活指針」

上限値の 12 kg 以上で巨大児を生むリスクが有意に増加した（OR 2.51, 95% CI: 

1.22–5.14)。また ROC カーブによる妊娠期間中の体重推奨値は標準体重群におい

て低出生体重児をアウトカムにした場合カットオフ値は 9kg、巨大児をアウトカム

にした場合には 11.2 kg となった。結論として IOM ならびに「妊産婦のための食

生活指針」の推奨体重増加量は妊娠前体重が標準体重である場合に低出生体重児
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と巨大児の出産リスクを有意に算出できた。また、妊娠期間中の体重推奨値は現

行「妊産婦のための食生活指針」の推奨体重増加量(i.e., 7–12 kg)と近似して

いた。 

 

Ａ．研究目的 

妊娠前の母体体格ならびに妊娠期間中の

体重増加量は母子の健康に大きく影響する

ことが先行研究より明らかである。一般的

に母体体格が小さい場合には、出生体重

2500g 未満の低出生体重児を生むリスクが

増加し、体格が大きい場合には 4000g 以上

の巨大児を生むリスクが増加すると報告が

ある。 

現行の妊娠期間体重増加推奨値基準には

我が国の厚生労働省による「妊産婦のため

の食生活指針（平成18年2月、厚生労働省）」

(1)と IOM（米国 Institute of Medicine）

による基準(2)が知られている。妊娠期間体

重増加範囲はやせ群（BMI <18.5 ）におい

て、IOM 基準にて 12.5-18kg、「妊産婦のた

めの食生活指針」の推奨体重増加量(2)にて 

9-12kg、標準体重群（BMI 18.5–24.9 ）に

おいて、IOM 基準 11.5-16kg、「妊産婦のた

めの食生活指針」にて 7-12kg と設定され

ている。 

本研究の目的はアウトカムに低出生体重

児ならびに巨大児を設定し、妊娠期間中の

体重推奨値について検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

2011 年から 2012 年までの 2 年間に日本

赤十字社医療センター（東京都）で出産し

た者 6240 名中、37 週以上 42週未満の正期

産児 5128 名を研究対象とした。さらに、妊

娠前体重と妊娠期間中の体重の欠損値を除

き、解析対象をやせ群（BMI18.5 未満）1095

名と標準体重群（BMI24.9 以上 18.5 未満）

3489 名と設定した（図１）。 

本研究では、「妊産婦のための食生活指

針」による基準に IOM（米国 Institute of 

medicine）による基準(2)を加えて、やせと

標準体重群のそれぞれで層化し低出生体重

児と巨大児を出産する妊娠期間中の体重推

奨値区分ごとのリスクをロジスティックモ

デルを用いて算出し比較検討を行った。調

整因子には母親の年齢、分娩週数、分娩経

験、分娩様式、喫煙歴、飲酒歴を投入し、

ステップワイズにて選択し最終モデルに投

入した。また、ロジスティックモデルを利

用 し 描 出 し た Receiver-operating 

characteristic curve(ROC カーブ)は低出

生体重児と巨大児をアウトカムにした際に

Youden index(3)の最適値に合致した点を

カットオフ値(4,5)とし妊娠期間中体重増

加量の下限値を低出生体重児をアウトカム

にした際のカットオフ値に、妊娠期間中体

重増加量の上限値を巨大児をアウトカムに

した際のカットオフ値とし範囲を求めた

(6)。 

分 析 に は SAS (version 9.4) 、

STATA(version 11)を用い、有意水準は 5％

とした。 

本研究は帝京大学医学部倫理委員会の承

認を得て行われた(TU-COI 13-1592)。 

 

Ｃ．研究結果 

表１に対象集団の基礎特性を示す。母親

の年齢の平均値はやせ群で 32.9 歳、標準体
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重群で 34.4 歳であった。母体の体重につい

て、非妊娠時 BMI の平均値はやせ群で 17.6、

標準体重群で 20.5、 妊娠期間中の体重増

加量の平均値はやせ群で 10.5kg、標準体重

群で 10.2 ㎏であった。初産の割合は標準体

重群でやせ群より高く(36.8 vs. 30.7%)、

帝王切開で出産した割合は標準体重群で

18％とやせ群の 9.7％より高かった。また

喫煙歴は現在喫煙、過去喫煙ともに標準体

重群よりもやせ群で高かった。 

表 2に非妊娠体重がやせ群（BMI<18.5）

における低出生体重、巨大児を生むリスク

をロジスティック回帰分析にてまとめたも

のを示す。多変量調整モデルにて IOM 下限

値の 12.5 kg 以下で低出生体重児を出産す

るリスクが有意に増加した（OR 2.23, 95% 

CI: 1.09–4.59)。巨大児を生むリスクにつ

いて十分なサンプル数がなく単変量解析に

とどまったが、検討した妊娠期間中の体重

増加量区分で明らかなリスクが認められた

ものはなかった。表 3 は非妊娠体重が標準

体重群（18.5≤BMI≤24.9）における低出生体

重、巨大児を生むリスクをロジスティック

回帰分析にてまとめた結果である。多変量

モデルにて IOM 下限値の 11.5 kg 以下で、

「妊産婦のための食生活指針」の下限値の

7 kg 以下の体重増加量でそれぞれ低出生体

重児を出産するリスクが有意に増加した

（OR 1.73, 95% CI: 1.16–2.57; OR 2.01, 

95% CI: 1.39–2.92)。巨大児を生むリスク

については、「妊産婦のための食生活指針」

の上限値 12 kg 以上で有意に増加した（OR 

2.51, 95% CI: 1.22–5.14)。一方、IOM 下

限値の 11.5 kg 以下で巨大児を生むリスク

は有意に低下した（OR 0.32, 95C%CI：

0.15-0.70）。 

表 4に低出生体重児と巨大児をアウトカ

ムにしたロジスティックモデルにて描いた

ROC カーブにおけるカットオフ値、曲線下

面積(AUC)と感度、特異度 を示す。やせ群

では妊娠期間中体重増加量のカットオフ値

は低出生体重児をアウトカムにした際に

9.5 ㎏（AUC 0.63, 95%CI：0.58-0.69)、巨

大児をアウトカムにしたときに 12.5 ㎏

（AUC 0.76, 95%CI：0.55-0.96)であった。

一方、標準体重群においては低出生体重児

をアウトカムにした際に 8.8 ㎏（AUC 0.64, 

95%CI：0.60-0.68)、巨大児をアウトカムに

した際に 11.9 ㎏（AUC 0.72, 95%CI：

0.63-0.81)であった。  

 

Ｄ．考察 

本研究は日本赤十字社医療センター（東

京都）で出産した在胎 37 週以上 42 週未満

の正期産児 5128 名を解析対象とし、出生体

重 2500g 未満の低出生体重児ならびに

4000g 以上の巨大児をアウトカムに妊娠期

間中の推奨体重増加量について検討した。

サンプル数が十分あり検討の信頼性が高い

標準体重群では、IOM 下限値の 11.5 kg 以

下で、「妊産婦のための食生活指針」の下限

値の 7 kg 以下の体重増加量でそれぞれ低出

生体重児を出産するリスクが有意に増加す

ることを確認した。他方、「妊産婦のための

食生活指針」の上限値 12 kg 以上で巨大児

を生むリスクが有意に増加した。また ROC

カーブによる妊娠期間中の体重推奨値は標

準体重群において低出生体重児をアウトカ

ムにした場合カットオフ値は 9kg、巨大児

をアウトカムにした場合には 11.2 kg とな

った。 

妊娠期間中の推奨体重増加量については、
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現在のところアジアでは、IOM によるもの

か、「妊産婦のための食生活指針」による推

奨基準が知られてはいるが、明らかなエビ

デンスはない。2016 年に IOM 基準がアジア

人で応用可能か検討した報告が、日本から

97,157 名を対象に（7）と中国から 48,867

名を対象に報告（8）があり、IOM 基準がア

ジア人に適用できるとする結論に至ってい

る。しかしながら、IOM 基準は肥満が問題

となる欧米人が主な対象であり、使用の注

意事項には肥満以外の健康女性で用いるこ

とが明記されている(2)。アジア人は欧米人

にくらべてスリムであり、通常妊娠期間中

体重増加量も少ない。現行の IOM 基準にあ

るように体重増加量をむやみに増やすこと

により好ましくない合併症、例えば巨大児、

早産、子癇、妊娠糖尿病,妊娠高血圧、産後

の体重の回復遅延などの発生が増加するリ

スクもある（9,10）。従って、新しい基準を

設定するためには慎重に検討を行い、議論

を重ねていく必要がある。  

本研究では、先行研究では検討されてい

なかったロジスティックモデルを用い低出

生体重児と巨大児をアウトカムに ROC カー

ブを描きカットオフ値を求めた。AUC（Area 

under curve）が 0.6 以上ある標準体重群に

おいて得られた体重推奨値の範囲は 9–12 

kg であり、これは IOM 基準 11.5-16kg より

も現行の「妊産婦のための食生活指針」の

推奨体重増加量 7-12kg に近似していた。

我々の提示した範囲は 956 名の標準体重群

の台湾人を対象とした別の報告でも 10–14 

kg と近似していた（11）。  

大規模先行研究では検討できなかった点

として本研究の特徴として、喫煙の情報が

得られておりロジスティックモデルにおい

て調整変数として取り扱った。一方、限界

点では第一に十分なサンプル数が確保でき

ていないこと、第二に都内で比較的分娩件

数が多い日赤医療センターで出産した妊婦

を対象としているが、単独施設での検討の

ため結果の一般化が制限される。第三に、

妊娠期間中の体重推奨値は出生体重のみな

らず、上述した妊娠高血圧や出血のリスク

など関連する様々な合併症をアウトカムに

検討する必要がある（12）。また本研究では

例えば巨大児をアウトカムにしているが、

巨大児は糖尿病の家族歴と関連があるとの

報告（10）があるが、本研究ではその情報

は調整できていない。最後に本研究ではア

ウトカムを出生体重で 2500kg 未満と 4000g

以上と体重の絶対値として定義している点

も限界である。しかしながらこの点におい

て、日本人の出生体重の分布（13）を考慮

した“light for date”(10 パーセンタイ

ル未満)と“heavy for date”(90 パーセン

タイル以上)をアウトカムに再検討を行っ

たところ、同様に 9.7-10.4kg と近似する結

果が得られた。したがって、出生体重の絶

対値あるいは相対値を用いる差は少ないと

考える。  

 

Ｅ．結論 

結論として IOM ならびに「妊産婦のため

の食生活指針」の推奨体重増加量は妊娠前

体重が標準体重である場合に低出生体重児

と巨大児の出産リスクを有意に予測できた。

さらに、妊娠期間中の体重推奨値は現行「妊

産婦のための食生活指針」の推奨体重増加

量 (i.e., 7–12 kg)と近似していた 
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図１ 対象者の選定 
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表 1. 対象者の基礎特性

N or Mean (％) or SD N or Mean (％) or SD
母親の年齢* 32.9 4.8 34.4 4.8
非妊娠前BMI* 17.6 0.8 20.5 1.5
出産時BMI* 21.8 1.4 24.6 1.9
妊娠時体重増加* 10.5 3.3 10.2 3.3
分娩週数 39.2 1.1 39.3 1.1
分娩経験* **
初産 735 (30.7) 2137 (36.8)
経産 325 (69.3) 1242 (63.2)

分娩様式*
帝王切開 106 (9.7) 629 (18.0)
経膣分娩 989 (90.3) 2860 (82.0)

喫煙歴**
現在喫煙 24 (2.2) 50 (1.4)
過去喫煙 151 (13.8) 450 (12.9)
喫煙歴なし 920 (84.0) 2986 (85.7)

飲酒歴**
現在飲酒 31 (2.8) 77 (2.2)
過去飲酒 263 (24.1) 911 (26.2)
飲酒歴なし 797 (73.1) 2489 (71.6)

低出生体重児* 92 (8.4) 200 (5.7)
巨大児 5 (0.5) 32 (0.9)
連続変数ではＴ検定、カテゴリ変数ではFisherの正確検定もしくはカイ二乗検定を用いた
*p<0.05
**欠損により総数に満たない

N=1095
BMI<18.5kg/m2
やせ群

N=3489
18.5≤BMI<25kg/m2
標準体重群
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＜目的＞ 

「妊産婦のための食生活指針」では、妊婦の非妊娠時の体格別に妊娠中の推奨体

重増加量および妊産褥婦の栄養摂取指針を提唱している。これらの推奨は母体お

よび出生児の予後から検討されたものである。しかしながら、本指針作成後 10年

を経過したことから、この基準値の現状での妥当性について検証する。また、妊

娠出産を通じた妊産褥婦の栄養摂取にあり方についての最新の知見をまとめる。 

＜方法＞ 

クリニカルクエッション（CQ）として、 

CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.3 母体の至適栄養は？ 

を作成し、MEDLINE、医学中央雑誌をキーワードを用いて過去 5～10 年に発表され

た論文を検索した。検索された論文の一部は、論文を取り寄せ内容の妥当性を吟

味し、構造化抄録を作成した。 

＜結果＞ 

1. 25 論文が CQ1.1 に合致する論文として検証された。 

2. 10 論文が CQ1.2 に合致する論文として検証された。 

3. 11 論文が CQ1.3 に合致する論文として検証された。 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

＜考察＞ 

現状に見合った推奨体重増加量を検討するために必要な最新の科学的根拠が収集

された。ただし、収集された科学的根拠は国が異なること、予後の設定が異なる

こと、観察データであること、少数例であること、等の課題が存在した。妊産褥

婦の栄養については、介入研究の困難な点が課題となった。 

＜結論＞ 

最新の論文検索から得られた知見と、わが国の妊婦の疫学データを用いて、現状

に見合った妊婦の妊娠中推奨体重増加量の設定および妊産褥婦の栄養管理を実施

する必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

「妊産婦のための食生活指針」（平成 18

年 2 月、厚生労働省）」では、妊娠中の推奨

体重増加量を明記している。しかしながら、

本指針は作成後 10 年以上が経過したので、

最新の科学的根拠に照らし合わせて改定す

る必要性が生じた。またどうように、妊娠

出産を通じた妊産褥婦の栄養摂取にあり方

についても最新の知見をまとめる必要があ

る。そこで、最新論文の系統的検索と検索

された論文の科学的根拠を検証する。 

 

Ｂ．研究方法 

1. クリニカルクエッション（CQ）の作成 

指針の目的は母子の予後からみた妊娠中

の推奨体重増加量を設定することである。

また、現在の推奨体重増加量は、妊娠前の

体格別に設定されていることから、以下の

2つの CQを設定した。 

CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨

体重増加量は？ 

CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格

別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.3 母体の至適栄養は？ 

2. キーワードの設定 

CQ1.1：「Gestational Weight Gain」、「至

適体重」、「妊娠」、「体重」、「増加」 

CQ1.2：「妊婦」、「妊婦」、「体重増加」、

「出生時体重」 

CQ1.3: 「pregnancy」、「nutrition」, 

「breast feeding or breast milk」 

3. 文献データベース 

CQ1.1、CQ1.2、CQ1.3 とも、MEDLINE および

医学中央雑誌を検索対象とした。日本語論

文については補足的に CiNii を検索対象と

した。 

4. 発行年 

CQ1.1、CQ1.3 では過去 5年としたが、CQ1.2

では検索された論文数が少なく、過去 10年

とした。 

5. 検索日 

CQ1.1、CQ1.3 については、2016 年 7 月 10

日に、CQ1.2 については、2016 年 7 月 5 日

に実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

後方視的論文検索なので倫理委員会での審

議は行っていない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 論文検索結果 
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1）CQ1.1 

MEDLINE から PubMed をデータベースに、

「Gestational Weight Gain」で検索すると

過去 10 年で 3063 件、5年で 1920 件がヒッ

トした。このうち Web 上でアクセス可能な

論文は 834 件存在した。英文で書かれた過

去 5年間のものについて、タイトルよりス

クリーニングをおこない、入手できた文献

のうち、妊娠中の体重増加とその影響につ

いて検討しているものを選び、レビュー対

象とした。特定の地域や国の妊婦を対象に

したものは除外した。アジア圏（中国など）

のものは含めた。発行年の新しいものから

入手し順次レビューした。レビュー過程で

発見的探索の結果得た文献も含めてレビュ

ーした。14 件のレビュー時点では、

Institute of Medicine (IOM)の勧告を基準

にしているものがほとんどで、産科リスク

や低出生体重児（LBW）･巨大児（LGA）の出

産、との関連を示すものが多かった。 

 一方、医学中央雑誌では過去 10年で、

「至適体重 and 妊娠」で 15 件､「至適体重

and 増加」で 16 件、「妊娠 and 体重 and 増

加」で 779件、「妊娠 and 至適 and 体重 and 

増加」では 20件 が検索された。また、

「Gestational Weight Gain」で検索すると

17 件がヒットした。このうち、双胎や耐糖

能異常、動物実験によるものなどを除いた

11 件をレビューした。 

医学中央雑誌では、「妊娠 and 至適 and 

体重 and 増加 」で 29 件で 1ページの抄録

等を削除して 15件であった。「妊娠 and 至

適体重」では 27件で、同様に抄録等を除い

て 13件であった。なお、CiNii の検索結果

は、「Gestational Weight Gain」、2000－

2016 年で 55 件あり、重複を除いた 1件で

あった。 

さらに、関連論文としての指摘があった

4件を別途検証した。 

以上の結果から、最終的に 25論文を採用

してレビュウーした。 

2）CQ1.2 

 「妊婦」、「妊娠」、「やせ」、「体重増加」、

「出生時体重」をキーワードに、医中誌に

おいて原著論文に位置づけられているもの

を対象に過去 10 年で 検索した結果、23件

がヒットした。このうち 10 件の論文をレ

ビューした。 

3）CQ1.3 

 「pregnancy」「nutrition」で検索すると

過去 5年で 1845 件、「nutrition」「breast 

feeding or breast milk」で検索すると過

去 5年で 205 件の文献を抽出。その内、エ

イズや感染症、疾患を持ちながら妊娠・授

乳をしている女性、貧困地帯で低栄養な女

性は検索から除外した 30件の文献の中か

ら、更に、研究内容と不一致な論文や研究

方法に問題のある文献を除外した 5件の文

献をレビュー対象とした。一方、医学中央

雑誌、CiNiiでは、「妊婦」、「褥婦」、「栄養」、

「母乳成分」、「食事」で原著論文に限定し

て年代を限定せずに検索すると、728 件が

ヒットした。その内、内容が合致する 6件

を対象とした。 

 

2. 文献検索チャートおよび構造化抄録 

添付資料 

 

Ｄ．考察 

「妊産婦のための食生活指針」の推奨体

重増加量を検討するために必要な最新の科

学的根拠を収集するため、CQ に応じて論文
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が検索された。さらに、検索された論文の

構造化抄録を作成することで、本指針のア

ップデータが可能となった。ただし、収集

された論文の科学的根拠は、国が異なるこ

と、予後の設定が異なること、観察データ

であること、少数例であること、等の課題

が存在した。一方、妊産褥婦の栄養摂取の

あり方については、介入試験を実施するこ

とに壁があり、科学的根拠の高い研究論文

は少数であった。 

 

Ｅ．結論 

 最新の論文検索から得られた知見と、わ

が国の妊産婦の疫学データを用いて、現状

に見合った妊婦の妊娠中推奨体重増加量お

よび妊産褥婦の至適栄養を設定する必要が

ある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

無し 

2.  学会発表 

無し 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

無し 

2. 実用新案登録 

無し 

3.その他 

無し 
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分担研究のスコープ 

1. 「妊産婦のための食生活指針」(平成 18年)がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「妊産婦のための食生活指針」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定される利用

者、利用施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイドライ

ンとの関係 

平成 18 年版「妊産婦のための食生活指針」 

（6）重要課題 課題 1：妊婦の推奨体重増加量を最新の科学的根拠に従い改定する必要性が存在する

か検証する 

課題 2：妊娠前の体格に基づき、妊婦の推奨体重増加量を最新の科学的根拠に従い改

定する必要性が存在するか検証する 

課題 3：妊婦の栄養摂取はどうあるべきかを科学的に検証する 

（7）ガイドラインが

カバーする範囲 

母親への栄養指導を行う時の支援者の指針として使用 

（8）クリニカルクエ

スチョン (CQ)リス

ト 

CQ1.1：母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.2：新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.3：母体の至適栄養は？ 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケジュー

ル 

2016年 5～9月 

（2）エビデンスの 

検索 

・検索対象を①個別研究論文〔ランダム化比較試験（RCT），非ランダム

化比較試験（non-RCT），観察研究など〕，②システマティックレビュー

（SR）論文とした。 

・検索の対象とするデータベースは、PubMed、Cochrane、医学中央雑

誌、CiNiiとした。 

・検索対象期間 2001年 1月 1日以降 

（3）文献の選択 

基準、除外基準 

システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデンスの 

評価と統合の方法 

システマティックレビューに関しては PRISM声明、AMSTARを用いる。

個別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 

（1）推奨作成の基本 システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を
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方針 提言する。 

（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価の具体

的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予定 研究班報告書として公開。 
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CQに対する PICOの作成 

CQ 1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？ 

P 妊婦 

I 妊娠中の体重増加量が推奨範囲内 

C 妊娠中の体重増加量が推奨範囲より多いまたは少ない 

O 新生児の合併症 

臨床的文脈 

 

妊娠中の体重増加量をコントロールする目的でなくても、結果的に多いまたは

少ない場合の予後を検討する 

 

CQ 1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？ 

P 妊婦 

I 妊娠中の体重増加量が推奨範囲内 

C 妊娠中の体重増加量が推奨範囲より多いまたは少ない 

O 新生児の予後 

臨床的文脈 

 

妊娠中の体重増加量をコントロールする目的でなくても、結果的に多いまたは

少ない場合の予後を検討する 

 

CQ 1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

P やせ妊婦 

I 妊娠中の体重増加量が推奨範囲内 

C 妊娠中の体重増加量が推奨範囲より多いまたは少ない 

O 新生児の合併症 

臨床的文脈 

 

妊娠中の体重増加量をコントロールする目的でなくても、結果的に多いまたは

少ない場合の予後を検討する 

 

CQ 1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

P 肥満妊婦 

I 妊娠中の体重増加量が推奨範囲内 

C 妊娠中の体重増加量が推奨範囲より多いまたは少ない 

O 新生児の合併症 

臨床的文脈 

 

妊娠中の体重増加量をコントロールする目的でなくても、結果的に多いまたは

少ない場合の予後を検討する 
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CQ 1.3 妊娠中の至適栄養量は？ 

P 妊産婦 

I 妊産婦へプロバイオティクス投与 

C コントロール 

O 児のアレルギー疾患 

臨床的文脈 介入試験 

 

CQ 1.3 妊娠中の至適栄養量は？ 

P 妊産婦 

I 妊娠中のビタミンの摂取が推奨値内 

C 妊娠中のビタミンの摂取が推奨値より多いまたは少ない 

O 母子の合併症 

臨床的文脈 妊娠中の摂取量を管理した場合のみでなく、実際の摂取量と予後の関係も含む 

 

CQ 1.3 妊娠中の至適栄養量は？ 

P 妊産婦 

I 妊娠中の脂肪の摂取が推奨値内 

C 妊娠中の脂肪の摂取が推奨値より多いまたは少ない 

O 母乳成分の変化 

臨床的文脈 妊娠中の摂取量を管理した結果でなくて、実際の摂取量と予後の関係 

 

CQ 1.3 妊娠中の至適栄養量は？ 

P 妊産婦 

I 妊産婦へのカルシウム投与 

C コントロール 

O 母体のカルシウム量 

臨床的文脈  

 

CQ 1.3 妊娠中の至適栄養量は？ 

P 妊産婦 

I 妊産婦に Fe投与 

C コントロール 

O 母子の貧血 
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臨床的文脈 介入研究 

文献検索フローチャート

検索したデータベース：MEDLINE、医学中央雑誌、CiNii

検索された文献数：3842

他の方法で検索された文献数：4

総検索文献数：3846

除外文献数：2992

内容を吟味した文献数：854

除外文献数：829

採用した文献数：25

CQ1.1：母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：MEDLINE、医学中央雑誌

検索された文献数：17552

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：17552

除外文献数17534

内容を吟味した文献数：18

除外文献数：8

採用した文献数：10

CQ1.2：新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体
重増加量は？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：205
キーワードを「nutrition」
「breast feeding」or 「breast 
milk」とし、Clitical trial article
に限定し過去5年で検索

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：205

除外文献数：175
エイズや感染症、疾
患を持ちながら妊
娠・授乳をしている
女性、貧困地帯で低
栄養な女性は検索
から除外

内容を吟味した文献数：30

除外文献数：25
研究内容と不一致な論文や
研究方法に問題のある文献を
除外

採用した文献数：5

CQ1.3：母体の至適栄養は？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：医学中央雑誌、CiNii

検索された文献数：728
キーワードを「妊婦」、「褥婦」、「栄養」、
「母乳成分」、「食事」とし、原著論文に
限定し年代を制限せず検索

他の方法で検索された文献数：0

CQ1.3：母体の至適栄養は？

除外文献数：708（除外理
由：テーマからみて研究
目的に合致していないと
思われる論文）

総検索文献数：728

内容を吟味した文献数：20

採用した文献数：6

除外文献数：14
（除外理由：抄録をみて研
究目的に合致していない論
文 例：妊婦貧血と母乳分
泌との関連、妊婦と乳児の
ビタミンDの関連）
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検索文献の構造化抄録 
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年
か
ら
20
13
年

ま
で
の
妊
娠
28
週
単
胎

妊
婦
の
周
産
期
の
医
療

シ
ス
テ
ム
か
ら
入
手
し
た

85
,7
65
人

非
妊
時
B
M
Iご
と
の
､妊
娠
中
の
体
重

増
加
と
出
生
児
体
重
の
関
連
を
IO
M
-

と
中
国
推
奨
G
W
G
の
異
な
る
ロ
ジ
ス

テ
ィ
ッ
ク
モ
デ
ル
モ
デ
ル
に
よ
っ
て
推

定
し
た
。

非
妊
時
体
型
ご
と
の
妊

娠
中
の
体
重
増
加
と
出

生
児
の
体
重
の
関
連
を

検
討

IO
M
の
推
奨
値
と
中
国
の
基
準
値
以
下
と
 L
B
W
と
は
普
通

体
型
と
や
せ
て
い
る
人
に
と
っ
て
は
正
の
相
関
を
す
る
が
肥

満
と
太
り
気
味
の
妊
婦
に
と
っ
て
は
関
連
し
な
い
。
推
奨
値

以
上
の
体
重
増
加
は
す
べ
て
の
区
分
の
妊
婦
に
お
い
て
巨

大
児
と
関
連
し
た
。
普
通
体
重
の
子
ど
も
の
56
.6
%は
IO
M
推

奨
の
G
W
G
を
超
え
た
。
中
国
人
女
性
に
と
っ
て
IO
M
推
奨
を

上
回
る
G
W
G
は
役
立
た
な
い
可
能
性
が
あ
る
。

大
賀

5
En
om
ot
o,
 K
.,

et
 a
l.

P
re
gn
an
cy
 O
ut
co
m
es
 B
as
ed
 o
n 
P
re
-P
re
gn
an
cy
 B
od
y

M
as
s 
In
de
x 
in
 J
ap
an
es
e 
W
om
en

P
Lo
S
 O
ne
11
(6
)
e0
15
70

81
.
20
16
後
ろ
向
き

コ
ホ
ー
ト
日
本
産
婦
人
科
学
会
登

録 97
15
7人

20
13
年
に
出
産
し
た
単

胎

非
妊
時
B
M
Iご
と
に
妊
娠
中
の
体
重

増
加
別
に
群
分
け
し
て
、
そ
の
後
の

転
帰
を
検
討
し
た

P
IH
,G
D
M
,S
G
A
,L
G
A
,早
期
産
、
自
然

早
産
、
早
期
産
の
前
期
破
水
、
早
産

の
誘
発
、
総
帝
王
切
開
、
経
膣
分
娩

の
産
後
出
血
、
帝
王
切
開
の
産
後
出

血
、
巨
大
児
、
過
期
妊
娠

IO
M
が
日
本
人
に
と
っ
て

も
有
効
か
を
確
か
め
る
非
妊
時
の
高
い
B
M
Iは
P
IH
、
G
D
M
､巨
大
児
、
帝
王
切
開

率
、
産
後
出
血
、
過
期
産
の
高
い
発
生
率
、
低
い
S
G
A
の
発

生
率
を
示
し
た
。
す
べ
て
の
B
M
I群
に
お
い
て
過
剰
な
G
W
G

は
LG
A
と
巨
大
児
の
出
生
率
に
関
係
す
る
。

G
W
G
の
不
足
は
S
G
A
、
早
期
産
、
P
R
O
M
､自
然
早
産
の
高

い
頻
度
に
相
関
し
た
。
推
奨
G
W
G
は
､良
い
結
果
に
関
連
し

た
。
IO
M
分
類
は
日
本
人
に
と
っ
て
有
効
で
あ
る
。

大
賀

6
Li
, C
., 
et
 a
l.
"J
oi
nt
 a
nd
 I
nd
ep
en
de
nt
 A
ss
oc
ia
tio
ns
 o
f 
G
es
ta
tio
na
l

W
ei
gh
t 
G
ai
n 
an
d 
P
re
-P
re
gn
an
cy
 B
od
y 
M
as
s 
In
de
x 
w
ith

O
ut
co
m
es
 o
f 
P
re
gn
an
cy
 in
 C
hi
ne
se
 W
om
en
: A

R
et
ro
sp
ec
tiv
e 
C
oh
or
t 
S
tu
dy

P
Lo
S
 O
ne
10
(8
)
e0
13
68

50
.
20
15
後
ろ
向
き

コ
ホ
ー
ト
中
国
本
土
で
20
11
年
に

正
期
産
で
出
産
し
た
初

産
婦
　
48
86
7名

妊
娠
前
の
高
血
圧
症
、

G
D
M
、
S
G
A
児
、
LG
A
児

を
除
い
た

非
妊
時
B
M
Iご
と
に
妊
娠
中
の
体
重

増
加
を
調
べ
妊
娠
の
転
帰
と
の
関
連

を
検
討
妊
娠
高
血
圧
、
妊
娠
糖
尿
病
、
産
後

出
血
、
帝
王
切
開
、
選
択
的
帝
王
切

開
、
緊
急
帝
王
切
開
、
吸
引
／
鉗
子

分
娩
、
経
膣
分
娩
、
S
G
A
,L
G
A

非
妊
時
の
体
型
と
妊
娠

中
の
体
重
増
加
の
転
帰

を
検
討
す
る

36
.8
％
が
推
奨
範
囲
内
の
G
W
G
｡2
5%
は
推
奨
以
下
、

38
.2
%は
推
奨
以
上

過
度
の
G
W
G
は
妊
娠
高
血
圧
、
分
娩
出
血
、
帝
王
切
開
、

LG
A
児
に
お
い
て
有
意
差
。

G
W
G
不
足
群
は
G
D
M
 、
S
G
A
児
が
増
加
。

肥
満
女
性
の
過
度
の
G
W
G
は
LG
A
 児
の
出
生
に
､や
せ
妊

婦
の
G
W
G
不
足
は
S
G
A
児
の
出
産
の
可
能
性
。

大
賀

7
T
sa
i, 
Y
. L
., 
et

al
.

T
he
 r
ec
om
m
en
da
tio
ns
 o
f 
th
e 
A
m
er
ic
an
 I
ns
tit
ut
e 
of

M
ed
ic
in
e 
(I
O
M
) 
fo
r 
no
rm
al
 a
nd
 u
nd
er
w
ei
gh
t 
w
om
en
 t
o

re
du
ce
 t
he
 r
is
k 
of
 lo
w
 b
irt
h 
w
ei
gh
t.

T
ai
w
an
 J

O
bs
te
t

G
yn
ec
ol

54
(1
)
1-
7.
20
15
後
ろ
向
き

コ
ホ
ー
ト
20
08
年
か
ら
20
09
年
に

出
産
し
た
49
24
件
の
正

期
産
LB
W
胎
児
を
分
娩

し
た
11
7（
2.
4％
）の
う
ち

合
併
症
な
ど
を
除
い
た

88
人
と
対
照
群
91
人
。

20
08
年
1月
か
ら
20
09
年
12
月
ま
で

の
間
に
、
妊
娠
37
週
以
降
に
出
生
時

体
重
25
00
g未
満
の
児
を
出
産
し
た

女
性
の
カ
ル
テ
を
レ
ビ
ュ
ー
し
た
。

年
齢
、
妊
娠
期
間
、
経
産
回
数
、
身

長
、
体
重
、
初
診
時
体
重
、
お
よ
び
妊

娠
期
ご
と
の
体
重
。

胎
盤
重
量
、
分
娩
時
出
血
、
分
娩
様

式
、
帝
王
切
開
、
児
体
重
、
児
身
長
、

児
の
性
別
、
ｱ
ﾌﾟ
ｶﾞ
ｰ
ｽ
ｺｱ
(1
分
5分
)、

出
生
後
7日
以
内
に
仮
死
に
よ
り

N
IC
U
に
収
容
さ
れ
た
か
ど
う
か
。

IO
M
が
の
勧
告
に
従
っ

た
女
性
の
LB
W
出
生
の

リ
ス
ク
を
検
討
。

LB
W
児
を
出
産
し
た
女

性
の
妊
娠
時
期
ご
と
の

体
重
増
加
（G
W
G
）お
よ

び
体
重
増
加
率
（R
W
G
）

を
遡
及
的
に
分
析
し
た
。

LB
W
群
は
、
帝
王
切
開
率
と
出
生
後
7日
以
内
の
新
生
児
仮

死
に
お
い
て
リ
ス
ク
の
増
加
が
あ
っ
た
。
B
M
I普
通
群
で
IO
M

勧
告
に
従
っ
た
も
の
は
LB
W
の
リ
ス
ク
増
加
を
認
め
な
い

が
、
2n
dで
7㎏
ま
た
は
0.
45
kg
/週
未
満
の
増
加
で
は
2～
3

倍
リ
ス
ク
が
増
え
る
。
痩
せ
体
型
で
は
IO
M
推
奨
以
下
だ
と

リ
ス
ク
は
5倍
に
な
る
。

大
賀

母
子
の
予
後
か
ら
み
た
妊
娠
中
の
推
奨
体
重
増
加
量
は
？

福
井
ト
シ
子
班
(協
力
者
大
賀
明
子
)

20
16
/4
/2
7,
 2
01
6/
7/
10

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
P
ub
M
ed
に
お
い
て
「G
es
ta
tio
na
l W
ei
gh
t 
G
ai
n」
で
検
索
す
る
と
過
去
5年
で
19
20
件
、
こ
の
う
ち
Fr
ee
 f
ul
l t
ex
tを
入
手
で
き
る
も
の
の
み
で
83
4件
存
在
し
た
。

検
索
用
語
、
式
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8
D
ep
ut
y,
 N
. P
.,

et
 a
l.

"P
re
va
le
nc
e 
an
d 
ch
ar
ac
te
ris
tic
s 
as
so
ci
at
ed
 w
ith

ge
st
at
io
na
l w
ei
gh
t 
ga
in
 a
de
qu
ac
y.

O
bs
te
t

G
yn
ec
ol
12
5(
4)
77
3-
78
1.
20
15
後
ろ
向
き

コ
ホ
ー
ト
20
10
年
･2
01
1年

P
re
gn
an
cy
 R
is
k

A
ss
es
sm
en
t

M
on
ito
rin
g 
S
ys
te
m
に

参
加
し
た
28
州
の
満
期

産
単
体
児

(n
=5
3,
44
1)
.

非
妊
時
B
M
I,肥
満
(ク
ラ
ス
１
～
３
）。

デ
モ
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
デ
ー
タ
は
出
生
証

明
書
か
ら
得
た
。

母
親
の
人
種
(非
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
系
白

人
、
非
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
系
黒
人
、
ヒ
ス

パ
ニ
ッ
ク
、
ア
ジ
ア
人
、
ア
メ
リ
カ
ン
イ

ン
デ
ィ
ア
ン
、
ア
ラ
ス
カ
先
住
民
、
ハ
ワ

イ
ア
ン
、
そ
の
他
)

S
pe
ci
al
 S
up
pl
em
en
ta
l N
ut
rit
io
n

P
ro
gr
am
 f
or
 W
om
en
, I
nf
an
ts
, a
nd

C
hi
ld
re
n 
(W
IC
) 
の
登
録
、
妊
娠
初

期
の
入
院
の
有
無
、
妊
娠
中
の
ア
ル

コ
ー
ル
摂
取
、
喫
煙
、

心
理
社
会
的
特
徴
（非
妊
時
の
う
つ
、

パ
ー
ト
ナ
ー
の
D
V
,ス
ト
レ
ス
）妊
娠
期

の
悪
阻
、
D
M
お
よ
び
G
D
M
、
P
IH
、

H
T
、
お
よ
び
子
癇

妊
娠
前
B
M
Iに
よ
っ
て
層

別
化
G
W
G
の
適
切
さ
か
ら
過

剰
、
不
足
に
お
い
て
補

正
オ
ッ
ズ
比
と
95
%信
頼

区
間
を
設
定

全
体
の
体
重
増
加
は

不
十
分
20
.9
%

十
分
32
.0
%,

過
剰
 4
7.
2%
で
あ
っ
た

非
妊
時
B
M
Iは
推
奨
値
を
外
れ
た
G
W
G
と
強
く
関
連
し
た
。

正
常
体
重
の
女
性
（有
病
率
51
.8
パ
ー
セ
ン
ト
）、
低
体
重

女
性
（4
.2
％
）が
オ
ッ
ズ
比
を
減
ら
し
た
の
と
比
較
し
て
、
太

り
す
ぎ
や
肥
満
は
増
加
し
た
。
低
体
重
と
肥
満
ク
ラ
ス
IIと
III

の
女
性
は
不
十
分
G
W
G
の
オ
ッ
ズ
を
増
加
し
た
。
体
重
増
加

の
妥
当
性
に
関
連
し
た
特
性
は
、
人
種
や
少
数
民
族
の
地

位
と
教
育
、
妊
娠
前
B
M
Iの
よ
う
に
様
々
で
し
た
。
特
に
禁
煙

と
い
う
行
動
特
性
は
標
準
体
重
と
肥
満
女
性
に
お
い
て
過
度

な
G
W
G
と
関
連
す
る
。

大
賀

9
G
ilm
or
e,
 L
A

an
d 
R
ed
m
an
,

LM

W
ei
gh
t 
ga
in
 in
 p
re
gn
an
cy
 a
nd
 a
pp
lic
at
io
n 
of
 t
he
 2
00
9 
IO
M

gu
id
el
in
es
: t
ow
ar
d 
a 
un
ifo
rm
 a
pp
ro
ac
h

O
be
si
ty

(S
ilv
er
S
pr
in
g)

23
(3
)
50
7-
51
1
20
15

大
賀

10
S
ta
rli
ng
, A
P
.,

et
 a
l

A
ss
oc
ia
tio
ns
 o
f 
m
at
er
na
l B
M
I 
an
d 
ge
st
at
io
na
l w
ei
gh
t 
ga
in

w
ith
 n
eo
na
ta
l a
di
po
si
ty
 in
 t
he
 H
ea
lth
y 
S
ta
rt
 s
tu
dy

A
m
 J
 C
lin

N
ut
r
10
1(
2)
30
2-
30
9.
20
15

20
10
年
か
ら
20
13
年
に

出
産
し
た
82
6人

17
週
前
後
、
27
週
前

後
、
分
娩
後
の
3回
の
訪

問

母
親
の
B
M
Iと
G
W
G
を
新
生
児
の
体

脂
肪
と
の
関
係
で
分
析
。

新
生
児
の
体
脂
肪
は
空
気
置
換
法

ai
r-
di
sp
la
ce
m
en
t

pl
et
hy
sm
og
ra
ph
yに
て
測
定

妊
婦
の
非
妊
時
B
M
Iと
G
W
G
お
よ
び
期
間
体
重
増
加
は
い

ず
れ
も
新
生
児
の
脂
肪
過
多
と
関
連
し
て
い
た
。

妊
娠
早
期
と
中
期
の
過
剰
な
体
重
増
加
は
､非
妊
時
の
B
M
I

に
か
か
わ
ら
ず
、
新
生
児
の
脂
肪
蓄
積
と
直
接
関
係
す
る
。

大
賀

11
Le
do
ux
, T
., 
et

al
Fa
ct
or
s 
as
so
ci
at
ed
 w
ith
 k
no
w
le
dg
e 
of
 p
er
so
na
l g
es
ta
tio
na
l

w
ei
gh
t 
ga
in
 r
ec
om
m
en
da
tio
ns

B
M
C
 R
es

N
ot
es
8
34
9
20
15
横
断
的
調
査
主
に
ア
フ
リ
カ
系
ア
メ
リ
カ

人 低
所
得
過
体
重
か
肥
満

24
6人

ク
リ
ニ
ッ
ク
の
待
合
室
で

リ
ク
ル
ー
ト

質
問
紙
調
査

年
齢
、
人
種
、
収
入
、
教
育
、
婚
姻
、

妊
娠
調
査
時
の
妊
娠
週
数
、
経
産
、

非
妊
時
身
長
体
重
に
よ
る
B
M
I、

G
W
G
に
関
す
る
知
識

G
W
G
に
関
す
る
情
報
源
は
医
師
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
書
籍
、

ま
た
医
師
以
外
の
医
療
者
、
C
om
m
un
ity
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
テ

レ
ビ
妊
娠
前
の
体
重
の
状
態
に
関
す
る
知
識
が
あ
る
か
ど
う
か

が
、
G
W
G
の
推
奨
値
に
関
す
る
知
識
の
予
測
因
子

大
賀

12
K
ap
ad
ia
, M
Z.
,

et
 a
l

P
sy
ch
ol
og
ic
al
 a
nt
ec
ed
en
ts
 o
f 
ex
ce
ss
 g
es
ta
tio
na
l w
ei
gh
t

ga
in
: a
 s
ys
te
m
at
ic
 r
ev
ie
w
.

B
M
C
P
re
gn
an
cy

C
hi
ld
bi
rt
h

15
10
7
20
15
メ
タ
分
析
8つ
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
か

ら
抽
出
し
た
90
件
の
フ
ル

テ
キ
ス
ト
か
ら
抽
出
し
た

61
98
タ
イ
ト
ル

ニ
ュ
ー
カ
ッ
ス
ル
・オ
タ
ワ

の
ス
ケ
ー
ル
を
用
い
て

評
価

35
の
研
究
（コ
ホ
ー
ト
研
究
25
，
横
断
的
研
究
8，
ケ
ー
ス
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
2）
か
ら
認
知
や
人
格
に
影
響
す
る
26
の
心
理

的
構
造
、
基
準
を
示
し
た
。
う
つ
病
や
不
安
、
ス
ト
レ
ス
な
ど

の
負
の
感
情
は
過
剰
G
W
G
に
関
連
し
な
い
。
過
剰
G
W
G
の

危
険
因
子
に
は
、
推
奨
目
標
体
重
増
加
よ
り
も
体
重
増
加
、

負
の
身
体
イ
メ
ー
ジ
、
体
重
増
加
に
対
す
る
態
度
、
G
W
G
に

関
す
る
誤
っ
た
認
識
、
や
健
康
的
な
食
事
に
対
す
る
認
識
の

障
壁
な
ど
で
あ
っ
た
。
防
衛
因
子
は
､健
康
的
な
食
生
活
に

お
け
る
推
奨
目
標
体
重
増
加
よ
り
少
な
い
体
重
増
加
、
体
重

増
加
に
た
い
す
る
内
部
要
因
思
考
、
高
い
自
己
効
力
感
を

含
ん
で
い
た
。

大
賀

13
Jo
hn
so
n,
 J
L.
,

et
 a
l

T
re
nd
s 
in
 g
es
ta
tio
na
l w
ei
gh
t 
ga
in
: t
he
 P
re
gn
an
cy
 R
is
k

A
ss
es
sm
en
t 
M
on
ito
rin
g 
S
ys
te
m
, 2
00
0-
20
09

A
m
 J
O
bs
te
t

G
yn
ec
ol

21
2(
6)
80
6.
e8
0

1-
80
8.
20
15

20
00
年
か
ら
20
09
年
ま

で
の
間
に
14
の
州
で
出

産
し
た
12
43
48
人
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

20
00
年
か
ら
20
09
年
ま
で
に
女
性
の
35
.8
パ
ー
セ
ン
ト
が

IO
M
 G
W
G
の
推
奨
内
に
収
ま
り
、
44
.4
％
が
こ
れ
を
超
え
、

19
.8
％
が
下
ま
わ
っ
た
。

推
奨
内
の
女
性
は
隔
年
で
1.
0％
ポ
イ
ン
ト
減
少
、
上
回
っ
た

の
は
0.
8％
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
、
下
回
っ
た
の
は
一
定
の
ま
ま

で
あ
っ
た
。

大
賀
フ
ル
テ
キ
ス
ト
な
し

14
S
co
tt
, C
., 
et
 a
l
N
o 
gl
ob
al
 c
on
se
ns
us
: a
 c
ro
ss
-s
ec
tio
na
l s
ur
ve
y 
of

m
at
er
na
l w
ei
gh
t 
po
lic
ie
s

B
M
C
P
re
gn
an
cy

C
hi
ld
bi
rt
h

14
16
7
20
14
横
断
的
調
査
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査

19
5カ
国
を
対
象
に
80
の

調
査
を
依
頼
、
66
カ
国
か

ら
返
信
を
得
た

妊
婦
の
体
重
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
国
際
比
較
53
カ
国
は
公
式
・非
公
式
に
妊
婦
体
重
の
方
針
を
示
し
た
。

初
診
時
、
妊
娠
中
の
モ
ニ
タ
ー
、
妊
娠
期
間
中
の
体
重
増
加

に
つ
い
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
あ
っ
た
。
出
産
後
に
つ
い
て
は
一

般
的
で
は
な
く
､ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
内
容
や
妥
当
性
は
様
々
で

周
知
さ
れ
て
い
な
い
。
国
際
的
な
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
不
足
し

て
い
る
。

大
賀
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C
Q
1
.1

担
当

検
索
日

検
索
用

語
、
式

N
o
著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名

巻
頁

年
研
究
デ
ザ
イ
ン

P
I/

E
C

O
担
当
者
コ
メ
ン
ト

1
野
口

 聡
, 他
非
妊
時
B
M
I(
bo
dy
 m
as
s

in
de
x)
35
以
上
の
高
度

肥
満
妊
婦
の
周
産
期
予

後
.

現
代
産
婦
人

科
 6
4(
1)
:
 8
1-
84
.

20
15
ケ
ー
ス
コ
ン
ト

ロ
ー
ル

非
妊
時
B
M
I3
5以
上

高
度
肥
満
妊
婦
23
例

対
照
群
　
50
29
例

G
W
G
が
7k
g以
上

G
W
G
が
7k
g以
下

非
妊
時
B
M
I3
5未
満
の
妊
婦
と
比
較

妊
娠
高
血
圧
症
候
群
(P
IH
)発
症
率

妊
娠
糖
尿
病
(G
D
M
)の
発
症
率

帝
王
切
開
率

分
娩
児
体
重

経
腟
分
娩
時
出
血
量

妊
娠
高
血
圧
症
候
群
(P
IH
)発
症
率
は
21
.7
%、
妊
娠
糖
尿
病

(G
D
M
)の
発
症
率
は
4.
3%
、
帝
王
切
開
率
は
13
.0
%、
分
娩
児

体
重
は
平
均
31
70
g、
経
腟
分
娩
時
出
血
量
72
5g
で
、
5項
目

と
も
非
妊
時
B
M
I3
5未
満
の
妊
婦
と
比
較
し
て
有
意
に
高
値
で

あ
っ
た
。
非
妊
時
B
M
I3
5以
上
の
妊
婦
の
中
で
、
妊
娠
中
体
重

増
加
7k
g以
上
(9
例
)と
7k
g未
満
(1
4例
)で
比
較
す
る
と
、
出

生
体
重
・G
D
M
発
症
率
・帝
王
切
開
率
に
差
は
認
め
な
か
っ
た

が
、
P
IH
発
症
率
・経
腟
分
娩
出
血
量
は
7k
g未
満
で
有
意
に

低
値
で
あ
っ
た
。

大
賀

2
中
山
 摂
, 安
達

知
【日
本
人
の
や
せ
体
型
】

や
せ
体
型
妊
婦
と
胎
児

発
育

 保
健
の
科
学
57
(8
):
53
4-
53
9.
20
15
総
説

や
せ
形
妊
婦
の
妊
娠
中
の
体
重
増
加
と
周
産
期
合
併
症
、
胎
児

発
育

大
賀

3
藤
本
 久
, 竹
ノ

上
 ケ
イ
子
非
妊
娠
時
B
M
Iが
妊
娠

中
の
体
重
増
加
量
と
出

生
体
重
に
及
ぼ
す
影
響

な
ら
び
に
関
連
要
因

LG
A
発
生
に
焦
点
を
当
て

て

母
性
衛
生
54
(4
):
53
0-
53
8
20
14
コ
ホ
ー
ト
正
常
経
過
を
た
ど
る
単

胎
妊
婦

23
8 名

妊
娠
32
週
に
質
問
紙
調
査
分
娩
ま
で
追
跡
非
妊
娠
時
B
M
I、
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
、

出
生
体
重
、
や
せ
志
向
、
食
習
慣

LG
A
発
生
率
は
5.
4%
。
非
妊
娠
時
B
M
I「
や
せ
」群
は
、
「標

準
」と
「肥
満
」群
に
比
べ
LG
A
の
発
生
率
が
最
も
高
か
っ
た
が

有
意
差
な
し
。
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
が
推
奨
体
重
よ
り
少

な
い
群
で
LG
A
の
発
生
率
が
有
意
に
高
か
っ
た
。
や
せ
志
向
と

LG
A
の
発
生
率
と
の
間
に
因
果
関
係
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た

が
、
妊
娠
経
過
中
の
体
重
増
加
量
が
推
奨
体
重
よ
り
少
な
い

こ
と
が
LG
A
の
発
生
リ
ス
ク
を
高
く
す
る
。

4
村
田

 将
, 他
正
期
産
単
胎
妊
婦
に
お

け
る
妊
娠
中
の
体
重
増

加
量
と
周
産
期
事
象
の

関
連
.

日
本
周
産
期
・

新
生
児
医
学

会
雑
誌

50
(3
):
99
5-
10
00
20
14

正
期
産
単
胎
妊
婦

29
64
2例

B
M
I
低
体
重
群
18
．
5未
満
，

ふ
つ
う
群
18
．
5以
上
25
．
0未
満
，

肥
満
群
25
．
0以
上

妊
娠
中
の
体
重
増
加

低
体
重
群
と
普
通
群
は
体
重
増
加
3k
gご
と

肥
満
群
は
5k
gご
と
に
区
分

妊
娠
高
血
圧
症
候
群
、
妊
娠
糖
尿
病
、
血

栓
症
。
肩
甲
難
産
、
分
娩
時
出
血
10
00
g以

上
H
FD
,L
FD
、
A
ps
co
re
5分
後
7点
未
満
、

M
A
S
,新
生
児
低
血
糖
、
分
娩
損
傷
、
7日
以

上
の
N
IC
U
入
院
、
新
生
児
死
亡
を
有
害
事

象
と
し
て
非
妊
時
B
M
Iと
体
重
増
加
で
分
析

有
害
事
象
の
頻
度
が
有
意
に
高
い
体
重
増
加
量
の
区
分
は
、

ふ
つ
う
群
で
は
6k
g以
下
ま
た
は
12
kg
超
、
低
体
重
群
で
は

3k
g以
下
で
あ
っ
た
が
、
肥
満
群
で
は
有
意
に
高
い
区
分
を
認

め
な
か
っ
た
。
本
研
究
に
よ
り
、
「妊
娠
期
の
至
適
体
重
増
加

チ
ャ
ー
ト
」で
示
さ
れ
る
非
妊
時
M
R
Iふ
つ
う
群
に
お
け
る
妊
娠

中
の
至
適
体
重
増
加
量
の
妥
当
性
が
示
さ
れ
た
が
、
低
体
重

群
と
肥
満
群
に
つ
い
て
は
さ
ら
な
る
大
規
模
な
検
討
が
必
要

5
細
坂
　
泰
妊
婦
・や
せ
妊
婦
の
低
出

生
体
重
児
出
産
予
防
に

向
け
た
母
体
体
重
管
理

モ
デ
ル
の
構
築

母
性
衛
生
 5
5(
2)
:
36
0-
36
8.
20
14

27
の
産
科
施
設
で
出

生
し
た
2,
76
4名
(回
収

率
61
.3
%)
の
産
褥
入

院
中
の
褥
婦

妊
娠
前
の
身
長
、
体
重
、
年
齢
、
分
娩
回
数
、

分
娩
週
数
、
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
、
新
生

児
の
性
別
、
体
重
、
身
長
に
つ
い
て
、
無
記
名

自
記
式
質
問
紙
法
で
調
査

妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
別
の
低
出
生
体
重
児

に
対
す
る
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
分
析

低
出
生
体
重
児
出
産
リ
ス
ク

4k
g以
下
の
体
重
増
加
の
場
合
、
妊
娠
前
に
B
M
I<
18
.5
の
妊

婦
(以
下
、
や
せ
妊
婦
と
す
る
)で
は
低
出
生
体
重
児
出
産
リ
ス

ク
が
17
.2
倍
、
18
.5
≦
B
M
I<
25
の
妊
婦
(以
下
、
普
通
体
重
妊

婦
と
す
る
)で
は
29
.5
倍
と
リ
ス
ク
が
高
く
、
妊
娠
中
の
体
重
増

加
量
が
胎
児
の
発
育
に
大
き
く
関
与
す
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た

6
吉
池
, 奈
., 
et
 a
l
非
妊
時
体
格
指
数
(B
M
I)

お
よ
び
妊
娠
期
至
適
体

重
増
加
量
が
周
産
期
異

常
に
及
ぼ
す
影
響

長
野
県
母
子

衛
生
学
会
誌
 1
6:
49
-5
5.

20
14
後
方
視
的
産
婦
66
1人

産
婦
66
1人
を
助
産
録
よ
り
、
非
妊
時
B
M
I、
妊

娠
期
の
体
重
増
加
量
、
た

切
迫
早
産
・妊
娠
高
血
圧
症
候
群
・胎
児
発

育
不
全
の
有
無
、
分
娩
時
出
血
量
、
出
生

児
体
重
な
ど
の
20
項
目

普
通
群
お
よ
び
肥
満
群
と
比
較
し
て
や
せ
群
に
お
い
て
は
切

迫
早
産
発
症
率
が
有
意
に
高
く
、
出
生
児
体
重
も
有
意
に
小
さ

か
っ
た
。
や
せ
群
お
よ
び
普
通
群
と
比
較
し
て
肥
満
群
に
お
い

て
は
妊
娠
高
血
圧
症
候
群
発
症
率
が
有
意
に
高
く
、
分
娩
時

出
血
量
は
有
意
に
多
か
っ
た
。
や
せ
群
の
妊
娠
期
至
適
体
重

増
加
量
良
好
群
と
比
較
し
て
や
せ
群
の
妊
娠
期
至
適
体
重
増

加
量
不
良
群
で
は
出
生
児
体
重
が
有
意
に
小
さ
か
っ
た
。

7
邱
 冬
, 他

低
出
生
体
重
児
の
母
体

要
因
に
関
す
る
疫
学
研

究

厚
生
の
指
標
 6
1(
1)
:
1-
8.

20
14
後
ろ
向
き
コ

ホ
ー
ト

20
03
年
11
月
か
ら

20
05
年
12
月
に
か
け

て
成
育
コ
ホ
ー
ト
研
究

に
参
加
協
力
し
た
妊
婦

の
う
ち
単
産
の
1,
47
7

組
の
母
子

母
体
要
因

低
身
長
,妊
娠
前
の
や
せ
,妊
娠
中
の
体
重
増

加
不
良
、
P
IH

LB
W
お
よ
び
不
当
軽
量
児
(S
G
A
)と
母
体
要

因
と
の
関
連
を
コ
ホ
ー
ト
研
究
に
よ
り
検
討

LB
W
と
S
G
A
に
お
け
る
妊
娠
前
か
ら
の
母
体

要
因
を
,多
変
量
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
分
析

に
よ
り
検
討

妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
が
多
い
ほ
ど
LB
W
と
S
G
A
の
リ
ス
ク

が
低

く
な

り
,妊

娠
中

の
体

重
増

加
9〜

12
kg

未
満

に
比

べ
,体

重
増
加
が
7k
g未
満
の
母
親
の
LB
W
お
よ
び
S
G
A
の
O
R
は
そ

れ
ぞ
れ
2.
01
(9
5%
C
I:1
.0
8-
3.
75
)と
2.
23
(1
.2
9-
3.
88
)で
あ
っ

た
。
母
親
の
低
身
長
,妊
娠
前
の
や
せ
,妊
娠
中
の
体
重
増
加
不
良

お
よ
び
P
IH
が
LB
W
お
よ
び
S
G
A
の
リ
ス
ク
因
子
で
あ
る

医
学
中
央
雑
誌

キ
ー
ワ
ー
ド
：「
至
適
体
重
」「
妊
娠
」「
体
重
」「
増
加
」、
原
著
論
文
を
条
件
に
過
去
10
年
を
目
安
に
検
索
し
た
。
「至
適
体
重
an
d妊
娠
」で
15
件
､「
至
適
体
重
an
d増
加
」で
16
件
、
「妊
娠
an
d体
重
an
d増
加
」で
77
0件
　
「妊
娠
 a
nd

至
適
an
d 
体
重
 a
nd
 増
加
」で
は
20
件
 と
い
う
結
果
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
、
双
胎
や
耐
糖
能
異
常
、
動
物
実
験
に
よ
る
も
の
な
ど
を
除
い
た
12
件
を
レ
ビ
ュ
ー
対
象
と
し
た
。

母
子
の
予
後
か
ら
み
た
妊
娠
中
の
推
奨
体
重
増
加
量
は
？

福
井
ト
シ
子
班
(協
力
者
：大
賀
明
子
)

20
16
/4
/2
7、
20
16
/7
/7
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8
堀
 理
,　
他
妊
娠
中
の
母
体
体
重
増

加
が
及
ぼ
す
出
生
児
体

重
に
つ
い
て

明
和
医
学
誌
 1
:
21
-2
5.

20
14

単
胎
経
腟
分
娩
し
た

87
2例

非
妊
時
B
M
I

や
せ
群
＜
18
.5

普
通
群
18
.5
～
25

肥
満
群
＞
25

妊
娠
中
の
母
体
体
重
増
加

出
生
児
体
重

分
娩
時
間

非
妊
娠
時
の
体
型
に
関
わ
ら
ず
妊
娠
中
の
母
体
体
重
増
加
が

過
少
で
あ
っ
た
場
合
は
児
の
平
均
出
生
体
重
は
30
00
g以
下

と
な
り
、
特
に
や
せ
体
型
で
は
至
適
体
重
増
加
に
至
っ
た
と
し

て
も
児
の
平
均
出
生
体
重
は
30
00
gに
満
た
な
く
、
普
通
体
型

で
も
至
適
体
重
増
加
に
至
ら
な
け
れ
ば
児
の
平
均
出
生
体
重

は
30
00
gに
満
た
な
い
こ
と
が
判
明
し
た
。
全
体
型
の
妊
婦
に

お
け
る
妊
娠
中
の
母
体
体
重
増
加
度
は
過
少
群
16
%、
至
適

群
48
%、
過
剰
群
36
%で
、
特
に
や
せ
体
型
の
妊
婦
は
体
重
増

加
不
良
と
な
る
割
合
が
高
か
っ
た
。
妊
娠
中
の
母
体
体
重
増

加
度
が
分
娩
時
間
へ
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
は
、
非
妊
娠
時

体
型
が
普
通
群
で
は
両
者
に
関
連
を
認
め
た
が
、
全
妊
婦
で

は
認
め
な
か
っ
た
。

9
上
田
 惠
, 他
非
妊
時
の
体
格
別
に
み

た
妊
娠
母
体
の
至
適
体

重
増
加
量
に
関
す
る
研

究

母
性
衛
生
48
(1
):
 1
22
-1
31
.
20
07

単
胎
で
正
期
産
分
娩

の
50
2例

非
妊
時
の
B
M
Iに
よ
り
、
や
せ
群
(B
M
I<
18
,4
7

例
)、
標
準
群
(1
8≦
B
M
I≦
24
,3
90
例
)、
肥
満

群
(B
M
I>
24
,6
5例
)

各
群
に
お
け
る
妊
娠
中
の
体
重
増
加
の
分
布

を
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
の
平
均
値
か
ら
、

4k
g未
満
、
4k
g以
上
8k
g未
満
、
8k
g以
上
12
kg

未
満
、
12
kg
以
上
16
kg
未
満
、
16
kg
以
上
の
5

群
に
分
類

分
娩
直
前
の
母
体
体
重
増
加
量

妊
娠
高
血
圧
症
候
群
の
発
症
頻
度

妊
娠
糖
尿
病
の
発
症
頻
度

分
娩
様
式

分
娩
週
数

胎
児
発
育
あ
る
い
は
産
褥
1ヵ
月
目
の
母
体

体
重
。

分
娩
直
前
の
母
体
体
重
増
加
量
、
妊
娠
高
血
圧
症
候
群
や
妊

娠
糖
尿
病
の
発
症
頻
度
、
分
娩
様
式
、
分
娩
週
数
、
胎
児
発

育
あ
る
い
は
産
褥
1ヵ
月
目
の
母
体
体
重
を
調
べ
た
。
ま
た
、

各
群
に
お
け
る
妊
娠
中
の
体
重
増
加
の
分
布
を
妊
娠
中
の
体

重
増
加
量
の
平
均
値
か
ら
、
4k
g未
満
、
4k
g以
上
8k
g未
満
、

8k
g以
上
12
kg
未
満
、
12
kg
以
上
16
kg
未
満
、
16
kg
以
上
の
5

群
に
分
類
し
、
同
様
の
検
討
を
行
っ
た
。

10
森
川
 守
, 山
田

崇
弘
, 赤
石
リ
ナ
日
本
人
に
お
け
る
胎
児
数

別
の
妊
娠
期
間
中
の
母
体

体
重
増
加

20
07
年
～

20
09
年
に

か
け
、
妊
娠

22
週
以
上

で
出
産
し
た
、
単
体

12
8,

83
8 人
、
双
胎

5,
57

3 人
、
品
胎

13
2

人
の
計

13
5,

03
6 人
の

日
本
人
妊
婦

妊
娠
週
数
（3
8.
2±
2.
6、
35
.3
±
3.
0、
お
よ
び

32
.7
±
2.
8）
に
お
い
て
、
妊
娠
週
数
別
の
母
体

体
重
増
加
を
測
定
し
た
。

単
体
・双
胎
・品
胎
で
、
母
体
体
重
増
加
（k
g

/週
）を
比
較
。

母
体
の
体
重
増
加
（k
g 
/週
）は
、
胎
児
の
数
の
増
加
に
伴

い
、
単
体
0.
26
±
0.
12
、
双
胎
0.
33
±
0.
13
、
品
胎
0.
35
±

0.
16
と
有
意
に
増
加
し
た
。

胎
児
数
が
多
い
ほ
ど
、
週
間
の
母
体
体
重
増
加
は
多
か
っ

た
。

森
川
文
献

11
延
本
悦
子

, 他
当
院
に
お
け
る
痩
せ
妊
婦

の
現
状
と
周
産
期
予
後
日
本
周
産
期
・
新

生
児
医
学
雑
誌

.
49
(3
),
94
9-
95
2
20
13
,

O
大
学
病
院
に
て

20
09

年
1 月

~2
01

2 年
6 月
に

分
娩
し
た
妊
婦

11
21

人

非
妊
時

B
M

I に
よ
り
、
や
せ
群

（
B

M
I<

18
.5
）

21
6 人
、
標
準
体
重
群

(1
8.

5
≦

B
M

I<
25

)7
71
人

. 肥
満
群

 （
B

M
I>

25
)1

34
人
に
分
類
し

, や
せ
群
の
現
状
と
や
せ
妊
婦
と
早

産
, 低
出
生
体
重
児
の
関
連
に
つ
い
て
検
討
。

年
齢

, 出
生
体
重
に
つ
い
て
は

M
an

n
-

w
h

it
n

ey
’

sU
te

st
。
そ
の
他
に
つ
い
て
は
χ

２
検
定
を
行
っ
た
。

や
せ
妊
婦
に
つ
い
て
現
状
を
調
査
し
、
児
の

出
生
体
重
や
周
産
期
合
併
症
に
つ
い
て
比
較
分
娩
し
た
1,
12
1人
の
う
ち
,や
せ
群
,普
通
体
重
群
,肥
満
群
は

そ
れ
ぞ
れ
19
%,
69
%,
12
%で
,肥
満
群
よ
り
や
せ
群
の
方
が
多

か
っ
た
.や
せ
群
の
平
均
年
齢
は
31
.7
歳
で
や
せ
群
は
肥
満
よ

り
10
代
20
代
の
妊
婦
で
有
意
差
を
認
め
た
。
40
代
妊
婦
で
は
,

や
せ
群
,普
通
体
重
群
に
比
べ
肥
満
群
が
有
意
に
多
か
っ
た
。

児
の
出
生
体
重
は
や
せ
群
が
,有
意
に
低
出
生
体
重
児
で

あ
っ
た
.

体
重
増
加
量
を
,7
kg
未
満
,7
̃9
kg
未
満
,9
̃1
2k
g未
満
,1
2k
g以

上
に
分
け
て
比
較
す
る
と
,や
せ
群
の
体
重
増
加
は
9.
3k
gで

あ
っ
た
.や
せ
群
の
25
%に
み
が
推
奨
体
重
増
加
量
で
あ
り
,体

重
増
加
が
9k
gに
達
し
て
い
な
い
妊
婦
が
50
%に
も
お
よ
ん
だ
.

体
重
増
加
量
が
9k
g未
満
の
や
せ
妊
婦
の
早
産
率
は
30
%で

あ
り
,9
kg
以
上
の
や
せ
妊
婦
に
比
べ
有
意
に
高
値
で
あ
っ
た
.

さ
ら
に
そ
の
原
因
と
し
て
体
重
増
加
9k
g

以
下
の
早
産
の
う
ち
63
%が
前
期
破
水
や
陣
痛
発
来
で
あ
っ

た
.ま
た
妊
娠
高
血
圧
症
候
群
に
伴
う
,H
EL
LP
症
候
群
や
子

癇
,常
位
胎
盤
早
期
剥
離
な
ど
の
重
症
合
併
症
も
認
め
ら
れ
た
.

頼
チ
ー
ム
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C
Q
1
.2

担
当

検
索
日

N
o
著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名
巻

頁
年

研
究
デ
ザ
イ
ン

P
I/

E
C

O
担
当
者
コ
メ
ン
ト

1
延
本
悦
子

, 沖
本

直
輝

,早
田
桂
他
当
院
に
お
け
る
痩
せ
妊
婦

の
現
状
と
周
産
期
予
後
日
本
周
産

期
・新
生

児
医
学
雑

誌

49
(3
)
94
9-
95
2
20
13

O
大
学
病
院
に
て

20
09
年

1 月
~2

01
2 年

6 月
に
分
娩
し
た
妊
婦

11
21
人

非
妊
時

B
M

I に
よ
り
、
や
せ
群
（

B
M

I<
18

.5
）

21
6 人
、
標

準
体
重
群

(1
8.

5≦
B

M
I<

25
)7

71
人

.肥
満
群

（
B

M
I>

25
)1

34
人
に
分
類
し

,や
せ
群
の
現
状
と
や
せ
妊
婦

と
早
産

,低
出
生
体
重
児
の
関
連
に
つ
い
て
検
討
。

年
齢

,出
生
体
重
に
つ
い
て
は

M
an

n
-w

h
it

n
ey
’

sU
te

st
。

そ
の
他
に
つ
い
て
は
χ
２
検
定
を
行
っ
た
。

や
せ
妊
婦
に
つ
い
て
現
状
を
調
査
し
、
児
の

出
生
体
重
や
周
産
期
合
併
症
に
つ
い
て
比
較
分
娩
し
た
1,
12
1人
の
う
ち
,や
せ
群
,普
通
体
重
群
,肥
満
群
は
そ
れ
ぞ
れ
19
%,
69
%,
12
%で
,肥
満
群
よ
り
や
せ
群
の
方
が
多
か
っ
た
.や
せ
群
の
平
均
年
齢
は
31
.7

歳
で
や
せ
群
は
肥
満
よ
り
10
代
20
代
の
妊
婦
で
有
意
差
を
認
め
た
。
40
代
妊
婦
で
は
,や
せ
群
,普
通
体
重
群
に
比
べ
肥
満
群
が
有
意
に
多
か
っ
た
。

児
の
出
生
体
重
は
や
せ
群
が
,有
意
に
低
出
生
体
重
児
で
あ
っ
た
.

体
重
増
加
量
を
,7
kg
未
満
,7
̃9
kg
未
満
,9
̃1
2k
g未
満
,1
2k
g以
上
に
分
け
て
比
較
す
る
と
,や
せ
群
の
体
重
増
加
は
9.
3k
gで
あ
っ
た
.や
せ
群
の
25
%に
み
が
推
奨

体
重
増
加
量
で
あ
り
,体
重
増
加
が
9k
gに
達
し
て
い
な
い
妊
婦
が
50
%に
も
お
よ
ん
だ
.

体
重
増
加
量
が
9k
g未
満
の
や
せ
妊
婦
の
早
産
率
は
30
%で
あ
り
,9
kg
以
上
の
や
せ
妊
婦
に
比
べ
有
意
に
高
値
で
あ
っ
た
.さ
ら
に
そ
の
原
因
と
し
て
体
重
増
加

9k
g
以
下
の
早
産
の
う
ち
63
%が
前
期
破
水
や
陣
痛
発
来
で
あ
っ
た
.ま
た
妊
娠
高
血
圧
症
候
群
に
伴
う
,H
EL
LP
症
候
群
や
子
癇
,常
位
胎
盤
早
期
剥
離
な
ど
の
重
症

合
併
症
も
認
め
ら
れ
た
.

頼
チ
ー

ム

2
細
坂
泰
子
妊
婦
・
や
せ
妊
婦
の
低
出

生
体
重
児
出
産
予
防
に
向

け
た

~ 
母
体
体
重
管
理
モ

デ
ル
の
構
築

母
性
衛
生
55
,(2
)
36
0-
36
8
20
14

日
本
を

7地
区
に
分
け
た
地
区
別
の
出
生
数
に

比
し
た
，
確
立
比
率
抽
出
法
で
選
択
さ
れ
た

27
の
産
科
施
設
で
出
生
し
た

2.
76

4名

質
問
紙
は
す
べ
て
分
娩
入
院
中
の
産
祷

1週
間
以
内
に
記
入

さ
れ
た
。
調
査
項
目
は
．
年
齢
．
初
・
経
産
の
別
，
分
娩
週

数
．
基
礎
疾
患
の
有
無
．
母
体
の
非
妊
時
点
で
の
身
長
と
体

重
．
喫
煙
歴
．
飲
酒
歴
の
基
本
的
属
性
．
お
よ
び
妊
娠
経
過

と
し
て
妊
娠
期
間
中
の
体
重
増
加
量
，
妊
娠
期
間
の
異
常
の

有
無
を
尋
ね
た
。

日
本
を

7地
区
（
北
海
道
・
東
北
・
関
東
・

中
部
・
近
畿
・
中
国
・
四
国
、
九
州
地
方
に

分
別
し
、
地
区
別
の
出
生
数
に
比
較
し
た
。

妊
娠
期
間
中
の
体
重
増
加
は

B
M

Iが
大
き
い
ほ
ど
．
体
重
増
加
は
少
な
い
傾
向
が
あ
っ
た
。

新
生
児
出
生
体
重
と
の
関
連

や
せ
妊
婦
群
で
は
．
新
生
児
出
生
体
重
と
分
娩
週
数

お
よ
び
増
加
体
重
で
相
関
が
あ
り
．
分
娩
週
数
だ
け
で
な
く
．
増
加
体
重
が
増
え
る
こ
と
で
新
生
児
の
出
生
体
重
が
増
加
す
る
正
の
相
関
が
示
さ
れ
た
。
普
通
体
重

妊
婦
群
で
は
，
分
娩
週
数

.年
齢

.増
加
体
重
で
．
出
生
体
重
と
正
の
相
関
が
示
さ
れ
た
。
過
体
重
妊
婦
群
で
は
，
分
娩
遇
数
に
出
生
体
重
と
正
の
相
関
が
示
さ
れ

た
。
や
せ
妊
婦
群
で
は

. 9
.1
～

13
.6

kg
が
．
普
通
体
重
妊
婦
群
で
は

8.
0 

~ 
14

.0
kg

 1
Jf
，
過
体
重
妊
婦
群
で
は

4.
0 ～

12
.0

kg
が
推
奨
体
重
と
し
て
算
出
さ
れ
た

3
藤
本
久
江
、
竹

ノ
上
ケ
イ
子
非
妊
娠
時
 B
M
 I
 が
妊

娠
中
の
 体
重
増
加
量
 と

出
生
体
重
 に
及
 ぼ
す

影
 響
 な
 ら
 び
 に
 関

連
 要
 因

母
性
衛
生
54
(4
)
53
0-
53
8
20
14

調
査
期
間
は
 2
01
1 
年
 6
 月
 1
0月
の
 ５
ヵ

月
間
。
妊
 娠
 3
2 
週
（
前
後
 2
 週
を
含

む
）
で
．
正
常
経
過
：
の
単
胎
 妊
娠
の
妊
婦

で
 ．
質
問
紙
の
読
解
．
ま
 た
．
 胎
児
発
育

に
影
響
を
 及
ぼ
す
異
常
や
合
併
症
な
ど
を
有

し
て
い
る
妊
婦
は
除
外
し
 た
。

正
常
経
過
を
 た
ど
る
 単
胎
妊
婦
に
対
し
分
娩
ま
で
追
跡
し

非
妊
娠
時
 B
M
I. 
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
．
出
生
体
電
．
や

せ
志
向
．
 食
習
慣
を
 調
査
し
 た
。

LG
Aの
発
生
率
を
、
非
妊
時
肥
満
群
を
「
や

せ
」
群
、
「
標
準
」
群
、
「
肥
満
」
群
に
分

類
し
て
比
較
し
た
。

20
10
 年
の
新
 基
準
に
よ
る
 L
G
A
 発
生
率
は
 5
.1
%で
あ
 っ
た
。

非
妊
娠
時
 B
M
I 
を
 3
 群
に
分
類
し
 L
G
 A
 発
生
率
を
検
討
し
 た
。
「 
や
せ
」 
群
は
．
「 
標
準
」 
と
 「
 肥
満
」 
群
 に
比
べ
LG
A
  
の
発
生
率
が
最
も
 高
か
っ
た
が

有
意
な
 差
で
は
な
か
っ
た
。

妊
娠
中
の
総
体
重
増
加
景
を
 3
群
に
分
類
し
 L
G
 A
 の
発
生
率
を
 検
討
し
 た
。
妊
娠
中
の
体
重
増
加
畳
が
推
奨
 体
重
よ
り
少
な
い
群
で
 L
G
A
 の
発
生
率
が

有
意
に
高
か
っ
た
 。

や
せ
志
向
と
 L
G
 A
 の
発
生
本
と
 の
聞
に
因
果
関
係
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
が
．
妊
娠
経
過
中
の
体
重
 増
加
量
が
推
奨
体
重
よ
り
少
な
い
こ
と
が
LG
A
 の
発
生

リ
 ス
 ク
を
高
く
す
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た

4
金
下
幸
子
，
重

永
美
香
下
ノ
村
育
代
，

藤
岡
奈
美

非
妊
時
B
M
I

「標
準
体
重
」に
該
当
し

た
妊
婦
が
低
出
生
体
重

児
を
出
産
す
る
要
因

母
性
衛
生
54
(1
)
15
6-
16
3
20
13

BM
I「
 標
準
体
重
」
 に
該
当
し
た
妊
婦
．
低

出
生
体
重
児
の
関
連
要
因
で
あ
る
縮
尿
病
合

併
妊
 娠
  
 妊
娠
高
血
圧
症
候
群
 ．
胎
盤
位

置
異
常
，
妊
娠
中
喫
 煙
歴
が
あ
る
対
象
は
．

除
外
し
た
。

成
熟
児
群
 と
 L
B
W
 群
の
 2
 群
聞
は
.  
t 
検
定
お
よ
び

M
an
n・
W
hi
tn
ey
 U
検
定
を
実
施
し
 比
較
し
た
。
ま
 た
，
母

体
体
重
増
加
量
 と
胎
児
調
査
項
目
．
お
よ
び
胎
盤
重
量
と

出
生
時
体
重
の
 関
係
性
は
，
S
pe
ar
m
an
 の
順
位
相
関
を

実
施
し
 ．
相
関
 係
数
を
 算
出
し
 ．
母
体
の
総
体
重
増
加

量
と
出
生
時
体
重
は
.  
P
ea
rs
on
 の
相
関
係
数
を
算
出
し

た
。

妊
娠
期
間
に
お
け
る
成
熟
時
出
産
群
（
以

下
、
成
熟
児
群
）
と
、
低
出
生
体
重
児
出
産

群
（
以
下
、
LB
W群
）
の
体
重
増
加
量
、
お

よ
び
関
連
要
因
に
つ
い
て
比
較
し
た
。

対
象
者
の
低
出
生
体
重
児
出
産
率
は
5.
4%
 で
あ
っ
 た
。
平
均
年
齢
は
 2
9.
7 
±
 4
.7
 歳
.  
2 
群
比
 較
で
は
，
 低
出
生
体
重
児
出
産
群
が
有
意
に
若
く
平
均
在

胎
週
数
は
 3
9.
0 
週
で
あ
り
 ．
同
様
に
 低
出
生
体
重
児
出
産
群
が
 有
意
に
短
か
っ
た
  
（ 
P
 <
 0
.0
l ）
。
ま
 た
 母
体
体
重
増
加
量
は
妊
娠
中
期
以
降
に
有
位
差

を
認
め
．
低
出
生
体
重
児
出
産
群
の
ほ
う
が
少
な
 く
  
胎
児
推
定
体
重
は
 ．
妊
娠
初
期
お
よ
び
妊
娠
中
期
 に
有
意
差
を
 認
め
，
低
出
生
体
重
児
出
産
群
の
ほ

う
が
軽
い
結
果
で
 あ
っ
た
。
 さ
ら
に
．
出
生
時
体
重
と
 妊
娠
各
期
間
に
お
け
る
 母
体
体
重
は
,成
熟
児
出
産
群
の
み
に
正
の
相
関
を
認
め
．
母
体
体
重
が
増
加

す
る
 に
伴
い
．
出
生
時
体
重
も
重
く
な
っ
て
い
た
.

5
相
澤
志
優
妊
 娠
 中
体
 重
 増
 加

量
 と
 新
 生
 児
 ア
 ウ
ト

カ
ム
と
の
 関
係
 に
 関

す
 る
 研
 究

母
性
衛
生

48
(1

)，
11

4-
12

1
20

07
，

20
03
 年
 1
1月
 2
00
5 
年
 1
2 
月
ま
 で
S医

療
セ
 ン
 タ
  
で
リ
ク
ル
ー
ト
さ
 れ
た
コ

ホ
 ―
ト
研
究
参
加
者
で
あ
り
 ．
妊
娠
 1
6週

か
ら
 妊
 娠
経
過
追
跡
後
出
産
し
た
1.
08
6名

妊
婦
お
よ
び
出
生
し
た
 1
12
0名
新
生
児
 （

多
胎
を
含
む
）
 を
対
象
と
 し
た
。

対
象
者
は
81
9名

低
出
生
体
重
 と
関
連
す
る
因
子
に
つ
い
て
は
，
B
M
I，
妊
婦

の
体
重
増
加
量
な
ど
と
し
各
グ
ル
ー
プ
間
で
妊
婦
の
年
齢
，

体
重
，
 新
生
児
の
ア
ウ
ト
カ
ム
 を
比
較
し
た
。
一
元
配
置
分

散
分
析
を
行
い
，
群
間
で
の
平
均
値
の
差
 の
検
定
に
は

B
on
fe
rr
on
i検
定
，
そ
の
他
の
2群
間
で
の
比
較
で
は

S
tu
de
nt
’s
t検
定
を
行
っ
た
。
統
計
ソ
 フ
 ト
は
，
S
P
S
S
 を

使
用
し
，
分
散
分
析
の
等
分
散
の
検
定
は
Le
ve
ne
検
定
 （

S
P
S
S
） 
で
あ
る
。

低
出
生
体
重
 と
関
連
す
る
因
子
に
つ
い
て

は
，
BM
I，
妊
婦
の
体
重
増
加
量
な
ど
と
し

各
グ
ル
ー
プ
間
で
妊
婦
の
年
齢
，
体
重
，

新
生
児
の
ア
ウ
ト
カ
ム
 を
比
較
し
た

1）
 出
生
時
体
重
は
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
と
 相
関
 が
あ
る
こ
 と
，
39
.6
%の
妊
婦
の
体
重
増
加
量
が
厚
生
労
働
省
の
基
準
 （
 推
奨
総
体
重
増
加
量
） 
を
満

た
し
 て
い
な
 い
こ
 と
が
明
ら
 か
に
な
っ
 た
。

2）
  
 B
M
l に
よ
 る
グ
ル
ー
プ
化
で
は
出
生
時
体
重
に
お
い
て
差
が
み
ら
 れ
た
。
ま
 た
，
B
M
I 
が
大
き
い
ほ
ど
出
生
時
体
重
も
 重
く
 な
り
 ，
体
重
増
加
量
が
減

少
す
る
ほ
ど
出
生
時
体
重
は
小
さ
く
な
る
傾
向
が
あ
っ
 た
。

3）
  
 喫
煙
歴
の
あ
る
 妊
婦
は
喫
煙
歴
の
な
い
妊
婦
よ
り
出
生
時
体
重
が
小
さ
い
と
 い
う
 傾
向
 が
あ
っ
 た
。

6
笹
田
麻
由
香
，

岩
田
銀
子
、
川

口
明
人

胎
児
発
育
お
よ
 び
新
生

児
出
 生
体
重
 に
及
ぼ
す

妊
婦
 の
体
重
増
加
に
関

す
る
 研
究

母
性
衛
生
，

51
(1

)，
92

-9
8

20
10
，

S大
学
病
院
に
お
い
て
妊
婦
健
 診
 ま
 た
は

入
院
管
理
を
 行
っ
た
妊
婦
の
う
 ち
．
①
当

院
で
分
娩
を
予
定
し
 ②
重
篤
な
精
神
疾
患
が

な
く
③
胎
 児
に
重
篤
な
先
天
性
奇
形
が
な

い
．
と
い
う
 要
件
を
 満
 た
す
者
。
33
名
を

解
析
対
象
と
し
た
。

妊
婦
の
体
重
増
加
に
及
ぼ
す
要
因
を
．
母
親
 自
身
の
脂

肪
・ 
蛋
白
蓄
 積
量
や
子
宮
・ 
 循
環
血
液
量
を
含
む
①
 「

母
体
実
質
体
重
増
加
量
」②
「 
新
 生
児
体
重
」，
③
 (
胎
盤

重
量
), 
④
 （
 分
娩
時
の
出
血
量
 を
含
む
） 
「 
羊
水
量
」

を
、
分
離
可
能
な
主
要
 4
 因
子
と
し
て
相
関
を
み
た
。

母
親
の
体
重
変
化
を
、
母
親
実
質
体
重
増
加

量
（
子
宮
・
皮
下
脂
肪
・
循
環
血
液
増
加
量

な
ど
）
、
胎
児
体
重
、
胎
盤
重
量
、
羊
水
量

に
細
分
化
し
て
、
胎
児
の
発
育
へ
影
響
を
比

較
し
た
。

母
親
の
非
妊
時
体
重
と
 非
妊
時
 B
M
I 
は
，
週
あ
た
り
 の
児
の
体
重
増
加
量
 ,お
よ
び
週
あ
た
り
 の
胸
囲
増
加
量
と
有
意
な
正
相
関
を
示
し
た
。
児
の
体
重
増
加

量
は
．
週
あ
た
り
 の
母
親
体
重
増
加
量
と
 有
意
な
関
連
を
 示
さ
な
か
っ
た
が
，
週
あ
た
り
 の
母
親
実
質
体
重
増
加
量
と
有
意
な
正
相
関
を
示
し
た
。

7
三

 枚
 卓

 也
．

西
 尾

 順
 子
．

竹
  林

 忠
 洋
．

梶
  谷

 耕
 二
．

中
 川

 佳
 代

子
．
寺

 前
 雅

大

妊
娠
中
の
体
重
増
加
が

周
産
期
予
後
に
与
え
る

影
響
に
つ
い
て

産
婦
の
進

歩
65

(3
)

.2
43

-2
50

20
13

20
05
年
1月
 2
01
2年
8月
の
聞
に
I

病
院
で
分
娩
と
な
 っ
た
妊
婦
54
34
人
の
う

ち
，
死
産
．
多
胎
妊
娠
例
お
よ
び
早
期
産

例
．
デ
ー
タ

 に
不
備
の
あ
る
症
例
を
除
外
し
た
50
01
人
を

対
象
と
 し
た
。

妊
振
前
の
B
M
I 
よ
り
や
せ
群
. 標
準
群
. 1
度
肥
満
群
. 2
度

肥
満
群
 （
 n
=1
37
） 
に
分
類
し
た
 妊
娠
中
の
適
正
な
体
重

増
加
 を
や
せ
群
で
9k
g以
上
12
kg
未
満
．
標
準
群
を
 7
kg
以

上
12
kg
未
満
．
肥
満
群
を
 5
kg
以
上
7k
g未
満
と
 し
た
. 在

胎
期
 間
別
出
生
体
重
標
準
値
を
基
に
児
の
在
胎
日
数
と
出

生
体
重
か
ら
標
準
偏
差
値
を
 算
出
し
 ．
児
の
発
育
度
の
指

標
と
し
た
標
準
偏
差
値
＋
l.5
S
D
以
上
を
 h
ea
vy
 f
or
 d
at
e

(H
FD
). 
- 
l.5
S
D
以
下
を
 li
gh
t 
fo
r 
da
te
 (
LF
D
） 
と
し
妊
娠

前
の
体
型
別
に
体
重
増
加
と
LF
D
. H
FD
. P
re
gn
an
cy

in
du
ce
d 
 h
yp
er
te
ns
io
n 
  
(P
IH
） 
. 緊
急
帝
王
切
開
術
の

リ
ス
ク
 に
つ
い
て
検
討
し
 た
。

妊
婦
の
妊
娠
中
の
体
重
増
加
、
妊
娠
前
の
体

型
に
対
し
て
周
産
期
予
後
へ
の
影
響
を
比
較

し
た
。

LF
D
の
頻
度
は
全
体
で
 6
.3
%で
あ
り
 ．
や
せ
群
と
 1
度
肥
満
群
で
 7
.4
96
 と
最
も
 高
か
っ
た
．
 体
重
増
加
が
適
正
量
よ
り
も
少
な
い
と
 L
FD
の
リ
ス
ク
が
.有
意

に
上
昇
し
 た
  
が
．
体
型
 に
よ
る
リ
ス
ク
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
 H
FD
 の
リ
ス
ク
は
過
剰
な
体
重
増
加
に
よ
る
リ
ス
ク
と
妊
娠
前
の
体
型
に
よ
る
リ
ス
ク
 (
１
度
肥

満
群
,  
2度
肥
満
群
 が
同
等
に
認
め
ら
れ
た
. P
IH
の
リ
ス
ク
 は
体
重
増
加
に
よ
る
リ
ス
ク
に
変
化
を
認
め
な
か
っ
た
が
，
 肥
満
群
で
は
顕
著
に
リ
ス
ク
の
増
大
を

認
め
た
．
緊
急
帝
王
切
開
術
の
リ
ス
ク
は
体
重
増
加
が
過
剰
で
あ
れ
ば
リ
ス
ク
は
増
大
し
た
が
. P
IH
 と
同
様
に
妊
娠
前
の
体
型
に
よ
る
リ
ス
ク
増
大
の
方
が
顕

著
で
 あ
っ
 た
．

新
生
児
の
予
後
か
ら
み
た
妊
婦
の
体
格
別
の
妊
娠
中
の

推
奨
体
重
増
加
量
は
？

福
井
ト
シ
子
班
（協
力
者
：頼
　
玲
瑛
・貴
家
和
江
・村
本

睦
子
・横
川
春
美
・濵
脇
文
子
）

20
16
/7
/5

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
：M
ED
LI
N
E、
医
学
中
央
雑
誌

キ
ー
ワ
ー
ド
：「
妊
婦
」「
妊
娠
」「
や
せ
」「
体
重
増
加
」「
出
生
時
体
重
」と
、
原
著
論
文
を
掛
け
合
わ
せ
、
年
代
レ
ン
ジ
を
10
年
で
検
索
し
た
.

検
索
用
語
、
式
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8
村
田
将
春

.太
田

志
代
、
山
本
亮

.
笹
原
淳
、
林
周

作
.中
村
学
、
岡

本
陽
子

. 石
井
桂

介
、
光
田
信
明

正
期
産
単
胎
妊
婦
に
お
け

る
  
妊
娠
中
の
体
重
増
加

量
と
 周
産
期
事
象
の
関

連

日
本
周
産

期
・
新
生

児
医
学
会

雑
誌

50
(3

)，
99

5-
10

00
20

14
,

日
本
人
妊
婦
を
 主
な
対
象
に
し
て
体
重
増
加

量
と
 有
害
事
象
の
関
連
を
 検
討
 し
 た

19
81
年
か
ら
 2
01
3年
の
0セ
ン
タ
ー
の
正
期

産
単
体
妊
婦
29
64
2例
。

非
妊
時
B
M
Iが
18
.5
未
満

18
.5
以
上
. 2
5.
0未
満
.2
5.
0

以
上
の
 3
群
に
分
類
し
 そ
れ
ぞ
れ
低
体
重
群
．
ふ
つ
う
群
．

 肥
満
群
と
し
た
．
ま
ず
各
群
に
お
け
る
 有
害
事
象
あ
り
 の

頻
度
を
算
出
し
た
。

次
に
低
体
重
群
と
普
通
群
は
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
3k
g

ご
と
 に
．
肥
満
群
は
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
 5
kg
 ご
と
 に

区
分
し
 ．
体
重
増
加
量
の
区
分
ご
と
 に
母
児
の
い
ず
れ
 か

に
有
害
事
象
あ
り
 の
頻
度
を
 算
出
し
 回
帰
分
析
を
行
っ

た
。

「
妊
娠
期
の
至
適
体
重
増
加
チ
ャ
ー
ト
」
の

日
本
人
妊
婦
で
妊
娠
37
週
以
降
に
単
胎
生
産

分
娩
例
を
母
体
の
非
妊
時
BM
I及
び
妊
娠
中

の
体
重
増
加
量
と
周
産
期
事
象
の
関
連
を
比

較
し
た
。

妊
娠
高
血
圧
症
候
群
 肩
甲
難
産
. A
pg
ar
 ス
 コ
ア
 5
分
値
 7
点
 未
満
．
胎
便
吸
引
症
候
群
.分
娩
損
傷
の
頻
度
は
ふ
つ
う
群
に
比
べ
て
肥
満
群
で
有
意
に
高

か
っ
た
．

妊
娠
糖
尿
病
.分
娩
時
出
血
量
10
00
ｇ
以
上
. H
FD
 児
の
頻
度
は
．
低
体
重
群
に
比
べ
て
ふ
つ
う
群
で
．
ふ
つ
う
群
に
比
べ
て
肥
満
群
で
有
意
に
高
か
っ
た
．
ま
た

LF
D
 児
と
新
生
児
低
血
糖
の
頻
度
は
ふ
つ
う
群
に
比
べ
て

低
体
重
群
で
有
意
に
高
か
っ
た
 ．

児
の
有
害
事
象
 あ
り
 の
頻
度
は
各
群
間
で
有
意
差
を
 認
め
な
か
っ
た
が
．
母
体
 の
有
害
事
象
あ
り
と
母
児
の
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
 あ
り
 の
頻
度
は
低
体

重
群
よ
り
ふ
つ
う
群
で
 ふ
つ
う
 群
よ
り
肥
満
群
で
有
意
に
高
か
っ
た
.

低
体
重
群
で
は
 ．
妊
心
中
の
体
重
増
加
量
 3
kg
 ご
と
に
対
す
る
母
児
の
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
あ
り
の
頻
度
は
 二
次
多
項
式
に
回
帰
さ
れ
、
決
定
係
数

R
2=
0.
86
6.
 P
値
 0
.0
18
で
あ
っ
た
。
ふ
つ
う
群
で
は
決
定
係
数
 R
2 
= 
0.
79
7,
  
 P
値
 ＝
0.
04
1 
で
あ
た
．
肥
満
群
で
は
．
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
5k
g 
ご
と
 に

対
す
る
母
児
の
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
あ
り
 の
額
度
は
二
次
多
項
式
に
回
帰
さ
れ
決
定
係
数
R
2＝
0.
94
8.
P
値
＝
0.
05
0で
あ
っ
た

低
体
重
群
で
は
．
母
児
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
 あ
り
 の
頻
度
が
最
も
 低
か
っ
た
 1
2k
g超
15
kg
以
下
の
区
分
を
 参
照
値
 (
re
fe
re
nc
e）
 と
す
る
と
 妊
娠
中
の

体
重
増
加
量
3k
g以
下
の
 区
分
で
の
み
母
児
の
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
あ
り
 の
頼
度
が
有
 意
に
高
か
っ
た
．
ふ
つ
う
群
で
は
，
母
児
い
ず
れ
か
に
有
害
 事
象

あ
り
 の
頻
度
が
最
も
 低
か
っ
 た
 6
kg
超
9k
g以
下
の
区
分
 を
参
照
値
 （
 r
ef
er
en
ce
） 
と
す
る
と
 ．
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
 6
kg
以
下
の
区
分
ま
た
は
 1
2k
g超

の
区
分
で
母
児
い
ず
れ
か
 に
有
害
事
象
あ
り
 の
頻
度
が
有
意
に
高
か
っ
た
．
肥
満
群
で
は
、
母
児
の
い
ず
れ
か
に
有
害
事
象
の
頼
度
 が
最
も
 低
か
っ
 た

5k
g 
超
 1
0k
g以
下
の
区
分
を
参
照
値
（ 
re
fe
re
nc
e）
 と
す
る
と
．
そ
 の
他
の
区
分
と
有
害
事
象
の
頻
度
に
有
意
な
差
を
認
め
な
か
っ
た
。

9
村
本
勤

,川
端
公

輔
,赤
石
理
奈

,佐
藤
修

,花
谷
肇

妊
娠
前
の
体
格
と
妊
娠

中
の
体
重
増
加
量
に
つ

い
て

北
海
道
産

科
婦
人
科

学
会
会
誌

57
(1

)
16

-2
2

20
15

,
T病
院
に
お
い
て
 2
00
9 
年
 1
月
か
ら
 却
11

年
 1
2 
月
ま
 で
に
分
娩
し
た
 1
99
6 
症
例
の

う
ち
．
多
胎
・
 死
産
お
よ
び
児
の
重
症
奇
形

な
ど
を
除
い
た
正
期
産
の
 1
75
1症
例
 ．
 を

対
象
と
 し
た

妊
娠
前
の
B
M
Iご
と
に
3群
に
分
け
た
う
え
で
．
そ
れ
ぞ
れ
の

群
に
つ
 い
て
母
体
年
齢
・ 
妊
娠
前
の
 B
M
Iと
、
妊
娠
中
の

体
重
増
 加
 ・
分
娩
週
数
 ・
当
院
の
定
め
B
M
I 
ご
と
の
妊
娠

中
の
 体
重
増
加
 目
標
値
を
達
成
し
 た
割
合
・ 
妊
娠
中
の

合
併

症
 (

G
D

M
 ·P

IH
 の

頻
度

・男
女

比
·H

FD
児

及
び

 L
FD

児
の
頻
度
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

P
ea

rs
on

 の
相

関
 係

数
検

定
 ・

S
tu

de
nt

 の
 t

 ·D
un

ne
tt

の
多
重
検
定
を
 行
っ
た
。

妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
と
児
の
出
生
時
体
重

と
の
関
係
に
つ
い
て
、
BM
I毎
に
や
せ
群
・

標
準
群
・
肥
満
群
の
３
群
に
わ
け
て
体
重
増

加
量
ご
と
に
比
較
し
た
。

妊
娠
前
の
B
M
I 
と
児
の
出
生
時
体
重
 、
妊
娠
中
の
体
重
増
加
と
児
の
出
生
時
体
重
 と
の
間
で
い
ず
れ
も
 相
関
は
認
め
な
か
っ
た
。
な
お
，
B
M
I 
ご
と
に
3群
に

わ
け
で
妊
娠
中
の
体
重
増
加
と
 児
の
出
生
時
体
重
に
つ
い
て
検
討
を
し
た
が
，
い
ず
れ
の
群
に
お
い
て
も
相
関
を
認
め
な
か
っ
た
。

ま
た
、
 妊
振
前
の
 B
M
I 
と
妊
娠
中
の
体
重
増
加
に
つ
い
て
は
負
の
相
関
 （
 妊
娠
前
 B
M
I 
が
高
い
ほ
ど
妊
娠
中
の
体
重
増
 加
が
小
さ
 い
）を
認
め
た
。
妊
娠
前

B
M
Iご
と
に
分
け
た
 3
群
（ 
妊
娠
前
の
 B
M
I 
が
 1
8.
5 
未
満
の
「 
や
せ
群
」、
妊
娠
前
の
B
M
Iが
 1
8.
5 
以
上
 2
5未
満
の
 「
 標
準
 群
」，
妊
娠
前
の
 B
M
I 
が
25

以
上
の
 「
 肥
満
群
」）
 間
に
お
い
て
母
体
年
齢
・分
娩
週
数
・児
の
出
生
時
の
体
重
・児
の
男
女
の
割
合
の
各
項
目
に
つ
い
て
は
有
意
差
を
認
め
無
か
っ
た
。

そ
の
他
の
項
目
に
関
し
て
、
妊
 娠
中
の
体
重
増
加
量
に
つ
い
て
は
肥
満
群
に
お
い
て
他
の
2群
に
対
し
て
有
意
に
低
下
を
 認
め
た
。

妊
娠
前
の
B
M
Iが
18
.5
 以
上
25
未
満
の
標
準
群
で
は
，
体
重
増
加
量
ご
と
に
分
け
た
 3
グ
ル
ー
 プ
に
お
い
て
児
の
出
生
時
体
重
に
有
意
差
を
認
め
た
 。
妊
娠
前

B
M
Iが
18
.5
 以
上
25
未
満
の
標
準
群
 に
お
い
て
は
．
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
 と
児
の
出
生
時
体
 重
に
相
関
を
認
め
た
。
妊
娠
前
の
 B
M
I 
25
 以
上
の
肥
満

群
に
お
い
て
は
．
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
が
5k
g 
未
満
の
 目
標
体
重
を
達
成
し
た
グ
ル
ー
プ
と
 ．
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
が
 5
kg
 を
越
え
る
体
重
増
加
過
剰
グ

ル
ー
プ
で
は
 児
の
出
生
時
体
重
に
有
意
差
を
認
め
た
。

ま
た
妊
娠
前
の
B
M
I 
25
 以
上
の
肥
満
群
に
お
い
て
 ．
当
科
で
の
妊
娠
中
の
体
重
増
加
目
標
 (
妊
娠
中
の
体
重
増
加
量
 5
 k
g 
未
満
） 
を
緩
和
し
た
妊
娠
中
の

体
重
増
加
量
が
 7
 k
g未
満
の
グ
 ル
ー
プ
 【
B
＇
】 
と
妊
娠
中
の
体
重
増
加
が
7k
g 
以
上
の
グ
ル
ー
プ
【 
C
＇
】 
に
分
け
て
検
討
し
 た
と
 こ
ろ
. 2
 群
間
で
 児
の

出
生
時
体
重
に
有
意
差
を
認
め
た
 。
ま
 た
．
 目
標
体
重
を
 7
kg
 未
満
と
 し
た
場
合
の
目
標
体
重
の
達
成
度
は
 3
7.
8 
% 
(2
41
症
例
中
91
症
例
) 
で
あ
っ
た
が
．

H
FD
 児
の
頻
度
は
 B
’グ
ル
ー
 プ
で
は
 7
例
（1
9.
4 
%）
で
 あ
っ
た
の
に
対
し
，
C
 グ
ル
ー
 プ
で
 2
9 
例
 (
80
.6
 %
） 
も

あ
り
 有
意
差
を
認
め
た
 。

10
今
野
佳
絵
　
疏

原
弘
光
、
小
笠

原
加
代
子
　
永

井
泰
、
松
本
桃

代
 .
福
岡
秀
興

渡
邊
浩
子
.吉
池

信
男

妊
婦
の
体
重
増
加
量
と

新
生
児
の
体
格
・栄
養
素

等
摂
取
状
況
と
の
関
連

母
性
衛
生

52
(2

)
.2

86
-2

93
20

11
20
05
年
6 
月
 ~
20
06
年
5 
月
末
．
Nク
リ
ニ
ッ

ク
 に
て
妊
婦
健
診
を
受
け
る
基
礎
疾
患
の
な

い
正
常
妊
婦
 1
97
 名

母
体
は
．
妊
娠
 1
2̃
 3
6 
週
の
計
12
 回
の
妊
婦
健
診
時
に

体
重
測
定
を
行
っ
た
。
在
胎
週

数
．
妊
娠
中
の
喫
煙
の
有
無
，
経
産
歴
，
児
の
性
別
を
調
査

し
た
。
新
生
児
の
性
別
，
体
重
．
身
長
．
ま
た
胎
盤
重
量
は

分
娩
直
後
に
測
定
さ
れ
た
。
妊
娠
 1
2.
 2
0.
 3
2 
週
時
の
妊

婦
健
診
時
に
B
D
H
Q
 を
実
施
し
 た
。

非
妊
時
BM
I別
の
推
奨
体
重
増
加
量
と
新
生

児
の
体
格
と
の
関
連
、
簡
易
型
自
記
式
食
事

歴
法
質
問
票
（
BD
HQ
）
を
用
い
た
栄
養
素
等

接
種
状
況
と
の
関
連
を
、
妊
娠
各
期
で
継
時

的
に
比
較
し
た
。

母
体
の
年
齢
は
や
せ
群
が
普
通
群
よ
り
も
有
意
に
低
く
  
. 肥
満
群
の
喫
煙
割
合
は
や
せ
群
 と
普
通
群
よ
り
も
有
意
に
高
か
っ
た
  
。
一
方
．
新
生
担
体
格
お
よ

び
胎
盤
重
量
は
各
群
間
に
有
意
差
を
認
め
な
か
っ
た
。

非
妊
娠
時
 B
M
I 
や
せ
群
で
は
．
推
奨
体
重
増
加
量
別
 の
群
間
に
在
胎
週
教
や
喫
煙
割
合
，
初
産
割
合
に
有
意
な
 差
は
認
め
な
か
っ
た
。
児
の
体
格
で
は
．
体

重
増
加
量
が

過
少
群
は
適
切
群
と
 過
多
群
に
比
べ
 新
生
児
体
重
が
少
な
い
傾
向
を
認
め
た
。
同
様
に
．
過
少
群
 は
適
切
群
に
比
べ
．
新
生
児
身
長
,胎
盤
 重
量
  
が
有
意

に
小
さ
か
っ
た
。

ま
た
、
非
妊
娠
時
 B
M
I 
普
通
群
で
は
、
体
重
増
加
量
が
 適
切
群
よ
り
も
過
多
群
で
頭
囲
が
有
意
に
大
き
か
っ
 た
 。
非
妊
娠
時
 B
M
I 
肥
満
群
で
は
，
体
重
増

加
量
の
各
群
間
に
有
意
差
 を
認
め
な
か
っ
た
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項目 著者 タイトル 雑誌名 研究目的 対象 方法 結果 備考
アレルギー
との関連

Carlos A, Jan
L.B,
Alessandro F
et al

Probiotics for the
prevention of
allergy: A
systematic review
and meta-analysis of
randomized
controlled trials

Journal of Allergy and
Clinical Immunology
136(4) 952-961,2015

プロバイオティクス
は子どものアレル
ギー予防に効果があ
るのか否か

妊婦、授乳中の母
親、そして新生児
から9歳までの子
ども

システマティックレビュー。メ
タアナリシスによるRCT。2014
年12月までに行われたCocrhran
データベース、MEDLINE、
Embaseによる文献検索。
妊婦と授乳中の母親と新生児に
プロバイオティクスの補給を
行った群と行わなかった群で子
どものアレルギーの状況を比較
検討（補給方法は、カプセルや
オイル、サプリメント、ミルク
に入れて飲ませる）

プロバイオティクスは、妊娠後期の
女性と、授乳中の女性、そして新生
児に補給することで、子どもの湿疹
のリスクを減少させる効果があるこ
とが明らかとなった。しかし、それ
以外のアレルギーや栄養成分への効
果、その他の有害性についてのエビ
デンスは証明されなかった。

人体に良い影
響を与える微
生物。それら
を含む製品、
食品（納豆、
ぬか漬け、味
噌汁、キム
チ、ヨーグル
トなど）

Duggan C,
Srinivasan K,
Thomas T, et
al.

Vitamin B-12
supplementation
during pregnancy and
early lactation
increases maternal,
breast milk, and
infant measures of
vitamin B-12 status.

The Journal of
Nutrition 144,758-
764,2014

妊娠期と授乳期の女
性にビタミンB12を
投与することによ
る、母子への影響
（ビタミンB12のバ
イオマーカー）

2008年から2010年
までのインド北西
部の都市に住む
366名の妊娠14週
未満の妊娠期の女
性

ビタミンB12サプリメント投与
群とプラセボ群に分け、産後6
週まで投与。無作為プラセボ比
較二重盲検臨床試験。面接で、
生活スタイルや食事内容も調
査。生化学検査として血液検査
でのDNA、血清など

妊娠第2期と３期で血中のビタミンB
１２の値はプラセボ群より有意に高
かった。また、産後６週間での母乳
中のビタミンB12の値についてもプ
ラセボ群よりも有意に高かった。新
生児の血清メチルマロン酸やホモシ
ステイン濃度については、ビタミン
B12投与群のほうが、有意に低かっ
た。

ビタミンｂ12
欠乏や葉酸欠
乏により脊髄
発育異常を引
き起こすと結
論

Bae A, West
Aw, Yan J, et
al.

Vitamin B-12 status
differs among
pregnant, lactating
and control women
with equivalent
nutrient intakes

The journal of
nutrition, 145, 1507-
1514,2015

一般女性、妊娠期と
授乳期の女性へのビ
タミンB12の投与に
よる母乳中の成分や
バイオマーカーの違
いについて明らかに
する

一般女性（妊娠し
ていない）21名、
妊娠26～29週の妊
娠中の女性26名、
そして産後5週目
の授乳中の女性28
名

10～12週間、妊娠中の女性群、
授乳中の女性群、そして一般女
性（コントロール群）に毎日ビ
タミンB12サプリメントを投
与。血清ビタミンB12、
Holotranscobalamin、メチルマ
ロン酸(Methylmalonic acid;
MMA),Homocysteineの値そして
母乳中のビタミンB12の値から
比較検討した。

妊娠中そして一般女性では、後半に
は血清ビタミンB12の値は低下して
いたが、授乳中の女性では調査期間
中全てで高い値を示した。またビタ
ミンB12投与により、3群全てで
Holotranscobalaminの値は上昇し
た。血清MMAは妊娠中の女性では上
昇したが、一般女性と授乳中の女性
では減少した。母乳への影響につい
ては、エビデンスは確認されていな
い。

結論では、ビ
タミンB12は妊
娠中と授乳中
の女性への投
与はしたほう
がいいみたい
です。

カルシウ
ム

Zhang ZQ,
Chen YM, Wang
RQ, Huang ZW
et al

The effects of
different levels of
calcium
supplementation on
the bone mineral
status of postpartum
lactating Chinese
women: a 12-month
randomized, double-
blinded, controlled
trial.

British Journal of
Nutrition, 115, 24-
31,2015

授乳中の母親へのカ
ルシウム投与は骨密
度に影響を及ぼすの
か明らかにする

20歳から35歳まで
自然分娩で出産を
している授乳中の
女性。

カルシウムの投与量を3段階に
分類し、低カルシウム投与群
(300mgのカルシウムと5μgのビ
タミンD入り)、中等度カルシウ
ム投与群(300mgのカルシウムと
5μgのビタミンDと更に300mgカ
ルシウム入り強化ミルク)、高
濃度カルシウム投与群（300mg
のカルシウムと5μgのビタミン
Dと更に600mgカルシウム入り強
化ミルク）授乳中の女性それぞ
れ50名、合計150名に1年間割り
当てられたカルシウム量のミル
クもしくは飲料水を投与。女性
の骨密度をレントゲンで評価。

3群を比較しても女性の骨密度の違
いは見られなかった。

※限界とし
て、女性の日
常生活での活
動量について
はデータがな
いことと、多
くの女性が日
常的にミルク
を飲む習慣も
あり、カルシ
ウム不足の女
性たちではな
かったことな
どが影響して
いると推察し
ている。

ビタミンD Wall CR,
Stewart AW,
Camargo CA
et al

VitaminD activity of
breast milk in women
randomly assigned to
vitamin D3
supplementation
during pregnancy

The American
Journal of Clinical
Nutrition, 103, 382-
388, 2016

妊娠中の女性にビタ
ミンDの補充と産後
2か月以内の母乳中
の活性型ビタミンD
との関連について明
らかにする

妊娠27週の女性
260名を、プラセ
ボ群、ビタミン
D3（1000IU）経
口投与群、ビタミ
ンD3（2000IU）
経口投与群の3群
に分類

無作為プラセボ比較二重盲検臨
床試験。妊娠27週の女性をプラ
セボ群、毎日ビタミンD3を
1000UI経口投与される群と
2000IU経口投与される群に分類
し、産後2か月まで追跡調査。
血清25ヒドロキシビタミンD
(25-OH-D)値を妊娠36週、臍帯
血、そして母乳中（産後2週目
と2カ月後）のビタミンD2、ビ
タミンD3、25-OH-D2, 25-OH-
D3値により評価

1日ビタミンD3の2000IU投与群は
他の群と比較して母乳中の活性型ビ
タミンDは高い値となった。臍帯血
においてもプラセボ群と比較してビ
タミンD3投与群に高い値を示し
た。

ビタミンK 大沼 れい子,
中野 夏代, 大
島 清他
（1986）．

初乳中のビタミンK含
量について．

母性衛生, 27(2),
278-281.

分娩後3日以内の初
乳のビタミンKを測
定し、非妊時におけ
るローレル指数・出
生体重、分娩前の妊
婦の食習慣との関係
について検討

昭和58年8月から
3か月間、下呂温
泉病院に入院した
妊産婦27名

分娩後3日以内の初乳のビタミ
ンKを測定し、非妊時における
ローレル指数・出生体重、分娩
前の妊婦の食習慣との関係につ
いて検討

非妊娠時における母親のローレル指
数と初乳のビタミンK含量との関係
では,120以上より120未満の方が初
乳のビタミンK含量は高い傾向を示
した。母親の食事内容と初乳のビタ
ミンK含量との関係では、納豆を含
む大豆製品との関係が深いことが明
らかであった。

「pregnancy」、「nutrition」、「breast feeding or breast milk」でMEDLINEを検索。「妊
婦」「栄養」「母乳」「母乳成分」「食事」で医学中央雑誌を検索。

ビタミン
B12との
関連

母体の至適栄養は？

福井トシ子班（協力者：井村真澄・水野真紀・濱田真由美）

2016/7/10 検索用語、式

 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

 
下村陽子, 酒井
恭, 松本あつ子

褥婦の食事摂取内容と
人の味覚を決定する母
乳成分との関係．

信州大学医学部附属
病院看護研究集録，
92-98, 1995

目的：褥婦の食事や
間食摂取内容と母乳
成分が関係あるのか
を比較する

対象：入院中の褥
婦28名

方法：食事、間食の種類と量を
記入してもらい、産褥3日目よ
り乳汁を採取

母乳成分において、個々の母乳中の
糖質と脂質の摂取量とは相関関係は
認められず、個々の濃度の差も大き
いことから個人の退室からの影響が
大きく関係していると思われ、入院
中の食事や間食での糖質・脂質摂取
量では個々の母乳成分に及ぼす影響
はないと考える。

柳原 真知子,
植野 清美, 館
則子他

低カロリー食及び普通
食が母乳成分,血液成分
等に及ぼす影響につい
ての比較検討．

母性衛生，27（2），
377-380, 1986

目的：母乳栄養確立
のため妊産褥婦への
食事指導の手がかり
を求め、食事摂取カ
ロリーに注目し、母
体と母乳成分への影
響について比較検討

対象：実験群(分
娩後9回食で
1,200カロリー)と
対照群(2,200カロ
リー)

方法：産褥3日目の血液成分の
検討、ヘモグロビン値の検討、
母乳成分（全固形分、タンパク
質、脂質、糖質、灰分、Ca,
Mg, Na, K, Cl, P）

結果・考察：母乳成分と対比した血
液成分、Hb値については差が認め
られなかった。母乳成分について無
機質類において若干の差が認められ
た。

磯村晴彦 【母乳と人工乳　正し
い理解と選択】 母乳の
成分　母乳成分の分析
最近の日本人の母乳成
分に関して．

産婦人科の実際,
56(3), 305-313, 2007

目的：最近の日本人
の母乳成分に関して
検討

対象：静岡市内で
分娩した28人(平
均年齢27.7歳)の
分娩後5日目、
1ヵ月目、3ヵ月
目の母乳

方法：分娩後5日目、1か月、3
か月の母乳について、一般成
分、脂肪酸組成、免疫グロブリ
ンなどを測定し、採乳前日の食
事内容と1週間の食品群別頻度
を調査

エネルギー量と脂質濃度との間、摂
取脂質量と母乳の脂質濃度との間、
多価不飽和脂肪酸とそれを含む食品
群の摂取頻度との間にはそれぞれ有
意な正の相関が認められた。

鉄 前田 隆子, 田
中俊行, 三瓶ま
り他

妊産婦貧血,母乳の鉄含
有量ならびに新生児貧
血の関連．

鳥取大学医療技術短
期大学部紀要 ,19,7-
14, 1992

目的：妊産婦貧血、
母乳の鉄含有量なら
びに新生児貧血の関
連

対象：初産婦12
名と経産婦18名
およびその新生児
30名

方法：妊産婦貧血と出産後1ヵ
月後における母乳の鉄含有量、
新生児貧血の有無について調査

妊娠性貧血者と産後血清鉄含有量減
少性とは有意に関連した。食事バラ
ンス点数と血清鉄含有量には有意な
相関が認められた。母乳中の鉄含有
量は産後経日的に減少した。

その他 米山 京子 母乳分泌及び母乳成分
と母親の食事・栄養摂
取．

小児科, 43(2), 1940-
1946, 2002

種々の食品について摂取頻度が少な
く、コーヒや酒など刺激的嗜好品の
摂取頻度が多い食事パターンでは母
乳分泌量,蛋白質含量が少ない傾向
にあり、乳・乳製品や肉・魚、油料
理の摂取頻度の少ない菜食型食事で
は母乳の蛋白質、脂肪、カルシウム
濃度はいずれも低い傾向がある。母
乳の脂肪酸組成及び水溶性ビタミン
濃度は母親の食事内容に反映されて
おり、母乳のカルシウム濃度は母の
骨密度と、母乳の脂肪濃度は妊娠中
の最大体重時のBMI(体重/身長2)と
相関関係がある。これらの成分は母
体に蓄積された栄養素量に影響され
ている。

解説

脂質・糖
質／味覚
を決定す
る母乳成
分
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研究要旨 

本研究の目的は授乳婦の栄養摂取状況を調査し、日本人の食事摂取基準（2015

年版）と比較し昨今の授乳婦の栄養摂取状況が摂取基準を満たしているかを検討

することである。方法は 2016 年 7 月 20 日から 11 月 30 日現在までに、帝京大学

附属病院産婦人科で 37 週から 41 週の正期産の単胎児を出産し、本研究に協力が

得られた食事制限をしていない授乳婦 32 名（平均年齢 34 歳）を対象とした。分

娩後約 1 か月の時点における母親の栄養摂取状況を食物摂取頻度調査（Food 

Frequency Questionnaire: FFQ）にて評価し、日本人の食事摂取基準 2015 年版（以

下、食事摂取基準）の授乳婦の推奨量＋付加量および目標量と比較した。対象集

団の栄養摂取量は、食事摂取基準（身体活動レベル II, 30-49 歳、2000+350kcal）

と比較してエネルギー摂取量（mean±SD)は 1867±332kcal/day と少なかった。食

事摂取基準における授乳婦の推奨量＋付加量値との比較にて検討した結果、8割以

上の人数で不足していたものに、ビタミン A、B1,B2,B6,C, 葉酸、亜鉛、銅が認め

られた。％エネルギーでは、食事摂取基準目標量と比較して、範囲外の人数が 8

割を超えて過剰に逸脱していたものに、脂質、食塩相当量が認められた。結論と

して、本パイロット研究集団における授乳婦の栄養状況は食事摂取基準を満たし

ていない栄養素が多く存在することが明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

胎児期および乳児期の栄養状態は、

その後の肥満・生活習慣病の予防に極めて

重要であることが指摘されている。胎児期

に関しては「妊産婦のための食生活指針（平

成 18 年２月、厚生労働省）」があり妊産婦
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の栄養状態を改善させる対策が進んでいる。

しかしながら授乳婦の栄養状態に関しては、

検討が十分とは言えない。そこで、本研究

の目的は授乳婦の栄養摂取状況を調査し、

日本人の食事摂取基準（2015 年版）と比較

し昨今の授乳婦の栄養摂取状況が摂取基準

を満たしているかを検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

2016 年 7 月 20 日から 11 月 30 日現在ま

でに、帝京大学附属病院産婦人科で 37週か

ら 41週の正期産にて単胎を出産し、本研究

に協力が得られた授乳婦 32 名を対象とし

た。除外基準としては、母乳を与えていな

い、糖尿病、慢性腎臓病、高血圧等で食事

制限がある場合、経管栄養・経腸栄養剤・

特殊ミルクを使用している乳児を持つ母と

した。 

分娩後約 1 か月の時点における母親の栄

養摂取状況を食物摂取頻度調査（Food 

Frequency Questionnaire: FFQ）にて把握

し、平成 19～23 年の授乳婦(1)のならびに、

平成 23、24 年の 30～49 歳女性(2)における

国民健康・栄養調査 【世帯案分・半秤量

記録法】(3,4)による栄養素等摂取状況（特

別集計）と比較し、本研究対象集団の一般

化について検討を行い、食事摂取基準と比

較した。サプリメント、薬剤については除

外基準に含めず、後に調整変数として利用

するため情報収集した。 

本研究は帝京大学医学部倫理委員会の承

認を得て行われた(TU-COI 13-1592)。  

 

Ｃ．研究結果 

対象者の平均年齢は 34±5.5 歳、BMI は

平均 19.7±4.9 kg/m2であった。身体活動は

調査票より 1.86 で、食事摂取基準の推定エ

ネルギー必要量も身体活動レベル II とし

評価を行った。FFQ での食物摂取頻度調査

において推定した本研究対象集団の栄養摂

取量は、日本人の食事摂取基準（身体活動

レベル II, 30-49 歳、2000+350kcal）と比

較してエネルギー摂取量（mean±SD)は 1867

±332kcal/day と少なかった。尚、今回の

対象者においてサプリメントを服用してい

るものはいなかった。 

表 1 に栄養素等摂取状況の評価（推奨量

＋付加量を下回る者の割合）を示す。食事

摂取基準における授乳婦の推奨量＋付加量

値との比較にて検討した結果、8 割以上の

人数で不足していたものに、ビタミン A、

B1,B2,B6,C, 葉酸、亜鉛、銅が認められた。 

表1.　栄養素等摂取状況の評価（推奨量＋付加量を下回る者の割合）

食事摂取基準

（2015年版）

推奨量*＋付加量
（A）

（A)未満の人数 ％

たんぱく質　（ｇ/日） 70 15 46.9

ビタミンA　（μｇ/日） 1150 32 100.0

ビタミンB１　（ｍｇ/日） 1.3 28 87.5
ビタミンB2（ｍｇ） 1.8 30 93.8
ナイアシン（ｍｇ） 15 19 59.4
ビタミンB6（ｍｇ） 1.5 28 87.5
ビタミンB12（ｍｇ） 3.2 0 0.0
葉酸（μｇ） 340 26 81.3
ビタミンC（ｍｇ） 145 27 84.4
カルシウム（ｍｇ） 650 19 59.4
マグネシウム（ｍｇ） 290 24 75.0
鉄（ｍｇ） 9 23 71.9
亜鉛（ｍｇ） 11 29 90.6
銅（ｍｇ） 1.3 26 81.3

*30～49歳女性

本対象集団32名

（平均年齢34歳）

 

表 2 に栄養素等摂取状況の評価（目標量

の範囲を逸脱する者の割合）を示す。 
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表2.　栄養素等摂取状況の評価（目標量の範囲を逸脱する者の割合）

食事摂取基準

（2015年版）

目標量*
（B）

（B）の範囲外
の人数 ％

エネルギー産生栄養素バランス

　たんぱく質　（％エネルギー） 13～20 5 15.6

　脂質　（％エネルギー） 20～30 26 81.3

　炭水化物　（％エネルギー） 50～65 9 28.1

食物繊維　（ｇ/日） 18以上 6 18.8

食塩相当量　（ｇ/日） 7未満 28 87.5

カリウム　（mg/日） 2,600以上 12 37.5

*30～49歳女性

本対象集団32名

（平均年齢34歳）

 
％エネルギーでは、食事摂取基準目標量

と比較して、範囲外の人数が 8 割を超えて

過剰に逸脱していたものに、脂質、食塩相

当量が認められた。 

表3に本対象集団32名のFFQによる栄養

素等摂取状況を示す。 

表3.　本対象集団32名のFFQによる栄養素等摂取状況

平均値 標準偏差

エネルギー（Ⅱ）　（kcal/日） 2050 426

たんぱく質　（ｇ/日） 72 13.5

脂質　（ｇ/日） 75 19.8

炭水化物　（ｇ/日） 264 59

食塩相当量　（ｇ/日） 10 3.1

ビタミンA　（μｇ/日） 643 167.1

ビタミンD　（μｇ/日） 6.5 2.3

ビタミンE（ｍｇ） 7.3 1.9

ビタミンK（μｇ） 229.7 73.0

ビタミンB1（ｍｇ） 1.0 0.2

ビタミンB2（ｍｇ） 1.2 0.3

ナイアシン（ｍｇ） 14.5 3.5

ビタミンB6（ｍｇ） 1.1 0.3

ビタミンB12（μｇ） 6.2 1.9

葉酸（μｇ） 296.4 79.2

パントテン酸（ｍｇ） 6.0 1.2

ビタミンC（ｍｇ） 109.1 44.7

カリウム（ｍｇ） 2455.9 629.8

カルシウム（ｍｇ） 661.7 178.9

マグネシウム（ｍｇ） 251.8 63.4

リン（ｍｇ） 1102.6 224.5

鉄（ｍｇ） 8.0 2.1

亜鉛（ｍｇ） 8.6 1.7

銅（ｍｇ） 1.1 0.3

（平均年齢34歳）

 

表 3 の解釈にあたって FFQ を用いた授乳

婦の栄養摂取状況について適当な比較でき

るものがなかったため、平成 19～23 年の授

乳婦のならびに、平成 23、24 年の 30～49

歳女性における国民健康・栄養調査【世帯

案分・半秤量記録法】による栄養素等摂取

状況（特別集計）を表 4に示す。 

表4.　国民健康・栄養調査　【世帯案分・半秤量記録法】による栄養素等摂取状況

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

エネルギー（Ⅱ）　（kcal/日） 1913 544 1669 447

たんぱく質　（ｇ/日） 69 20.3 60.5 19.1

脂質　（ｇ/日） 60 26.2 53.6 22

炭水化物　（ｇ/日） 266 82 224 63

食塩相当量　（ｇ/日） 10 3.6 NA NA

ビタミンA　（μｇ/日） 589 725 455 469

ビタミンD　（μｇ/日） 6.8 7.7 5.2 6.3

ビタミンE（ｍｇ） 6.6 3.4 8 18.2

ビタミンK（μｇ） 226 175 198 157

ビタミンB1（ｍｇ） 1.6 6.9 1.4 6.3

ビタミンB2（ｍｇ） 1.2 0.6 1.6 5.7

ナイアシン（ｍｇ） 13.8 5.8 12.9 6.2

ビタミンB6（ｍｇ） 1.1 0.7 6.3 0.2

ビタミンB12（μｇ） 4.8 4.7 4.7 5.3

葉酸（μｇ） 256 117 244 115

パントテン酸（ｍｇ） 5.3 1.8 4.6 1.6

ビタミンC（ｍｇ） 78 59 103 205

カリウム（ｍｇ） 2136 765 1931 721

カルシウム（ｍｇ） 517 251 452 238

マグネシウム（ｍｇ） 230 85 210 76

リン（ｍｇ） 964 309 855 273

鉄（ｍｇ） 7.6 3.4 7.2 9

亜鉛（ｍｇ） 8 2.7 7.1 2.5

銅（ｍｇ） 1.1 0.4 1 0.4

NA: Not Avilable(表示なし）

授乳婦(H19～23） 30～49歳女性（H23.24）

 

これによると、H19～23 の授乳婦の結果

に比べてエネルギーおよびたんぱく質、炭

水化物、食塩相当量、ビタミン D、ビタミ

ン E、ビタミン K、ビタミン B2、ビタミン

B6、銅は近似する結果であった。一方、H19

～23 の授乳婦ならびに H23.24 年の 30～49

歳女性における栄養素等摂取状況とくらべ

て多かった栄養素に、脂質、ビタミン A、

ビタミン B1、ナイアシン、ビタミン B12、

葉酸、パントテン酸、ビタミン C、カリウ

ム、カルシウム、マグネシウム、リン、鉄、

亜鉛が認められた。 
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Ｄ．考察 

本研究は、帝京大学附属病院産婦人科に

て出産した32名授乳婦の分娩後1か月の栄

養摂取状況を FFQ にて算出した結果である。

食事摂取基準（身体活動レベル II, 30-49

歳、2000+350kcal）と比較してエネルギー

摂取量（mean±SD)は 1867±332kcal/day と

少なかった。食事摂取基準における授乳婦

の推奨量＋付加量値との比較にて検討した

結果、8 割以上の人数で不足していたもの

に、ビタミン A、B1,B2,B6,C, 葉酸、亜鉛、

銅が認められた。％エネルギーでは、食事

摂取基準目標量と比較して、範囲外の人数

が 8 割を超えて過剰に逸脱していたものに、

脂質、食塩相当量が認められた。 

本研究結果のうち、不足がもっとも顕著

なものにビタミン A が認められた。ビタミ

ン A の不足原因として、野菜の合計摂取量

が 228g であった。そのうち緑黄色野菜は

93g、淡色野菜は 135g となった。これは健

康日本 21 が目指している野菜の摂取量

350g(うち 120g：230g)には満たしていなか

った。また妊娠初期および中期で、ビタミ

ン A の過剰摂取をしないよう栄養指導を受

けていることも想定され、その影響が授乳

期にも及んでいることも考えられた。しか

しながら、今回の調査の結果を平成 22,23

年の 30－49 歳の国民健康・栄養調査の結果

と比較するとビタミン A の平均値はむしろ

本研究対象集団で多くその可能性は低いこ

とが示唆された。 

また、リンと食塩の摂取が過剰であった

ことについては、リンは食品添加物に使用

されていることより、加工食品の摂取が多

いと考えられた。食塩も加工食品の摂取に

付随している影響も要因の一つとして考え

られた。 

本研究の限界点として、サンプルサイズ

が小さいこと、FFQ を用いており、過小評

価の可能性があることが挙げられる。先行

研究では FFQ による栄養摂取量はしばしば

過小評価されることが指摘されており(5)

注意が必要である。本研究では FFQ を用い

て栄養素を検討した先行研究についても調

べたが授乳婦における調査はなく、また対

象年齢も壮年・高齢期を含む研究しか十分

なサンプルサイズで確認できず、したがっ

て直接の比較はできなかった。 

 

Ｅ．結論 

本パイロット研究集団における授乳婦の

栄養状況は食事摂取基準を満たしていない

栄養素が多く存在することが明らかとなっ

た。 
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研究要旨 

現在日本では、妊娠前の母体 BMI と妊娠期間中の体重増加量に関する基準には、

母体の妊娠合併症予防、出生児の体重など、異なる帰結を目的とした基準が複数

発表されているが、本基準と母乳による育児確立との関連についての検討はされ

ていない。  

本研究の目的は妊娠前 BMI や妊娠中体重増加量と、母乳による育児確立との関

連について先行疫学研究論文の系統的レビューを行い検討することである。文献

検索には MEDLINE を用い、”Breast feeding”, “Body Mass Index”, “Prepregnancy”

に関連した用語を用いて、1946 年以降 2015 年 3月 31 日までに出版された文献を

検索し、2名がそれぞれ独立に本文を精読した。該当した 183 件中、非妊娠時母体

体重と母乳栄養との関連を検討した論文は 40 件であった。 

研究デザインはすべてコホート研究であり、掲載年は 1997 年を筆頭に、2000

年から 2009 年に 19件、2010 年以降に 20 件が出版されていた。対象となった 40

文献では、妊娠前の BMI 区分において肥満の群の設定が可能だった研究が、35件

と相当数認められた。開始あるいは継続のどちらかにて非妊娠前体重区分におい

て過体重あるいは肥満と母乳栄養確立の間に有意に負の関連を認めた。一方、妊

娠前 BMI 低値のやせの効果を検討したものは 12件で、そのうち 3件がやせでも肥

満と同様母乳栄養確立の有意なリスクファクターになると報告していた。 

以上の 40文献の検討の結果、妊娠前の肥満と、妊娠期間中の過剰な体重増加は、

母乳による育児の確立に望ましくない影響を与えていた。妊娠前のやせと、過少
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な体重増加については、いずれの論文でも十分に検討されていなかった。今後、

肥満の割合が少ないアジアにおいて、思春期から妊娠可能年齢の女性のやせの割

合が高い日本において、妊娠前の母体 BMI と妊娠期間中の体重増加が、母乳によ

る育児に及ぼす影響について疫学研究が必要である。さらに、母乳による育児の

確立を目的に設定した、日本人のための妊娠前 BMI の区分別の推奨体重増加量を

検討することが期待される。     

 

Ａ．研究目的 

母乳による育児（本稿では breastfeeding

を指す）は、栄養学や免疫学的な利点、母

子の愛着形成を助け、長期的な健康への効

果からも推奨されている(1)。1989 年 3月

には、国連児童基金（UNICEF）と世界保健

機構（WHO）から「母乳育児成功のための

10 か条」が共同勧告され、WHO では、完全

母乳栄養を生後 6か月間行うことを提唱し

ている(2)。日本では、平成 17年度乳幼児

栄養調査報告によると、母乳栄養の割合は

生後１か月で 42.4%、生後 3か月で 38.0%

で、平成 27年度の調査では改善が報告され

ているがまだ十分とは言えない(3)。また

2001 年に国民運動計画として始まった「健

やか親子２１」では、出産後 1か月時の母

乳育児の割合の到達目標を 60％に設定して

いたが、最終評価では 47.5％と目標に達し

なかった(4)。 

海外では母体の過体重が母乳による育児

に負の影響を及ぼすことが報告されている

が、母乳の分泌に影響する要因は複雑で、

国や地域によって、人種や民族によっても

異なっている。そこで、本研究の目的は、

妊娠前 BMI や妊娠中体重増加量と、母乳に

よる育児確立との関連について、先行疫学

研究論文の系統的レビューを行い、その結

果を踏まえて、日本人における母体の体格

と母乳による育児の確立について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

文献検索 

MEDLINE（1946 年以降）を用いて、2015

年 3月 31 日までを検索した（図１）。2名

（KNと NK）がそれぞれ独立に抽出された

183 件の本文を精読し、39 件(5-11, 13-44)

が抽出された。そこに、引用文献から１件

（12）を追加した 40 件を対象とした。 

倫理面の配慮として、本研究では個人情

報を扱わないが、システマティックレビュ

ーのガイドラインとして MOOSE guidelines

に沿って執筆した。 

 

Ｃ．研究結果 

検索の結果、非妊娠時母体体重と母乳に

よる育児との関連を検討した論文は 40件

であった。研究デザインはすべてコホート

研究であり、掲載年は 1997 年を筆頭に、

2000 年から 2009 年に 19件、2010 年以降に

20 件が出版されていた。米国から 22 件

(5,8-10,12,15,23,24,26-30,33-37,41-44)

の報告があり、オーストラリアから 4件

(6,13,14,18)、カナダから 4件

(21,25,38,39)、デンマーク 2件(16,22)な

ど、欧米諸国からの報告がほとんどで、そ

の他は、ロシア、ブラジル、中国からそれ

ぞれ 1件の報告があった。人種による影響

が示された報告は 2件であった。Liuら(23)
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によると、白人で妊娠前 BMI18.5-24.9 を基

準とした場合に、35以上では母乳育児の開

始が有意に低く、出産後 6か月時の継続も

有意に低かったが、黒人では関係は認めな

かった。Kugyelka ら(10)によると、ヒスパ

ニックで妊娠前 BMI＞29.0 と退院前の母乳

開始および出産後 6か月時の完全母乳によ

る育児と母乳継続のいずれでも関係を認め

たが、黒人では関係は認めなかった。 

主な評価指標である母乳による育児につ

いて、「開始」のみを検討したものは 7件

(7,26,27,30,32,36,39)で、33件

(5,6,8-25,28,29,31,33-35,37,38,40-44)

の研究が「継続」について情報収集してい

た。母乳による育児の定義は、完全母乳に

よる育児(exclusive breastfeeding)を用

いたものが 18件

(5,9,10,13,15-17,20,25-28,30,31,37-39,

42)、any breastfeeding を検討したものは

33 件

(5-8,10-12,14-29,31-36,40,41,43,44)で

全体の 8割を超えた。 

曝露である母体の体重測定について、

「妊娠期間中の体重」について情報収集し

ていたものは 19 件

(8,10,15-17,19,20,22,25,27,28,31,32,35

,36,38,40,43,44)であった。 

5 件(11,17,29,30,35)を除く研究におい

て、開始あるいは継続のどちらかにて非妊

娠前体重区分と母乳による育児の確立の間

に有意な関連を認めた。関連の方向はほと

んどが肥満において母乳確立が低下すると

いうもので、対象となった 40文献では、妊

娠前の BMI 区分において肥満の群の設定が

可能だった研究が、35件

(5-16,18,19,21-24,27-32,34-39,41-44)と

相当数認められた。一方、妊娠前 BMI 低値

のやせの効果を検討したものは 12件

(8,11,15,16,19,23,24,36-38,40,42)で、そ

のうち 3件(19,36,40)がやせでも肥満と同

様、母乳による育児確立の有意なリスクフ

ァクターになると報告していた。 

 

Ｄ．考察 

  本研究の結果、検討した 40文献中、ほと

んどが非妊娠前 BMI 区分と母乳による育児

確立の間には有意な関連が認められ、関連

の方向性としては妊娠前体重が肥満である

と母乳による育児確立が不成功であるリス

クが増加した。検討した文献では、妊娠前

の BMI 区分において肥満の群の設定が可能

だった研究が圧倒的に多く、BMI18.5 未満

のやせの母乳による育児確立への影響を検

討した報告は少なかった。 

妊娠期間中の体重について検討している

論文は全体の 5件と少なく、妊娠前体重と

の交互作用について検討していたのは 4件

であった。妊娠期間中の母体の体重増加に

ついて、ほとんどの欧米の研究では、IOM

から公表されているガイドラインに準拠し

て、妊娠前 BMI を考慮した場合の妊娠期間

中体重増加推奨量を区分けに用いていた

(45)。日本では現在、妊娠時の体重増加に

ついて日本産婦人科学会周産期委員会

（1997 年）(46)、日本肥満学会（2006 年(47) 

2007 年(48)）、厚生労働省「健やか親子 21」

（2006 年）(49)など複数の基準があり、そ

れぞれ妊娠前の体格区分別に推奨体重増加

量が示されているが、それぞれの目的が、

妊娠高血圧症候群の予防、産科的異常の減

少、適正な出生体重と目的が異なり現場が

混乱している。その上、いずれの基準も母
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乳栄養・育児の確立を目標に設定しておら

ず、日本には母乳による育児を目的とした

妊娠前体重と妊娠期間中体重増加量に関す

る確立された指標はなく今後のエビデンス

の蓄積が望まれる。 

本研究の限界点として、アウトカム指

標とした母乳栄養の定義が研究間で一致し

ていないことが挙げられる。Labbok らは、

breastfeeding を full と partial と token

に 3 分類し、full を exclusive と almost 

exclusive に、partial を high, medium, low

に分類している(50)。WHO では exclusive 

breastfeeding (EBF), predominant 

breastfeeding, timely complementary 

feeding を定義しており、EBF は母乳のみ

（搾乳やもらい乳も含む、ビタミン、ミネ

ラル、薬剤などの投与は可能）、predominant

は母乳が主な栄養（水、飲料水、果汁、経

口補液溶液、ビタミン、ミネラル、薬剤は

可能だが、人工乳は不可）としている

(51,52)。日本では、母乳による育児に関し

て、母乳栄養や母乳哺育、母乳育児の用語

が用いられているが、共通認識と出来るよ

うな明確な定義付けはなされていない。こ

れまでに日本で行われた調査では、EBF は

母乳栄養に、timely complementary feeding

や any breastfeeding は混合栄養に概ね対

応していると考えられる。このため、厳密

には国際比較が困難である。第二に、母乳

栄養の開始および継続の期間の設定につい

て研究間で定義にばらつきがある。例えば

開始の定義を退院時とするもの、1ヶ月、3

か月とするものがあるが、研究によっては

3か月の母乳栄養確立を継続として定義し

ているものもある。第三に、母体の妊娠前

体重の区分分けや肥満の定義が研究間で一

致していない。また妊娠前の体重も自己申

告であることや、妊娠初診時の自己申告で

あるとつわりの影響で過小評価されている

可能性も否定できない。第四に、公表バイ

アスの可能性で、とくにやせの効果につい

ては欧米の研究でも検討されているものが

圧倒的に少ない状況であった。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、40文献の検討の結果、妊

娠前の肥満と、妊娠期間中の過剰な体重増

加は、母乳による育児の確立に望ましくな

い影響を与えた。妊娠前のやせと、過少な

体重増加については、いずれの論文でも十

分に検討していなかった。現在日本では、

妊娠前の母体 BMI と妊娠期間中の推奨体重

増加量に関する基準には、母体の妊娠合併

症予防、出生児の体重など、異なる帰結を

目的とした基準が複数発表されている。今

後、肥満の割合が少ないアジアにおいて、

さらに思春期から妊娠可能年齢の女性のや

せの割合が高い日本において、妊娠前の母

体 BMI と妊娠期間中の体重増加が、母乳に

よる育児に及ぼす影響について疫学研究が

必要である。母乳による育児の確立を目的

に設定した、日本人のための妊娠前 BMI の

区分別の推奨体重増加量を検討することが

必要である。     

 

引用文献 

1.Victora CG, Bahl R, Barros AJ, et al. 

Breastfeeding in the 21st century: 

epidemiology, mechanisms, and lifelong 

effect. Lancet 2016;387:475-90. doi: 

10.1016/S0140-6736(15)01024-7. 

2.World Health Organization. Protecting, 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

promoting, and supporting 

breasrfeeding: The special role of 

maternity services. Geneva, 

Switzerland: World Health Organization; 

1989. 

3.厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保

健課．平成 17 年度乳幼児栄養調査結果の概

要． 2006 年 6月  

4.厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保

健課．「健やか親子２１」最終評価報告書に

ついて. 2013 年 11 月. 

5.Hilson JA, Rasmussen KM, Kjolhede CL. 

Maternal obesity and breast-feeding 

success in a rural population of white 

women. Am J Clin Nutr 1997;66:1371-8. 

6.Donath SM, Amir LH. Does maternal 

obesity adversely affect breastfeeding 

initiation and duration? Breastfeed Rev 

2000;8:29-33. 

7.Sebire NJ, Jolly M, Harris JP, et al. 

Maternal obesity and pregnancy outcome: 

a study of 287,213 pregnancies in London. 

Int J Obes Relat Metab Disord 

2001;25:1175-82. 

8.Li R, Jewell S, Grummer-Strawn L. 

Maternal obesity and breast-feeding 

practices. Am J Clin Nutr 2003;77:931-6. 

9.Hilson JA, Rasmussen KM, Kjolhede CL. 

High prepregnant body mass index is 

associated with poor lactation outcomes 

among white, rural women independent of 

psychosocial and demographic correlates. 

J Hum Lact 2004;20:18-29. 

10.Kugyelka JG, Rasmussen KM, Frongillo 

EA. Maternal obesity is negatively 

associated with breastfeeding success 

among Hispanic but not Black women. J 

Nutr 2004;134:1746-53. 

11.Grjibovski A.M YA, Bygren L.O, 

Sjostrom M. Socio-demographic 

determinants of initiation and duration 

of breastfeeding in northwest Russia. 

Acta Paediatr 2005;94:588-94. 

12.Locke RO PD, DiMatteo D. 

Breastfeeding continuation factors in a 

cohort of Delaware mothers. Del Med J 

2006;78:295-300. 

13.Oddy WH, Li J, Landsborough L, Kendall 

GE, Henderson S, Downie J. The 

association of maternal overweight and 

obesity with breastfeeding duration. J 

Pediatr 2006;149:185-91. 

14.Della A Forster HLM, Judith Lumley. 

Factors associated with breastfeeding at 

six months postpartum in a group of 

Australian women. International 

Breastfeeding Journal 2006;1. 

15.Hilson JA, Rasmussen KM, Kjolhede CL. 

Excessive weight gain during pregnancy 

is associated with earlier termination 

of breast-feeding among White women. The 

Journal of nutrition 2006;136:140-6. 

16.Jennifer L Baker KFM, Thorkild IA 

Sørensen, Kathleen M Rasmussen. High 

prepregnant body mass index is 

associated with early termination of 

full and any breastfeeding in Danish 

women. Am J Clin Nutr 2007;86:404-11. 

17.Giovannini M, Radaelli G, Banderali G, 

Riva E. Low prepregnant body mass index 

and breastfeeding practices. J Hum Lact 

2007;23:44-51. 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

18.Donath SM, Amir LH. Maternal obesity 

and initiation and duration of 

breastfeeding: data from the 

longitudinal study of Australian 

children. Matern Child Nutr 

2008;4:163-70. 

19.Manios Y, Grammatikaki E, Kondaki K, 

Ioannou E, Anastasiadou A, Birbilis M. 

The effect of maternal obesity on 

initiation and duration of 

breast-feeding in Greece: the GENESIS 

study. Public Health Nutr 

2009;12:517-24. 

20.Mok E, Multon C, Piguel L, et al. 

Decreased full breastfeeding, altered 

practices, perceptions, and infant 

weight change of prepregnant obese 

women: a need for extra support. 

Pediatrics 2008;121:e1319-24. 

21.Kehler H.L CKH, Tough S.C. Risk 

factors for cessation of breastfeeding 

prior to six months postpartum among a 

community sample of women in Calgary, 

Alberta. Can J Public Health 

2009;100:376-80. 

22.Nohr EA, Vaeth M, Baker JL, Sorensen 

TI, Olsen J, Rasmussen KM. Pregnancy 

outcomes related to gestational weight 

gain in women defined by their body mass 

index, parity, height, and smoking 

status. Am J Clin Nutr 2009;90:1288-94. 

23.Liu J, Smith MG, Dobre MA, Ferguson JE. 

Maternal obesity and breast-feeding 

practices among white and black women. 

Obesity (Silver Spring) 2010;18:175-82. 

24.Kitsantas P, Pawloski LR. Maternal 

obesity, health status during pregnancy, 

and breastfeeding initiation and 

duration. J Matern Fetal Neonatal Med 

2010;23:135-41. 

25.Al-Sahab B, Lanes A, Feldman M, Tamim 

H. Prevalence and predictors of 6-month 

exclusive breastfeeding among Canadian 

women: a national survey. BMC Pediatr 

2010;10:20. 

26.Mehta UJ, Siega-Riz AM, Herring AH, 

Adair LS, Bentley ME. Maternal obesity, 

psychological factors, and 

breastfeeding initiation. Breastfeed 

Med 2011;6:369-76. 

27.Krause KM, Lovelady CA, Ostbye T. 

Predictors of breastfeeding in 

overweight and obese women: data from 

Active Mothers Postpartum (AMP). Matern 

Child Health J 2011;15:367-75. 

28.Leonard SA, Rasmussen KM. Larger 

infant size at birth reduces the negative 

association between maternal 

prepregnancy body mass index and 

breastfeeding duration. J Nutr 

2011;141:645-53. 

29.Leonard SA, Labiner-Wolfe J, Geraghty 

SR, Rasmussen KM. Associations between 

high prepregnancy body mass index, 

breast-milk expression, and breast-milk 

production and feeding. Am J Clin Nutr 

2011;93:556-63. 

30.Tenfelde S, Finnegan L, Hill PD. 

Predictors of breastfeeding exclusivity 

in a WIC sample. J Obstet Gynecol 

Neonatal Nurs 2011;40:179-89. 

31.Guelinckx I, Devlieger R, Bogaerts A, 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

Pauwels S, Vansant G. The effect of 

pre-pregnancy BMI on intention, 

initiation and duration of 

breast-feeding. Public Health Nutr 

2012;15:840-8. 

32.Fernandes TA, Werneck GL, Hasselmann 

MH. Prepregnancy weight, weight gain 

during pregnancy, and exclusive 

breastfeeding in the first month of Life 

in Rio de Janeiro, Brazil. J Hum Lact 

2012;28:55-61. 

33.Mehta UJ, Siega-Riz AM, Herring AH, 

Adair LS, Bentley ME. Pregravid body mass 

index, psychological factors during 

pregnancy and breastfeeding duration: is 

there a link? Matern Child Nutr 

2012;8:423-33. 

34.Hauff LE, Demerath EW. Body image 

concerns and reduced breastfeeding 

duration in primiparous overweight and 

obese women. Am J Hum Biol 

2012;24:339-49. 

35.Bartok CJ, Schaefer EW, Beiler JS, 

Paul IM. Role of body mass index and 

gestational weight gain in breastfeeding 

outcomes. Breastfeed Med 2012;7:448-56. 

36.Thompson LA, Zhang S, Black E, et al. 

The association of maternal 

pre-pregnancy body mass index with 

breastfeeding initiation. Matern Child 

Health J 2013;17:1842-51. 

37.Sipsma HL, Magriples U, Divney A, 

Gordon D, Gabzdyl E, Kershaw T. 

Breastfeeding behavior among 

adolescents: initiation, duration, and 

exclusivity. J Adolesc Health 

2013;53:394-400. 

38.Brown CR, Dodds L, Attenborough R, et 

al. Rates and determinants of exclusive 

breastfeeding in first 6 months among 

women in Nova Scotia: a population-based 

cohort study. CMAJ Open 2013;1:E9-E17. 

39.Visram H, Finkelstein SA, Feig D, et 

al. Breastfeeding intention and early 

post-partum practices among overweight 

and obese women in Ontario: a selective 

population-based cohort study. J Matern 

Fetal Neonatal Med 2013;26:611-5. 

40.Zhu P, Hao J, Jiang X, Huang K, Tao F. 

New insight into onset of lactation: 

mediating the negative effect of 

multiple perinatal biopsychosocial 

stress on breastfeeding duration. 

Breastfeed Med 2013;8:151-8. 

41.Stuebe AM, Horton BJ, Chetwynd E, 

Watkins S, Grewen K, Meltzer-Brody S. 

Prevalence and risk factors for early, 

undesired weaning attributed to 

lactation dysfunction. J Womens Health 

(Larchmt) 2014;23:404-12. 

42.Hayes DK, Mitchell KM, Donohoe-Mather 

C, Zaha RL, Melcher C, Fuddy LJ. 

Predictors of exclusive breastfeeding at 

least 8 weeks among Asian and Native 

Hawaiian or other Pacific Islander race 

subgroups in Hawaii, 2004-2008. Matern 

Child Health J 2014;18:1215-23. 

43.Li C, Kaur H, Choi WS, Huang TT, Lee 

RE, Ahluwalia JS. Additive interactions 

of maternal prepregnancy BMI and 

breast-feeding on childhood overweight. 

Obes Res 2005;13:362-71. 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

44.Jain NJ, Denk CE, Kruse LK, Dandolu V. 

Maternal obesity: can pregnancy weight 

gain modify risk of selected adverse 

pregnancy outcomes? Am J Perinatol 

2007;24:291-8.  

45.academics IoMaNRCotm. Weight Gain 

During Pregnancy: Reexamining the 

Guidelines. Washington, D.C.: THE 

NATIONAL ACADEMIES PRESS; 2009. 

46.中林正雄. 妊娠中毒症の栄養管理指針. 

日産婦誌 1999;51:N-507―10. 

47.日本肥満学会（編）. 肥満症治療ガイド

ライン. 肥満研究 2006;12（臨時増刊号）. 

48.日本肥満学会（編）. 肥満症治療ガイド

ラインダイジェスト版. 協和企画 

2007:125－6. 

49.厚生労働省. 妊産婦のための食生活指

針「健やか親子 21」推進検討会. 2006. 

50.Labbok M, Krasovec K. Toward 

consistency in breastfeeding 

definitions. Studies in family planning 

1990;21:226-30. 

51.World Health Organization. 

Indicators for assessing breast-feeding 

practices. Geneva, Switzerland: World 

Health Organization. 1991. 

52.Indicators for assessing infant and 

young child feeding practices. World 

Health Organization, 2008.  

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 
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②堀江早喜、野村恭子、木戸道子、杉本充
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第 89回日本衛生学会（北海道） 
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添付資料 

図１．Search Strategy 

表１． 40 文献の一覧  
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図 1. Search Strategy  

(Database(s): Ovid MEDLINE(R) In-Process & Other Non-Indexed Citations November 26, 

2014, Ovid MEDLINE(R) 1946 to Present with Daily Update, Ovid OLDMEDLINE(R) 1946 to 

1965)  

# Searches Results 

1 exp *Breast Feeding/ 17265 

2 *Pregnancy Outcome/ 13849 

3 exp Breast Feeding/ 27325 

4 2 and 3 72 

5 
((exclusive* or full or duration or intention or initiation or discharge) adj4 (breastfe* or 

breast-fe* or BF)).tw. 
7921 

6 1 or 4 or 5 20524 

7 body mass index/ 88970 

8 exp Overweight/ 157307 

9 Thinness/ 3954 

10 exp body weight changes/ 53801 

11 Body Weight/ 168080 

12 (body or BMI or obesity or obese* or overweight or weight).tw. 1262665 

13 or/7-12 1380514 

14 6 and 13 3474 
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15 
(prepregnan* or pre-pregnan* or pregravid* or pre-gravid* or ((before or prior) adj3 

(pregnan* or gravid*))).tw. 
12989 

16 ((body or BMI or obesity or obese* or overweight or weight) adj2 women).tw. 15381 

17 15 or 16 27509 

18 14 and 17 222 

19 animals/ not humans/ 4003850 

20 18 not 19 222 

21 limit 18 to (english or japanese) 204 

22 remove duplicates from 21 183 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

分担研究テーマ：栄養法と予後の関係について 
 
研究分担者 清水俊明 順天堂大学大学院医学研究科小児思春期発達・病態学 教授 
研究協力者 東海林宏道 順天堂大学大学院医学研究科小児思春期発達・病態学 准教授 

 

 

研究要旨 

授乳・離乳の支援ガイドは平成 19 年の発行からもうすぐ 10 年が経過しようと

している。最近では、母乳栄養と将来のアレルギーや肥満の防止についての情報

が一般に広く浸透しつつある一方で、育児用ミルクの使用について偏った指導が

なされているという現状も散見される。そこで、母乳栄養と将来のアレルギーや

生活習慣病の発症、消化管機能の改善、母親の育児不安との関連について最新の

エビデンスを収集し、提言としてまとめた。母乳栄養と将来のアレルギー発症抑

制効果は限定的であるが、肥満防止については明確なエビデンスがあり、母乳栄

養推進の方針を変更する必要はないこと、乳たんぱく質消化調製粉乳やペプチド

ミルクにアレルギー予防効果はないこと、不安の強い母親に対する母乳育児につ

いては早期の専門的アプローチを検討することなどを提言とした。 

 

Ａ．研究目的 

母乳は新生児、乳児にとって最適な栄養

源であり、育児をサポートする医師や看護

師、助産師、保健師は離乳開始までの期間、

母乳栄養を推進するべきである。最近では

母乳栄養が将来のアレルギーを防止する、

あるいは肥満を抑制するといった情報が一

般に広く浸透しつつある一方で、少しでも

育児用ミルクを与えてしまうとアレルギー

や肥満になってしまう、ペプチドミルクが

アレルギーを予防するといった指導が母親

を悩ませ、育児不安に陥ってしまうといっ

た事例も散見される。授乳・離乳の支援ガ

イドには、「食物アレルギーについて」「乳

児期の栄養と肥満、生活習慣病との関わり

について」「子どもの出生状況と栄養方法、

授乳に対する不安」といった項目で詳細に

情報提供がなされているが、平成 19年の発

行からもうすぐ 10 年が経過しようとして

いることを踏まえ、「CQ2.1: 正期産児に母

乳栄養を行うと児のアレルギー疾患を予防

できるか？」「CQ2.2: 正期産児に母乳栄養

を行うと児のメタボリック症候群を予防で

きるか？（追加：離乳食の開始を早める/

遅らせることでメタボリック症候群を予防

できるか？）」「CQ2.3：母乳育児は母親の育

児不安を低減できるか？」「CQ2.4：母乳栄

養は消化管機能を改善させるか？」という

4項目の CQ ついて、最新のエビデンスを収

集し、提言としてまとめることを研究の目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

文献検索データベースは PubMed を用いた。 
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1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー
疾患を予防できるか 

#1 breastfeeding OR “exclusive 

breastfeeding": 45244 

#2 allergy OR allergic disease: 418070 

#3 meta-analysis OR systematic review: 166381 

#4 #1 AND #2 AND #3: 66 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

2009年以降の5文献を採用した 1)-5)。また、

加水分解乳/部分加水分解乳について最新

の meta-analysis6)を追加し提言を作成し

た。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始
を早める/遅らせると、メタボリッ

ク症候群を予防できるか 
2-1.母乳栄養 

#1 breastfeeding OR “exclusive 

breastfeeding": 45244 

#2 "metabolic syndrome" OR "type 2 diabetes" OR 

obesity: 340109 

#3 meta-analysis OR systematic review: 167013, 

#4 #1 AND #2 AND #3: 87 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

2006年以降の5文献を採用した 7)-11)。また、

国内から発表された大規模な縦断的研究を
12)を追加し提言を作成した。 

2-2.離乳食の開始 

#1 "additional foods" OR "solid foods" OR 

"complementary foods": 1796 

#2 "metabolic syndrome" OR "type 2 diabetes" OR 

obesity: 340109 

#3 meta-analysis OR systematic review: 167013 

#4 #1 AND #2 AND #3: 11 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

2011 年以降の 5文献を採用した 13)-17)。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できる

か 
#1 breastfeeding OR "exclusive breastfeeding": 

45244 

#2 meta-analysis OR systematic review: 167013 

#3 depression OR anxiety: 470032 

#4 #1 AND #2 AND #3: 58 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

2009 年以降の 3文献を採用し 18)-20)、提言を

作成した。 

4. 母乳栄養は消化管機能を改善させ
るか 

“intestinal function”、“motility”

などの用語を用いて文献検索を試みたが、

母乳栄養と消化管機能に関連する

systematic review や meta-analysis を見

出すことはできなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー
疾患を予防できるか 

母乳栄養の期間と小児期の喘鳴/喘息発

症リスクの減少には関連があるとする報告

もあるが 1), 2)、関連がないとする報告もあ

る 4)。小児期の湿疹/アトピー性皮膚炎、ア

レルギー性鼻炎発症に対する母乳栄養の効

果は限定的であり 1), 5)、食物アレルギーに

ついては明確なエビデンスはない 3)。一方、

ハイリスク児に対する蛋白加水分解乳のア

レルギー予防効果について、最近ではエビ

デンスはないとする報告が多い 6)。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始
を早める/遅らせると、メタボリッ

ク症候群を予防できるか 

 国内の大規模な縦断的研究では、 6-7 か

月間の完全母乳栄養が他の栄養法に比べ 7

歳時の肥満を減らすと報告されている 12)。
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母乳栄養もしくは母乳栄養の期間と小児期

の過体重/肥満発症リスク減少との間には

明確な関連がある 7)-10)。母乳栄養児では他

の栄養児に比べのちの2型DMの発症が低い

とするエビデンスがある 11)。早期の離乳食

開始と小児期の肥満との関連について一貫

したエビデンスはないが 13),17)、生後 4か月

以前の離乳食開始が小児期の過体重/肥満

の リスクになるとするいくつかの

meta-analysis がある 14)-16)。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できる
か 

産後不安やうつ徴候がある女性では母乳

栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の短縮

が産後うつ病の発症リスクを上げるとする

systematic review がある 18)-20)。 

4. 母乳栄養が消化管機能を改善させ
るか 

エビデンスとなりえる systematic 

review や meta-analysis はない。 

 

Ｄ．考察（指針およびガイドへの提言） 

1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー
疾患を予防できるか 

→<参考 4>食物アレルギーについ

て(p.48-53) 

母乳栄養が食物アレルギーを減らすとい

う明確なエビデンスはない。母乳栄養期間

が喘息やアレルギー性鼻炎減少に関係があ

るとする報告もあるが、母乳栄養によるウ

イルス感染防御効果が影響していると推察

される。また、乳幼児期の湿疹/アトピー性

皮膚炎に対する効果についても一定の見解

はなく、アレルギー疾患に対する母乳の予

防効果は限定的と認識する必要がある。ハ

イリスク児に対する蛋白加水分解乳のアレ

ルギー予防効果について、最近ではエビデ

ンスはないとする報告が多く、少なくとも

乳たんぱく質消化調製粉乳やペプチドミル

クがアレルギーを予防するといった指導は

避けなければならない。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始
を早める/遅らせると、メタボリッ

ク症候群を予防できるか 

→<参考 1> 乳児期の栄養と肥満、

生活習慣病との関わりについて

(p.45) 

国内での大規模研究では、6-7 か月間の

完全母乳栄養が他の栄養法に比べて 7～8

歳時の肥満を減らすと報告された。母乳栄

養もしくは母乳栄養の期間と小児期の過体

重/肥満発症リスク減少との関連について

はエビデンスがある。しかし、完全母乳栄

養児と混合栄養児との間に肥満発症に差が

あるとするエビデンスはなく、育児用ミル

クを少しでも与えると肥満になるといった

表現で誤解を与えないように配慮する。一

方、早期の離乳食開始が小児期の過体重/

肥 満 の リ ス ク と す る い く つ か の

meta-analysis があるので、少なくとも 4

か月以前に離乳食を開始しないという指導

は必要である。乳児期の栄養指導の際は、

体重だけでなく身長や BMI の変動にも留意

したフォローアップを行う。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できる
か 

→5 子どもの出生状況と栄養方法、

授乳に対する不安(p.9) 

産後不安やうつ徴候がある女性では母乳

栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の短縮

が産後うつ病の発症リスクを上げるとする

systematic review があるため、不安の強
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い母親に対しては早期の専門的アプローチ

を検討する。 

  

Ｅ．結論 

• 母乳栄養のアレルギー疾患予防効
果は限定的であるが、母乳栄養推

進について方針を変更する必要は

ない。 

• 母乳栄養には将来の肥満発症を抑
えるというエビデンスがあり、母

乳栄養推進について方針を変更す

る必要はない。 

• 早期の離乳食開始が肥満発症リス
クとなる可能性があり、離乳食開

始時期について方針を変更する必

要はない。 

• 母親のうつ徴候と母乳栄養期間短
縮の関連について認識し、不安の

強い母親には早期の専門的アプロ

ーチを検討する。 
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分担研究のスコープ 

1. 現「授乳・離乳の支援ガイド」がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定され

る利用者、利用

施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイ

ドラインとの

関係 

平成 19年版「授乳・離乳の支援ガイド」 

（6）重要課題 課題 1：栄養法と児のアレルギー疾患発症との間にどの程度の関係がある

のか検討する 

課題 2：栄養法と児のメタボリック症候群発症との間にどの程度の関係が

あるのか検討する 

課題 3：栄養法により母親の育児不安の程度は変化するのかを検討する 

課題 4：栄養法により児の消化管機能は影響を受けるかを検討する 

（7）ガイドラ

インがカバー

する範囲 

母親への授乳および離乳の支援を行う時の支援者のガイドとして使用 

（8）クリニカ

ルクエスチョ

ン(CQ)リスト 

 

CQ2.1：正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患を予防できる

か？ 

CQ2.2：正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリック症候群を予防でき

るか？（追加：離乳食の開始を早める/遅らせることでメタボリック症候

群を予防できるか？） 

CQ2.3：母乳育児は母親の育児不安を低減できるか？ 

CQ2.4：母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケ

ジュール 

2016年 5～9月 

（2）エビデン

スの 

検索 

• 検索対象はシステマティックレビュー論文、meta-analysis
論文を基本とした。 

• 検索データベースは PubMed、Cochraneを用いた。 
• PICOに基づく包括的な文献検索を行った。 
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• 検索対象期間 2001年 1月 1日以降 
（3）文献の選

択 

基準、除外基準 

システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデン

スの 

評価と統合の

方法 

システマティックレビューに関しては PRISM声明、AMSTARを用いる。

個別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 

（1）推奨作成

の基本方針 

システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を

提言する。 

（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価

の具体的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予

定 

研究班報告書として公開。 
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CQに対する PICOの作成 

CQ  

   

2.1 

 

正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患を予防できるか？ 

 

P 

 

正期産児 

 

I 

 

母乳栄養の有無、母乳栄養の期間 

 

C 

 

短期間の母乳栄養もしくは人工栄養 

O 

 

アレルギー疾患の発症 

 

臨床的文脈  

 

CQ  

   

2.2 

 

正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリック症候群を予防できる

か？（追加：離乳食の開始を早める/遅らせることでメタボリック症候群

を予防できるか？） 

P 

 

正期産児 

 

I 

 

母乳栄養の有無、母乳栄養の期間 

（追加：離乳食の開始時期） 

C 

 

短期間の母乳栄養もしくは人工栄養 

（追加：早期の離乳食開始もしくは離乳食の開始を遅らせる） 

O 

 

メタボリック症候群の発症 

臨床的文脈  
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CQ  

   

2.3 

 

母乳育児は母親の育児不安を低減できるか？ 

P 

 

正期産児 

 

I 

 

母乳栄養の有無、母乳栄養の期間 

 

C 

 

短期間の母乳栄養もしくは人工栄養 

 

O 

 

育児不安、産後うつの発症 

臨床的文脈  

 

CQ  

   

2.4 

 

母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 

P 

 

正期産児 

 

I 

 

母乳栄養の有無、母乳栄養の期間 

 

C 

 

短期間の母乳栄養もしくは人工栄養 

 

O 

 

消化管機能、消化管運動に相違があるか 

臨床的文脈  
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：66

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：66

除外文献数：51

内容を吟味した文献数：5

除外文献数：0

採用した文献数：5

CQ2.1：正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギー
疾患を予防できるか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：87

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：87

除外文献数：78

内容を吟味した文献数：9

除外文献数：4

採用した文献数：5

CQ2.2：正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリック
症候群を予防できるか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：11

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：11

除外文献数：6

内容を吟味した文献数：5

除外文献数：0

採用した文献数：5

CQ2.2：離乳食の開始を早める/遅らせることでメタボ
リック症候群を予防できるか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：58

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：58

除外文献数：55

内容を吟味した文献数：3

除外文献数：0

採用した文献数：3

CQ2.3：母乳育児は母親の育児不安を低減できるか？
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ2.1） 

文献 研究デ

ザイン 

P I C O 除

外 

コメント 

Lodge CJ, et al. 

Breastfeeding and 

asthma and allergies: 

a systematic review 

and meta-analysis. 

Acta Paediatr. 

104:38-53,2015. 

meta-an

alysis 

正期産

児 

母乳栄

養の有

無、母乳

栄養の

期間 

短期間

の母乳

栄養も

しくは

人工栄

養 

アレル

ギー疾

患発症

の有無 

 母乳栄養の期間（長さ）は

5-18歳の喘息発症リスク減

少に関係があり(OR 0.90, 

95% CI 0.82-0.97)、5歳以下

のアレルギー性鼻炎減少に

も弱い効果がある(OR 0.92, 

95% CI 0.84-1.01)。3-4か月

間の母乳栄養継続は 2歳以

下の湿疹発症リスク減少と

弱い関連がある(OR 0.74,  

95% CI 0.57-0.97)。中間～低

所得層に効果が強い。母乳栄

養によるウイルス感染防御

効果が影響している可能性

が示唆される。 

Dogaru CM, et al. 

Breastfeeding and 

childhood asthma: 

systematic review and 

meta-analysis. Am J 

Epidemiol. 

179:1153-67,2014. 

meta-an

alysis 

正期産

児。家

族歴等

のハイ

リスク

児の研

究は除

く 

母乳栄

養の有

無、母乳

栄養の

期間（3

か月、6

か月） 

短期間

の母乳

栄養も

しくは

人工栄

養 

喘息/喘

鳴の発

症（0-2

歳、3-6

歳、7歳

以上） 

 母乳栄養と喘息発症減少と

には関連があり（OR 0.78, 

95% CI 0.74-0.84)、0-2歳時

の防御効果が大きい。西洋人

と非西洋人に発症の差はな

し。 

Kramer MS, Optimal 

duration of exclusive 

breastfeeding. 

Cochrane Database 

Syst Rev. 15, 2012. 

 

 

meta-an

alysis 

正期産

児（低

出生体

重児は

含む）。

先進

国。 

6-7か月

間の完

全母乳

栄養 

3-4か月

間の母

乳栄養 

①12か

月間の

アトピ

ー性皮

膚炎、②

1歳まで

の食物

アレル

 ①は 2研究、②は 1研究、③

は 2研究が採択され、いずれ

においても 6-7か月間の完

全母乳栄養の効果は認めな

かった。 
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ギー、③

12か月

間の喘

鳴エピ

ソード 

Brew BK, et al. 

Systematic review 

and meta-analysis 

investigating breast 

feeding and childhood 

wheezing illness. 

Paediatr Perinat 

Epidemiol. 

25:507-18,2011. 

meta-an

alysis 

正期産

児 

完全も

しくは

いかな

る母乳

栄養 

人工栄

養 

5歳以降

の喘

鳴・喘息 

 完全もしくはいかなる母乳

栄養と 5歳以降の喘鳴・喘息

に関連は認めなかった。 

Yang YW, et al. 

Exclusive 

breastfeeding and 

incident atopic 

dermatitis in 

childhood: a 

systematic review and 

meta-analysis of 

prospective cohort 

studies. Br J 

Dermatol. 

161:373-83,2009. 

meta-an

alysis 

正期産

児。家

族歴の

ある児

も含む 

3か月以

上の完

全母乳

栄養 

3か月以

内の母

乳栄養

か人工

栄養 

小児期

のアト

ピー性

皮膚炎

発症（平

均フォ

ローア

ップ 2.2

年）。 

 全体では OR 0.89 (95% CI 

0.76-1.04)と完全母乳栄養の

AD抑制効果は認めなかった

が、対照を育児用ミルク栄養

児とした 9研究に限定する

と軽度の AD抑制効果（OR 

0.70, 95% CI: 0.50-0.99）を

認めた。 

 

引用文献リスト 

採用論文 5 

 

 

 

不採用論文 0 

 

 

 

その他の 

引用論文 

Boyle, et al. Hydrolysed formula and risk of allergic or 

autoimmune disease: systematic review and meta-analysis. 

ハイリスク児に対する蛋白加水分解

乳のアレルギー予防効果について、最
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BMJ. 2016 (published on line). 近ではエビデンスはないとする報告

が多い 

二次スクリーニング後の一覧表（CQ2.2） 

文献 研究デ

ザイン 

P I C O 除

外 

コメント 

Victora CG, et al. 

Breastfeeding in the 

21st century: 

epidemiology, 

mechanisms, and 

lifelong effect. Lancet. 

387:475-90,2016. 

systemat

ic review 

of 

systemat

ic 

reviews 

正期産

児 

母乳栄

養の有

無、母乳

栄養の

期間 

短期間

の母乳

栄養も

しくは

人工栄

養 

メタボ

リック

症候群

の発症 

 母乳栄養とのちの過体重お

よび肥満の減少との間には

一貫した関連がある。完全母

乳栄養の期間とのちの過体

重および肥満のリスクとの

関連についてはエビデンス

がない。母乳栄養(any)の期

間が短いほど、のちの肥満お

よび過体重リスク減少効果

が弱まる。完全母乳栄養が部

分的母乳栄養に比べ肥満お

よび過体重防止効果が強い

というエビデンスはない。 

Horta BL, et al. 

Long-term 

consequences of 

breastfeeding on 

cholesterol, obesity, 

systolic blood 

pressure and type 2 

diabetes: a systematic 

review and 

meta-analysis. Acta 

Paediatr. 

104:30-7,2015. 

meta-an

alysis 

正期産

児。 

母乳栄

養(ever

～

exclusiv

e) 

短期間

の母乳

栄養も

しくは

人工栄

養 

①過体

重/肥満、

②血圧、

③2型

DM、④

総コレ

ステロ

ール値 

 母乳栄養児では過体重/肥満

になりにくい(Odds ratio 

0.74:0.70, 0.78)。総コレステ

ロールは母乳栄養と関連し

ない。収縮期血圧は母乳栄養

児で低い(-0.80)が、大規模研

究や拡張期血圧に差はない。

2型 DMも母乳栄養児で

Odds ratioが低い(0.65: 

0.49, 0.86)。 

Yan J, The 

association between 

breastfeeding and 

childhood obesity: a 

meta-analysis. BMC 

meta-an

alysis 

正期産

児 

母乳栄

養(ever

～

exclusiv

e) 

短期間

の母乳

栄養も

しくは

人工栄

小児期

の肥満 

 母乳栄養は小児期の肥満を

有意に減少させ（Odd ratio 

0.78: 0.74, 0.81)、母乳栄

養の期間と肥満リスク減少

に関連がある。 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

Public Health. 13, 

2014 (open access). 

養 

Weng SF, et al. 

Systematic review 

and meta-analyses of 

risk factors for 

childhood overweight 

identifiable during 

infancy. Arch Dis 

Child. 97:1019-26, 

2012. 

meta-an

alysis 

正期産

児 

母乳栄

養 

人工栄

養 

小児期

の肥満 

 母乳栄養では非母乳栄養に

小児期肥満が15%減少する。

早期の離乳食開始と小児期

肥満に関連があるとするい

くつかのエビデンスがある。

母乳栄養の期間や出生時の

経済状況なども影響する。 

Owen CG,et al. Does 

breastfeeding 

influence risk of type 2 

diabetes in later life? 

A quantitative analysis 

of published evidence. 

Am J Clin Nutr. 

84:1043-54, 2006. 

meta-an

alysis 

正期産

児。 

母乳栄

養 

人工栄

養 

2型糖尿

病の発

症、空腹

時血糖

値およ

びイン

スリン

値 

 母乳栄養では人工乳栄養に

比べ、のちの 2型 DM発症リ

スクが低い（Odds ratio 0.61: 

0.44, 0.85)。DMのない対象

での検討で、母乳栄養であっ

た小児・成人では人工栄養に

比べ、空腹時インスリン値が

3%低い（血糖値に差はな

し）。母乳栄養児では人工乳

栄養児に比べインスリン値、

血糖値が低い。 

 

引用文献リスト 

採用論文 5 

 

 

 

不 採 用 論

文 

・ Martin A, et al. Impact of adherence to WHO infant 

feeding recommendations on later risk of obesity and 

non-communicable diseases: systematic review. 

Matern Child Nutr. 12:418-27,2016. 

・ Lefebvre CM, et al. The effect of breastfeeding on 

childhood overweight and obesity: a systematic 

review of the literature. J Am Assoc Nurse Pract. 

26:386-401,2014. 
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・ Pereira PF, et al. Does breastfeeding influence the 

risk of developing diabetes mellitus in children? A 

review of current evidence. J Pediatr (Rio J). 

90:7-15,2014. 

・ Kramer MS, et al. Optimal duration of exclusive 

breastfeeding. Cochrane Database Syst Rev. 

15,2012 (open access). 

その他の 

引用論文 

Yamakawa M, et al. Breast-feeding and hospitalization for 

asthma in early childhood: a nationwide longitudinal survey 

in Japan. Public Health Nutr. 18:1756-61,2015. 

6-7か月間の完全母乳栄養は人工乳

栄養児に比べ 7歳時の過体重（Odd 

ratio 0.85: 0.69-1.05)、肥満(Odd ratio 

0.55: 0.39-0.78)の発症リスクが低

い。8歳時でも同様。 
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ2.2） 

文献 研究デ

ザイン 

P I C O 除

外 

コメント 

Patro-Gołąb B, et al. 

Nutritional 

interventions or 

exposures in infants 

and children aged up 

to 3 years and their 

effects on subsequent 

risk of overweight, 

obesity and body fat: 

a systematic review of 

systematic reviews. 

Obes Rev. 17, 

1245-1257, 2016. 

systemat

ic review 

of 

systemat

ic 

reviews 

正期産

児 

生後 15

週もし

くは 4か

月以前

の離乳

食開始。 

生後 4-6

か月の

離乳食

開始。 

小児期

肥満の

発症 

 生後 15週もしくは 4か月以

前の離乳食開始と小児期の

肥満との関連について一貫

したエビデンスはない。 

Wang J, et al. 

EIntroduction of 

complementary 

feeding before 

4months of age 

increases the risk of 

childhood overweight 

or obesity: a 

meta-analysis of 

prospective cohort 

studies. Nutr Res. 

36:759-70, 2016. 

meta-an

alysis 

正期産

児。 

生後 4か

月以前

の離乳

食開始。 

生後 4-6

か月の

離乳食

開始。 

2歳-12

歳の過

体重お

よび肥

満。 

 生後 4か月以前の離乳食開

始は 4-6か月での開始に比

べ小児期の過体重（RR 1.18, 

95% CI 1.06-1.31)、肥満（RR 

1.33, 95% CI 1.07-1.64)のリ

スクがある。6か月以降の開

始では差はみられなかった。 

Pearce J, Timing of 

the introduction of 

complementary 

feeding and risk of 

childhood obesity: a 

systematic review. Int 

systemat

ic review 

正期産

児 

離乳食

開始時

期 

 小児期

の過体

重およ

び肥満 

 離乳食開始時期と小児期の

過体重、肥満との間に明確な

エビデンスはないが、生後 4

か月以前の開始は 4-6 か月

もしくは 6か月以降の開始

に比べて小児期の過体重の
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J Obes. 37, 2013 

(open access).. 

リスクとなるとするいくつ

かのエビデンスがある。 

Weng SF, et al. 

Systematic review 

and meta-analyses of 

risk factors for 

childhood overweight 

identifiable during 

infancy. Arch Dis 

Child. 97:1019-26, 

2012. 

meta-an

alysis 

正期産

児 

離乳食

の開始

時期 

 小児期

の過体

重およ

び肥満 

 生後 4か月以前の開始は 3

歳時の過体重のリスクとな

るとするいくつかのエビデ

ンスがあるが、母乳栄養児間

では差がないとする研究も

ある。 

Moorcroft KE, 

Association between 

timing of introducing 

solid foods and 

obesity in infancy and 

childhood: a 

systematic review. 

Matern Child Nutr. 

7:3-26, 2011. 

systemat

ic review 

先進国

の正期

産児 

離乳食

開始時

期 

 乳児期

～小児

期の肥

満 

 離乳食の開始時期と乳児期

～小児期の肥満との間に明

確な関連性はない。 

 

引用文献リスト 

採用論文 5 

 

 

 

不 採 用 論

文 

0  

その他の 

引用論文 

0  
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ2.3） 

文献 研究デ

ザイン 

P I C O 除

外 

コメント 

Fallon V, et al. 

Postpartum Anxiety 

and Infant-Feeding 

Outcomes: A 

Systematic Review. J 

Hum Lact. 26,2016 

(open access). 

systemat

ic review  

正期産

児 

Postpart

um 

anxiety

のある

母親 

Postpart

um 

anxiety

のない

母親 

母乳栄

養の継

続 

 Postpartum anxietyのある

女性では完全母乳栄養が少

なく、母乳栄養を早期にやめ

る傾向がある。入院中に母乳

をはじめたがらず、人工乳を

追加するとするいくつかの

エビデンスがある。 

Dias CC, et al. 

Beastfeeding and 

depression: a 

systematic review of 

the literature. J Affect 

Disord. 

171:142-54,2015. 

systemat

ic review 

正期産

児 

母乳栄

養の期

間 

 産後う

つ病の

発症 

 母乳栄養が短いほど産後う

つ病のリスクがあがる 

Dennis CL, The 

relationship between 

infant-feeding 

outcomes and 

postpartum 

depression: a 

qualitative systematic 

review. Pediatrics. 

123:e736-51, 2009 

systemat

ic review 

正期産

児 

産後う

つ徴候

の有無 

 母乳栄

養の継

続 

 産後早期のうつ徴候は母乳

栄養期間の短縮、授乳困難な

どのリスクがあがる。 

 

引用文献リスト 

採用論文 2 

 

 

 

不 採 用 論

文 

2  

その他の 0  



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

引用論文 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
分担研究テーマ：栄養法と児の神経発達およびビタミンK摂取について 

 
分担研究者 楠田 聡 東京女子医科大学母子総合医療センター 教授 

      研究協力者 戸津五月 東京女子医科大学母子総合医療センター 准講師 
 

研究要旨 

＜目的＞平成 19 年「授乳・離乳の支援ガイド」では、栄養法と予後の関係を考慮

して栄養法の支援を行っている。しかし、ガイド作成後 10年が経過したため、乳

幼児の栄養法と予後の関する最新の論文を検索して、その科学的根拠を検証する。

さらに、変更が必要な場合には変更案を提言する。 

＜方法＞栄養法と予後に関するクリニカルクエッション（CQ）を設定し、さらに

CQ に応じて PICO 作成する。そして PICO に合致する過去 10年間に発表された論文

を MEDLINE で系統的に検索する。ただし、コックランレビューまたは検索は

MEDLINE で 2001 年以降に掲載された文献で、Cochrane Rev あるいは米国小児科学

会のガイドラインを優先させた。CQ としては以下のものを設定した。 

CQ3.1 母乳栄養と神経発達 

CQ2.2 母乳栄養とビタミン K 

＜結果＞CQ に基づき論文の検索が行われ、内容の検証が行われた。 

CQ3.1 については 1編の論文が検索され、正期産児で 6.5 歳時の身長、体重、BMI、

認知・行動に関する神経発達においては、栄養法による有意な差をみとめなかっ

た。また、生後 6 か月以降も母乳のみで栄養を継続することは、児の成長にとっ

て利益はもたらされなかった。 

CQ3.2 については合致する論文が検索されなかった。 

＜考察＞母乳栄養と育児用ミルク栄養が乳幼児の発育発達に与える影響を科学的

に検証したが、母乳栄養児と混合栄養児の神経発達に有意な差を認めなかった。

そのため、現在のガイドラインの方針を変更する必要はないが、「母乳栄養児と混

合栄養児における神経発達においては、有意な差を認めないと報告されている。

そのため、母乳の利点を啓発することは重要であるが、混合栄養、あるいは育児

用ミルク栄養の場合でも、適切な育児支援を行うことが重要である」という追記

が必要と考えられる。 
＜結論＞栄養法と児の神経発達に関する追記を提言する。 

 

Ａ．研究目的 

平成 19 年「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、栄養法と予後の関係を考慮して栄養法

の支援を行っている。しかし、ガイド作成

後 10年が経過したため、最新の科学的根拠

に応じた内容に変更する必要性が生じた。
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特に、新生児および乳児にとって、母乳は

最良の栄養である一方で、様々な理由から、

混合栄養や育児用ミルクのみの栄養が選択

される場合もある。したがって、どの栄養

方法であっても、自分の行っている栄養方

法が、児の発育、発達に対してどのような

影響を与えるかという点に関して、多くの

母親が不安に感じている。そこで、乳幼児

栄養を通じた子ども育児支援をより強化す

るために、母乳栄養と育児用ミルク栄養が

乳幼児の発育発達に与える影響について、

最新の論文を検索して科学的に検証する。 

 

Ｂ．研究方法 

1. クリニカルクエッション（CQ）および

PICO の作成 

母乳栄養と人工栄養が、乳幼児の発育発

達に与える影響を科学的に検証するために、

以下の課題について、それぞれ CQを作成し

た。 

CQ3.1 母乳栄養と神経発達 

・正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神

経発達が促進されるか？ 

P：正期産の乳児 

I：完全母乳栄養 

C：完全母乳栄養以外 

O：6歳以上での神経発達  

 

・正期産児の完全母乳栄養期間と児の神経

発達が関係するか？ 

P：正期産で完全母乳の乳児 

E：長期完全母乳栄養 

C：短期完全母乳栄養 

O：6歳以上での神経発達 

 

・正期産児に母乳育児を行うと児の神経発

達が促進されるか？ 

P：正期産の乳児 

I：母乳育児 

C：母乳育児以外 

O：6歳以上での神経発達 

 

CQ3.2 母乳栄養とビタミン K 

・完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度

を上昇させるか 

P：乳幼児 

I：完全母乳栄養 

C：完全母乳栄養以外 

O：1 歳までのビタミン K欠乏性出血症の発

生頻度の上昇 

 

2. 文献の検索 

検索はMEDLINEで2001年以降に掲載され

た文献で、Cochrane Rev あるいは米国小児

科学会（AAP）のガイドラインを優先させた。 

 

（倫理面への配慮） 

 過去に発表された論文の検索とその内容

を検証することが目的の研究のため、倫理

委員会での審査を申請しなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1. CQ3.1 の検索キーワード 

#1 exclusive breastfeeding 

#2 neurodevelopmental 

#3 cognitive 

#4 preterm 

#5 systematic review 

#6 cochrane database 

#7 duration exclusive breastfeeding 

 

以上のワードより、[#1 and (#2 or #3 ) not 
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#4] and (#5 or #6)の検索式で 1件、[#7 and 

(#2 or #3 ) not #4] and (#5 or #6)の検

索式で 1 件の文献を抽出したが、同じもの

であった。 

 

2. CQ3.1 の論文検索結果 

キーワード<#1～6>×<#7～12>×#17、<#1

～6>×<#13～16>×#17 の検索式で 1件の文

献を抽出した。 

上記の文献では、37週以降の正期産児（出

生体重 2,500g 未満を含む）で、児の健康、

成長、発達と、母親の健康への影響が評価

された。生後 6か月まで完全母乳栄養の児

と、少なくとも３～４か月までは母乳栄養

で、その後、混合栄養となった児での比較

では、6.5 歳時の身長、体重、BMI、認知・

行動に関する神経発達においては、有意な

差をみとめなかった。また、生後 6か月以

降も母乳のみで栄養を継続することは、児

の成長にとって利益はもたらされなかった。 

 

3. CQ3.2 の検索キーワード 

#1 vitamin K 

#2 exclusive breastfeeding 

#3 systematic review 

#4 cochrane database 

 

4. CQ3.2 の論文検索結果 

以上のワードより、#1 and #2 and (#3 

or#4) の検索式を行ったが、文献は抽出さ

れなかった。 

 

Ｄ．考察 

1.CQ3.1 について 

 母乳栄養、混合栄養、育児用ミルクのみ

の栄養と、栄養方法にも違いがあり、それ

ぞれ利点と欠点がある。しかし、どの栄養

方法が神経発達に良い影響をもたらすとい

うエビデンスは得られなかった。そのため、

現在の授乳・離乳のガイドラインが示す、

“母親が選択した授乳方法を支援してい

く”という基本方針を変更する必要はない。 

また、授乳・離乳のガイドライン p14、

２、授乳の支援に関する基本的考え方、p16、

３、授乳の支援のポイントには、「母乳や育

児用ミルクといった乳汁の種類にかかわら

ず、母子の健康の維持とともに、健やかな

母子・親子関係の形成を促し、育児に自信

をもたせること」、「母乳や育児用ミルクと

いった乳汁の種類にかかわらず、授乳を通

して、健やかな子どもを育てるという「育

児」支援をすすめること」と記載されてい

る。これに、「新生児にとって、母乳は最良

の栄養である。しかし、母乳栄養児と混合

栄養児における神経発達においては、有意

な差を認めないと報告されている。そのた

め、母乳の利点を啓発することは重要であ

るが、混合栄養、あるいは育児用ミルク栄

養の場合でも、適切な育児支援を行うこと

が重要である」ということを追記していた

だくことを提言する。 

 

2. CQ3.2 について 

 今回、新たなエビデンスとなる文献はみ

られなかったため、提言は行わない。 

 

Ｅ．結論 

 現在のガイドラインの基本方針を変更す

る必要はないが、「新生児にとって、母乳は

最良の栄養である。しかし、母乳栄養児と

混合栄養児における神経発達においては、

有意な差を認めないと報告されている。そ
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のため、母乳の利点を啓発することは重要

であるが、混合栄養、あるいは育児用ミル

ク栄養の場合でも、適切な育児支援を行う

ことが重要である」との追記を提言する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

無し 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

無し 

2.  学会発表 

無し 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

無し 

2. 実用新案登録 

無し 

3.その他 

無し 

参考文献 

Michael S Kramer, Ritsuko Kakuma, et al. 

Optimal duration of exclusive 

breastfeeding. Cochrane Database Syst. 

Rev. Aug15(8): 1-42, 2012. 
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分担研究のスコープ

1. 現「授乳・離乳の支援ガイド」がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定される利用

者、利用施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイドライ

ンとの関係 

平成 19年版「授乳・離乳の支援ガイド」 

（6）重要課題 課題 1：栄養法と児の神経発達との間にどの程度の関係があるかを検証する 

課題 2：栄養法とビタミン K欠乏症発症頻度の間に関係があるか検討する 

（7）ガイドラインが

カバーする範囲 

母親への授乳および離乳の支援を行う時の支援者のガイドとして使用 

（8）クリニカルクエ

スチョン (CQ)リス

ト 

CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神経発達が促進される 

CQ3.2 正期産児の完全母乳栄養期間と児の神経発達が関係するか 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケジュー

ル 

2016年 5～9月 

（2）エビデンスの 

検索 

・検索対象を①個別研究論文〔ランダム化比較試験（RCT），非ランダム

化比較試験（non-RCT），観察研究など〕，②システマティックレビュー

（SR）論文，③既存の診療ガイドラインの中で，②システマティックレ

ビュー（SR）論文を優先した。 

・検索式を決定した基本方針を記載して下さい。 

・検索の対象とするデータベースは、PubMed、Cochrane）とした。 

・検索対象期間 2001年 1月 1日以降 

（3）文献の選択 

基準、除外基準 

システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデンスの 

評価と統合の方法 

システマティックレビューに関しては PRISM声明、AMSTARを用いる。

個別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 

（1）推奨作成の基本

方針 

システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を

提言する。 
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（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価の具体

的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予定 研究班報告書として公開。 
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CQに対する PICOの作成 

CQ3.1  

   

１ 

 

正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神経発達が促進されるか 

 

P 

 

正期産の乳児 

 

I 

 

完全母乳栄養 

 

C 

 

完全母乳栄養以外 

 

O 

 

6歳以上での神経発達 

臨床的文脈  

 

 

 

CQ3.1  

   

２ 

 

正期産児の完全母乳栄養期間と児の神経発達が関係するか 

 

P 

 

正期産で完全母乳の乳児 

 

I 

 

長期完全母乳栄養 

 

C 

 

短期完全母乳栄養 

 

O 

 

6歳以上での神経発達 

臨床的文脈  

 

 

CQ3.1 

   

３ 

 

正期産児に母乳育児を行うと児の神経発達が促進されるか 

 

P 

 

正期産の乳児 

 

I 

 

母乳育児 

 

C 母乳育児以外 
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O 

 

6歳以上での神経発達 

臨床的文脈  

 

CQ3.2 

   

４ 

 

完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度を上昇させるか 

P 

 

乳幼児 

 

I 

 

完全母乳栄養 

 

C 

 

完全母乳栄養以外 

 

O 

 

1歳までのビタミン K欠乏性出血症の発症頻度の上昇 

臨床的文脈  
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文献検索フローチャート

検索したデータベース： PubMed

検索された文献数：95

他の方法で検索された文献数：なし

総検索文献数：95

除外文献数：89

内容を吟味した文献数：6

除外文献数：5

採用した文献数：１

CQ3.1：正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神経発達が促
進される、正期産児に母乳育児を行うと児の神経発達が促進
される

検索word：#1 exclusive breastfeeding
#2 neurodevelopmental,   #3 cognitive, #4 preterm
#5 systematic review,  #6 Cochrane review

[#1 and ( #2 or #3 ) not #4 ] and ( #5 or #6)
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文献検索フローチャート

検索したデータベース： PubMed

検索された文献数：13

他の方法で検索された文献数：なし

総検索文献数：13

除外文献数：12

内容を吟味した文献数：1

除外文献数：0

採用した文献数：１

CQ3.1：正期産児の完全母乳栄養期間と児の神経発達が関
係するか

検索word：#1 duration exclusive breastfeeding
#2 neurodevelopmental,   #3 cognitive, #4 preterm
#5 systematic review,  #6 Cochrane review

[#1 and ( #2 or #3 ) not #4 ] and ( #5 or #6)
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文献検索フローチャート

検索したデータベース： PubMed

検索された文献数：54

他の方法で検索された文献数：なし

総検索文献数：54

除外文献数：54

内容を吟味した文献数：0

除外文献数：0

採用した文献数：0

CQ3.2：完全母乳栄養はビタミンK欠乏症の頻度を上昇させる
か？

検索word：#1 exclusive breastfeeding
#2 vitamin K
#3 systematic review,  #4 Cochrane review

#1 and #2 and  ( #3 or #4)
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ3.1） 

文献 研究デザイン P I C O 除

外 

コメント 

①  

 

 

システマティッ

クレビュ 

37週以降

の正期産

児

（<2,500

g含む） 

児の健

康、成長、

発達、母

親の健康

への影響

を評価し

た 

生後 6か

月まで完

全母乳栄

養の児

（EBF）

と母親、

少なくと

も 3-4か

月までは

完全母乳

栄養で、

その後混

合栄養の

児

（MBF）

と母親 

・発展途上国

の文献 11、先

進 国

12     ・

EBF 児は体

重、身長が小

さい傾向で

あ っ

た。   ・6

か月まで鉄

剤が補充さ

れていない

発展途上国

では貧血あ

り     ・

EBFの6.5歳

での身長、体

重、BMI、虫

歯、認知・行

動において

は利点がな

か っ

た。   ・

EBF 児で胃

腸炎と呼吸

器感染が有

意に少なか

った。喘息、

アトピーの

有意な低下

は な か っ

た。  ・母

 採用 
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親の月経再

開を遅らせ、

母親の分娩

後の体重減

少が早くな

ることを示

唆した。 

 

引用文献リスト 

採用論文 Michael S Kramer, Ritsuko Kakuma. 

Optimal duration of exclusive breastfeeding. 

Cochrane Database Syst. Rev: Aug15(8). 

1-42. 2012.  

 

不採用論文 なし  

その他の 

引用論文 

なし 
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検索文献の構造化抄録 
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CQ 検
索
日

No
著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名

巻
頁
sy
st
em
at
ic
 
研
究
デ
ザ
イ
ン

P
I/
E

C
O

コ
メ
ン
ト

1
Mi
ch
ae
l 
S

Kr
am
er
,

Ri
ts
uk
o

Ka
ku
ma

Op
ti
ma
l 
du
ra
ti
on

of
 e
xc
lu
si
ve

br
ea
st
fe
ed
in
g

C
oc
hr
an
e

D
at
ab
as
e 
S
ys
t.

R
ev
.

Au
g1
5(
8)
1-
42
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

定
性
的
シ
ス

テ
マ
テ
ィ
ッ

ク
レ
ビ
ュ
ー

（
そ
の
他
の

場
合
に
は
明

記
し
て
下
さ

い
）

37
週
以
降
の

正
期
産
児

（
<2
,5
00
g含

む
）

児
の
健
康
、

成
長
、
発

達
、
母
親
の

健
康
へ
の
影

響
を
評
価
し

た

生
後
6か
月
ま

で
完
全
母
乳

栄
養
の
児

（
EB
F）
と
母

親
、
少
な
く

と
も
3-
4か
月

ま
で
は
完
全

母
乳
栄
養

で
、
そ
の
後

混
合
栄
養
の

児
（
MB
F）
と

母
親

・
発
展
途
上
国
の
文
献

11
、
先
進
国
12

・
EB
F児
は
体
重
、
身
長

が
小
さ
い
傾
向
で
あ
っ

た
。
・
6か
月
ま
で
鉄
剤
が
補

充
さ
れ
て
い
な
い
発
展

途
上
国
で
は
貧
血
あ
り

・
EB
Fの
6.
5歳
で
の
身

長
、
体
重
、
BM
I、
虫

歯
、
認
知
・
行
動
に
お

い
て
は
利
点
が
な
か
っ

た
。
・
EB
F児
で
胃
腸
炎
と
呼

吸
器
感
染
が
有
意
に
少

な
か
っ
た
。
喘
息
、
ア

ト
ピ
ー
の
有
意
な
低
下

は
な
か
っ
た
。

・
母
親
の
月
経
再
開
を

遅
ら
せ
、
母
親
の
分
娩

後
の
体
重
減
少
が
早
く

な
る
こ
と
を
示
唆
し

た
。

　

CQ
3.
1

20
16
.1
0.
10
　

検
索
用
語
、
式

ex
cl
us
iv
e 
br
ea
st
fe
ed
in
g,
 e
xc
lu
si
ve
 b
re
as
t 
fe
ed
in
g,
 e
xc
lu
si
ve
 b
re
as
t 
mi
lk
, 
ex
cl
us
iv
e

br
ea
st
fe
ed
in
g 
pr
ac
ti
ce
s,
 e
xc
lu
si
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 b
re
as
tf
ee
di
ng
 b
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ur
at
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n 
ex
cl
us
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e 
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fe
ed
in
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ne
ur
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nt
al
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ne
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od
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el
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or
de
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 n
eu
ro
de
ve
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en
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l 
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ne
ur
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el
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nt
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 o
ut
co
me
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ne
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el
op
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nt
al
 o
ut
co
me
s,
 n
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en
ta
l 
ou
tc
om
e 
at

pr
es
ch
oo
l,
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og
ni
ti
ve
, 
 ,
co
gn
it
iv
e 
ou
tc
om
e 
me
as
ur
e,
 c
og
ni
ti
ve
 o
ut
co
me
 a
t 
pr
es
ch
oo
l,
 s
ys
te
ma
ti
c

re
vi
ew
, 
co
ch
ra
ne
 d
at
ab
as
e
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

 
分担研究テーマ：妊娠中の食事及び離乳食の開始時期と発育・発達への影響、 
        食物アレルギーとの関連等に関する研究のシステマティックレビュー 

 
     研究分担者 堤ちはる 相模女子大学栄養科学部健康栄養学科 教授 

三橋扶佐子 日本歯科大学生命歯学部共同利用研究センター 助教 

 

研究要旨 

 乳幼児期の授乳・離乳の支援について、現在は平成 19 年に厚生労働省から公表

された「授乳・離乳の支援ガイド」に基づき、市区町村の保健センター、病院、

保育所、子育て支援センターなどで広く実施されている。しかし、「授乳・離乳の

支援ガイド」の公表から約 10年が経過するなかで、妊産婦、乳幼児の食生活・栄

養に関する新たな知見が公表されていること、乳幼児とその保護者を取り巻く食

環境、保護者や母子保健関係者の食に対する意識の変化などもあることから、そ

れらを踏まえた授乳・離乳を支援する新たなガイドラインの作成が望まれる。 

そこで、本研究においては、①CQ4.1:妊娠中の食事制限はアレルギーを予防す

るか、②CQ4.2:離乳食の開始時期を早める／遅らせることでアレルギー疾患を予

防できるか、③CQ4.3:食物アレルギーは児の発育・発達に影響するか、④CQ4.4:

食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関係、⑤CQ4.5:プロバイオティクスが湿

疹の発症リスクを下げるかについて、システマティックレビューを中心に論文を

検索し、エビデンスのある情報について検討を行い、以下の内容を記載すること

を提言する。 

 子どもがアレルギーを発症するまでは、母親に抗原の回避を指導する必要はな

い（現行通り）。 

母乳哺育の重要性の記載とともに、成長・発達に伴い乳汁だけでは不足してく

るエネルギーや栄養素の補い（補完）のために、離乳食を生後 5～6か月に開始す

ることが必要である（補完食という捉え方の記載の追加が望ましい）。 

食物アレルギー発症予防には、離乳開始や特定の食物を与える時期を遅らせな

いことが重要である（現行通り）。なお、肌を健康に保つことも、食物アレルギー

発症予防に関係する。 

 

Ａ．研究目的 

乳幼児期の授乳・離乳の支援につい

て、現在は平成 19年に厚生労働省から

公表された「授乳・離乳の支援ガイド」

に基づき、市区町村の保健センター、

病院、保育所、子育て支援センターな

どで広く実施されている。しかし、「授

乳・離乳の支援ガイド」の公表から約
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10 年が経過するなかで、妊産婦、乳幼

児の食生活・栄養に関する新たな知見

が公表されていること、乳幼児とその

保護者を取り巻く食環境、保護者や母

子保健関係者の食に対する意識の変化

などもあることから、それらを踏まえ

た授乳・離乳を支援する新たなガイド

ラインの作成が望まれる。 

そこで、本研究においては、授乳、

離乳の支援に関連する論文を検索し、

エビデンスのある情報について調査を

行った。また、それらの論文の中から、

新たな授乳・支援を支援するガイドに

記載が望まれる内容についての検討も

合わせて実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

システマティックレビューの実施に

際し、乳幼児とその保護者、母子保健

関係者に必要であると思われる以下の

項目を選定した。 

  ①CQ4.1:妊娠中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか 

②CQ4.2:離乳食の開始時期を早める／

遅らせることでアレルギー疾患を予防

できるか 

③CQ4.3:食物アレルギーは児の発育・

発達に影響するか 

④CQ4.4:食物アレルギーとスキンケア

（保湿）の関係 

⑤CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の

発症リスクを下げるか 

システマティックレビューの検索は、

PubMed、Cochrane Library のデータベ

ースを用いて、2017 年 2 月 10 日～17

日にかけて行った。合わせてシステマ

ティックレビュー以外のコホート研究、

ランダム化比較試験などについても、

新たな授乳・離乳を支援するガイドの

作成に有用と思われる文献について検

索し、内容を検討した。 

     倫理面の配慮については、本研究は

文献検索であり、個人情報は扱ってい

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．文献検索の結果 

①妊娠中の食事制限はアレルギーを予

防するか（CQ4.1） 

 妊娠婦や授乳婦が高リスク、あるい

は通常のリスク児のアレルギー予防の

ために食事を変更したり、サプリメン

トを摂取しなければならないとする証

拠はない 1）2）。湿疹や喘息のようなア

レルギー疾患から子供を守るために、

妊娠中や母乳育児中に特定の食品を避

けるように助言することが有効である

証拠は不十分である 3）。 

 

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か（CQ4.2） 

 乳児食の中に早期に卵やピーナッツ

を与えることは、卵、ピーナッツアレ

ルギーリスクを低下させることに関係

している４）。豆乳を摂取したり、4か月

を超えて離乳食導入を遅らせたりする

ことはハイリスク児・普通の児におい

てアレルギー防止の効果はみられない
１）。生後 4〜6 ヵ月後に離乳食を摂取し

た授乳児は、食物アレルギー、湿疹、

食物タンパク質誘発性腸炎症候群反応
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のリスクは減少しなかった 5）。4か月以

前の離乳食開始により、湿疹のリスク

が上がる可能性がある。しかし、その

他のアレルギー疾患発症リスクをあげ

るエビデンスはない 6）という結果が得

られている。 

 

③食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか（CQ4.3） 

複数の食物にアレルギーのある子ど

もは、食物アレルギーのない子どもに

比べて発育不全・栄養失調のリスクが

高い可能性があると報告されている 7）。

複数の食物アレルギーを有する子供が、

1 つの食物アレルギーを有する子供よ

りも背が低いことが分かった。また、

複数の食物アレルギーを有する小児の

栄養摂取量を評価したが、各試験での

包含基準と比較基準は相違しており、

矛盾していた。 その他、栄養相談を受

けていない食物アレルギーの子供は、

カルシウムとビタミン D の摂取が不十

分である可能性が高いことが報告され

た。 

  

④食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係（CQ4.4） 

コホート研究では、経皮的な水分蒸

散量の上昇を生後 2 日に観察すると、

それが 1 歳の時点でのアトピー性皮膚

炎のリスクになること、特に生後 2 か

月までの保湿が重要であると報告され

ている 8）。 

ランダム化比較試験では、生後早期

から保湿剤によるスキンケアをアトピ

ー性発症リスクの高い児に行うと、ア

トピー性皮膚炎発症リスクを 30～50％

予防できる可能性がある。 湿疹のある

乳児は生後 32週で鶏卵への感作が、湿

疹のない児の約 2.86 倍高かったと報

告されている 9）。また、生後早期から

保湿剤によるスキンケアをアトピー性

発症リスクの高い児に行うと、アトピ

ー性皮膚炎発症リスクを30～50％予防

できる可能性がある。 湿疹のある乳児

は生後 32週で鶏卵への感作が、湿疹の

ない児の約 2.86 倍高かったとの結果

も得られている 10）。 

 

⑤プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか（CQ4.5） 

 システマティックレビューでは、湿

疹には、複数のプロバイオティクス（ラ

クトバチラス、ビフィドバクテリア併

用）で予防効果があった（欧州アレル

ギー学会）。しかし、気管支炎、食物ア

レルギー、鼻炎の予防については証明

されていないと報告されている 11）。ま

た、プロバイオティクスのサプリメン

トが子どものアレルギーを防止するこ

とはないが、喘息には効果があるかも

しれないと報告されている 12）。人工栄

養児のアレルギー予防にプレバイオテ

ィクスを日常的に使用することについ

ては、明確なエビデンスはなく、さら

なる研究が必要である。乳児の食事に

プレバイオティックサプリメントを添

加すると、湿疹を予防する可能性があ

るという証拠がいくつかある。しかし、

プレバイオティックの使用がアレルギ

ーのリスクが高い幼児に限定されるべ

きか、または低リスクの集団に影響を
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与えるかどうかは不明である。また、

それが喘息を含む他のアレルギー性疾

患に影響を及ぼすかどうかも不明であ

ると報告されている 13）。 

World Allergy Organization（WAO）

ガイドラインでは、プロバイオティク

スは、乳児期の湿疹に対して、少しリ

スクが減少する。しかし、他のアレル

ギー疾患には、予防効果を示すのに十

分なエビデンスはないと報告されてい

る 14）。 

 

２．既存の指針、またはガイドの該当

箇所 

これまでに厚生労働省から公表され

ている「妊産婦のための食生活指針」
15）、「授乳・離乳の支援ガイド」16）につ

いて、今回検索したアレルギー疾患に

関する項目の記載の有無を表 1 にまと

めた。なお、本研究班の検討対象では

ないが、参考までに「保育所における

アレルギー対応ガイドライン」17）の記

載個所を合わせて示した。 

 

Ｄ．考察 

①CQ4.1:妊娠中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか 

「授乳・離乳の支援ガイド」48頁 16）

には、妊娠・授乳中の母親の食物アレ

ルゲン除去による予防効果の記載があ

る。「授乳・離乳の支援ガイド」16）作

成以降に報告された研究においても 

従来と基本的な考え方の変更はないの

で、新たな文献を追加するという対応

が望ましいと考える。 

なお、「授乳・離乳の支援ガイド」16）

では、過剰な除去食による健康障害の

リスクへの言及はない。そこで、「妊

娠・授乳期に、母親が食物除去を行っ

ても食物アレルギー発症予防効果はな

い。そればかりか、過剰な食物除去を

行うと、母児共に健康障害を引き起こ

す可能性がある。 

なお、ハイリスク児の乳児期早期の

アレルギー疾患発症予防には、授乳中

の母親の食物制限のある程度の予防効

果は認められている。そこで、子ども

が発症するまでは、母親に抗原の回避

を指導する必要はない」旨の記載を提

言する。 

 

②CQ4.2:離乳食の開始時期を早める／

遅らせることでアレルギー疾患を予防

できるか 

「授乳・離乳の支援ガイド」49頁 16）

には、固形物（離乳食）の開始時期延

期による予防効果の記載がある。「授

乳・離乳の支援ガイド」16）作成以降に

報告された研究においても基本的な考

え方の変更はないので、新たな文献を

追加するという対応が望ましいと考え

る。 

今後作成する指針またはガイドへの

提言としては、離乳の必要性の記載に

あたり、咀嚼機能の獲得に向けた準備

段階にあることとともに、母乳や育児

用ミルクだけでは成長・発達に必要な

エネルギーや栄養素が不足してくる、

それを補う（補完する）働きをするも

のが離乳食であるという旨の以下のよ

うな丁寧な記述を提言する。 

 「母乳哺育は、母児の心身の健康に
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とって最適なものである。しかしなが

ら、乳児はある時期になると、咀嚼機

能を発達させる必要性がでてきたり、

母乳や育児用ミルクだけでは、成長・

発達に必要なエネルギーや栄養素が不

足してきたりする。それを補う（補完

する）ものが離乳食である。 

 生後 4 か月より前に離乳を開始する

ことは、食物アレルギー発症リスクを

上げるために推奨されない。離乳の開

始時期は、現在推奨されている生後 5

～6 か月頃とし、鶏卵など特定の食材

を与える時期は遅らせない。アレルギ

ーが心配な食材はごく少量（耳かき 1

杯程度）を与えて様子を観て、翌日少

し増量して与えるなど、慎重に量を増

やしていく。ただし、アトピー性皮膚

炎、湿疹のある児は、アレルギー発症

のリスクが高いので、医師の診断のも

とに離乳を進めていく」旨の記載を提

言する。 

なお、母乳栄養ではなく、母乳哺育

としたのは、「哺育」には母乳の栄養的

な価値のみならず、母子の愛着形成や

育児不安軽減に役立つことをも含めた

表現であると考えたからである。 

 

③CQ4.3:食物アレルギーは児の発育・

発達に影響するか 

複数の食物にアレルギーのある子ど

もには、発育不全・栄養失調のリスク

が高い。そこで、今後作成する指針ま

たはガイドへの提言として、最近の文

献や「平成 27 年度乳幼児栄養調査結

果」18）のアレルギーに関する内容を引

用して「食物アレルギーの除去食は、

治療の一つであり、アレルギー専門医

の診断のもとに行うものである。保護

者や育児担当者が、“心配だから”、

“念のために”と特定の食物を除去す

ることは勧められない」旨の記載を提

言する。 

なお、「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」17）の 37 頁＜除去根

拠＞に、「過度に除去食品が多いと保

育所での食物除去の対応が大変になる

だけでなく、成長発達の著しい時期に

栄養のバランスが偏ることにもなるの

で」と記述されている。 

 

④CQ4.4:食物アレルギーとスキンケア

（保湿）の関係 

これまでに厚生労働省から公表され

ている「妊産婦のための食生活指針」
15）、「授乳・離乳の支援ガイド」16）、「保

育所におけるアレルギー対応ガイドラ

イン」17）に本件の記載はない。そこで、

最新の研究結果を踏まえ、肌を健康に

保つことも食物アレルギー発症予防に

繋がることを食物アレルギーの項に記

載する。 

 

⑤CQ4.5:プロバイオティクスが湿疹の

発症リスクを下げるか 

 これまでに厚生労働省から公表され

ている「妊産婦のための食生活指針」15）、

「授乳・離乳の支援ガイド」16）に本件

の記載はない。そこで、特定の食品な

どに偏らないことを周知する記載が望

まれるが、日本人に効果のあるプロバ

イオティクスを探す必要があること、

また気管支炎や食物アレルギー、鼻炎
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の予防については証明されていないこ

とから、食物アレルギー予防にプロバ

イオティクスを利用することは、現段

階では推奨されない。そこで、今後作

成する指針またはガイドへの記載は必

要ないと考える。 

 

  Ｅ．結論 

子どもがアレルギーを発症するまで

は、母親に抗原の回避を指導する必要

はない（現行通り）。 

母乳哺育の重要性の記載とともに、

成長・発達に伴い乳汁だけでは不足し

てくるエネルギーや栄養素の補完のた

めに、離乳食を生後 5～6か月に開始す

ることが必要である（補完食という捉

え方の記載の追加が望ましい）。 

食物アレルギー発症予防には、離乳

開始や特定の食物を与える時期を遅ら

せないことが重要である（現行通り）。 

 それに加えて、皮膚を健康に保つこ

とと食物アレルギー発症の予防効果を

説明する。 
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Guidelines for Allergic Disease 

Prevention (GLAD-P): Probiotics. 

World Allergy Organ J. 2015 Jan 

27;8(1):4. doi: 

10.1186/s40413-015-0055-2. 

15）妊産婦のための食生活指針、厚生

労働省雇用均等・児童家庭局 母子

保健課（平成 18 年） 

16）授乳・離乳の支援ガイド、厚生労

働省雇用均等・児童家庭局 母子保

健課（平成 19年） 

17)保育所におけるアレルギー対応ガ

イドライン、厚生労働省雇用均等・

児童家庭局 保育課（平成 23年） 

18）平成 27年度乳幼児栄養調査結果：

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 

母子保健課（平成 28 年） 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

  なし 

 2.  学会発表 

  なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3．その他 なし 
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表 1 指針、またはガイドの該当個所 

項目

妊産婦のための食
生活指針
（平成18年）

授乳・離乳の支援
ガイド
（平成19年）

（参考）保育
所における
アレルギー
対応ガイド
ライン
（平成23年）

妊娠・授乳期の食事制限はアレルギーを予防するか 記載なし 48頁 記載なし

離乳食の開始時期を早める/遅らせることで
アレルギー疾患を予防できるか

記載なし 49頁 記載なし

食物アレルギーは、児の発育・発達に影響するか 記載なし 記載なし 37頁

プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを下げるか 記載なし 記載なし 記載なし

食物アレルギーとスキンケア（保湿）との関係 記載なし 記載なし 24、34頁
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分担研究のスコープ 

1. 現「授乳・離乳の支援ガイド」がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定される利用

者、利用施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイドライ

ンとの関係 

平成 19年版「授乳・離乳の支援ガイド」 

（6）重要課題 課題 1：妊娠中の食事 

課題 2：離乳食の時期 

課題 3：食物アレルギーとアトピー症状 

（7）ガイドラインが

カバーする範囲 

母親への授乳および離乳の支援を行う時の支援者のガイドとして使用 

（8）クリニカルクエ

スチョン (CQ)リス

ト 

 

CQ4.1：妊娠中の食事制限はアレルギーを予防するか 

CQ4.2：離乳食の開始時期を早める／遅らせることでアレルギー疾患を予防できるか 

CQ4.3：食物アレルギーは児の発育・発達に影響するか 

CQ4.4：食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関係 

CQ4.5：プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを下げるか 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケジュー

ル 

2016年 8月～2017年 2月 

（2）エビデンスの 

検索 

・検索対象を①システマティックレビュー（SR）論文②個別研究論文〔ラ

ンダム化比較試験（RCT），非ランダム化比較試験（non-RCT），観察研

究など〕，③既存の診療ガイドラインの中で，①システマティックレビュ

ー（SR）論文を優先した。 

・検索の対象とするデータベースは、PubMed、Cochraneとした。 

・検索対象期間 2001年 1月 1日以降 

（3）文献の選択 

基準、除外基準 

システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデンスの 

評価と統合の方法 

システマティックレビューに関しては PRISM声明、AMSTARを用いる。

個別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 
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（1）推奨作成の基本

方針 

システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を

提言する。 

（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価の具体

的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予定 研究班報告書として公開。 
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CQに対する PICOの作成 

CQ4.1 

   

１ 

 

妊娠中の食事制限はアレルギーを予防するか 

 

P 

 

妊婦 

 

I 

 

食事制限 

 

C 

 

食事制限をしない 

 

O 

 

児のアレルギーを予防できるか 

臨床的文脈  

 

 

CQ4.2 

   

２ 

 

離乳食の開始時期を早める／遅らせることでアレルギー疾患を予防できるか 

 

P 

 

正期産の乳児 

 

I 

 

早期あるいは晩期の離乳食の開始 

 

C 

 

5～6カ月の離乳食の開始 

 

O 

 

アレルギー疾患の発症低下 

臨床的文脈  

 

CQ4.3 

   

３ 

 

食物アレルギーは児の発育・発達に影響するか 

P 

 

正期産の乳児 

 

I 

 

食物アレルギーがある 

 

C 

 

食物アレルギーがない 
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O 

 

3歳以上での発育・発達 

臨床的文脈  

 

 

CQ4.4 

   

４ 

 

食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関係 

P 

 

食物アレルギーがある乳児 

 

I 

 

スキンケアをする 

C 

 

スキンケアをしない 

 

O 

 

アトピー症状の低下 

臨床的文脈  

 

 

CQ4.5 

   

５ 

 

プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを下げるか 

P 

 

正期産の乳児 

 

I 

 

プロバイオティクスを補給する 

 

C 

 

プロバイオティクスを補給しない 

 

O 

 

湿疹の発症リスクを下げるか 

臨床的文脈  
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：9

他の方法で検索された文献数：2

総検索文献数：11

除外文献数：7

内容を吟味した文献数：4

除外文献数：1

採用した文献数：3

CQ4.1:妊娠中の食事制限はアレルギーを予防するか
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：34

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：34

除外文献数：29

内容を吟味した文献数：5

除外文献数：2

採用した文献数：3

CQ4.2:離乳食の開始時期を早める／遅らせることでアレルギー疾
患を予防できるか
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：23

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：23

除外文献数：22

内容を吟味した文献数：1

除外文献数：0

採用した文献数：1

CQ4.3:食物アレルギーは児の発育・発達に影響するか
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：7

他の方法で検索された文献数：3

総検索文献数：10

除外文献数：6

内容を吟味した文献数：4

除外文献数：1

採用した文献数：3

CQ4.4: 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関係
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数：13

他の方法で検索された文献数：2

総検索文献数：15

除外文献数：10

内容を吟味した文献数：5

除外文献数：1

採用した文献数：4

CQ4.5:プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを下げるか
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ4.1） 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

Grieger JA, Clifton 
VL, Tuck AR, 
Wooldridge AL, 
Robertson SA, 
Gatford KL., In utero 
Programming of 
Allergic 
Susceptibility., Int 
Arch Allergy 
Immunol, 169(2), 
80-92. 

レビュー 正期産の
乳幼児 

その後の
アレルギ
ーのリス
クを調節
する胎内
および周
産期の要
因が悪い 

その後の
アレルギ
ーのリス
クを調節
する胎内
および周
産期の要
因が良い 

乳幼児期
にアレル
ギー疾患
になる 

否 アレルギー誘
発性食品の母
親の曝露も子
供の食事のア
レルギー誘発
食品の早期/遅
延導入も、その
ような食品に対
する感作または
その後のアレル
ギーの発症に
影響を及ぼす。 

de Silva D, Geromi 
M, Halken S, et al. , 
Primary prevention 
of food allergy in 
children and 
adults:systematic 
review, Allergy, 69, 
581–589, 2014 

システマ
ティックレ
ビュー 

妊婦・授
乳婦・乳
幼児 

アレルギ
ー予防の
ために食
事制限を
する 

食事制限
をしない 

アレルギ
ー発症予
防 

採 妊娠婦や授乳
婦が高リスクあ
るいは通常リス
クの乳児のアレ
ルギー予防の
ために、食事を
変更したり、サ
プリメント摂取し
なければならな
いと提言する証
拠はなかった。
高リスクまたは
通常リスクの乳
児の母乳育児
の予防効果は
いろいろな兆候
が見られたが、
最初の4ヶ月間
は牛乳を避け
たり、完全・部
分加水分解乳
またはカゼイン
フォーミュラで
代替することを
推奨するエビデ
ンスがあった。
豆乳や４か月を
超えて離乳食
導入を遅らせる
ことはハイリス
ク児・普通児に
おいてアレルギ
ー防止の効果
はみられなかっ
た。 
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Lodge CJ, Allen KJ, 
Lowe AJ, Dharmage 
SC., Overview of 
evidence in 
prevention and 
aetiology of food 
allergy: a review of 
systematic reviews., 
Int J Environ Res 
Public Health, 10(11), 
5781-806. , 2013 
Nov 4 

システマ
ティックレ
ビュー・レ
ビュー 

乳幼児 6 ヶ月まで
完全母乳
育児 

3 ヶ月から
離乳食を
開始 

5 歳時の
アレルギ
ーの発症 

採 1.妊娠中および
授乳中の母親
の食事が幼児
および幼児の
感作に及ぼす
影響に関する 3
つのランダム化
比較試験
（RCTS）の情報
から、母親の食
事におけるアレ
ルギー性食品
の回避と子供
における感作と
の間には何の
関係も見出さな
かった。2.母親
と子供のピーナ
ッツ摂取の影響
を評価する 2 つ
のRCTと2つの
症例対照試験
では、ピーナッ
ツアレルギーの
危険性が増して
いないことが分
かった。3. 135
人の児を対象と
した 1 コホート
研究、最初の 6
ヶ月間母乳育
児と離乳食を 3
ヶ月から開始し
た児を比較した
場合、5 歳の時
点で食物アレル
ギーのリスクに
差は見られな
かった。 

Kramer MS, Kakuma 
R., Maternal dietary 
antigen avoidance 
during pregnancy or 
lactation, or both, for 
preventing or 
treating atopic 
disease in the child., 
Cochrane Database 
Syst Rev. , 12;(9) , , 
2012 Sep  

システマ
ティックレ
ビュー 

妊婦・授
乳婦・乳
幼児 

妊婦・授
乳婦・乳
幼児 

妊婦・産
婦・乳児
が抗原を
回避しな
い 

児のアト
ピー症状
の予防・
治療 

採 ① 妊娠中の女
性の抗原回避：
生後 12-18 ヶ月
までのアトピー
性皮膚炎発症
予防に効果は
ない（RR 1.01 
[0.57-1.79]）。 
② 授乳中の女
性の抗原回避：
生後 18 ヶ月ま
でのアトピー性
皮膚炎発症予
防に効果はな
い（RR 0.73 
[0.32-1.64])。 
③ アトピー性
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皮膚炎を発症し
ている児に対す
る母親の抗原
の回避：有意で
ないが低下し
た。 
児が発症する
までは、母親に
抗原の回避を
指導する必要
はない。 

 
引用文献リスト 
採用論文 

 de Silva D, Geromi M, Halken S, et al. , Primary 
prevention of food allergy in children and 
adults:systematic review, Allergy, 69, 
581–589, 2014 

 Lodge CJ, Allen KJ, Lowe AJ, Dharmage SC., 
Overview of evidence in prevention and 
aetiology of food allergy: a review of 
systematic reviews., Int J Environ Res Public 
Health, 10(11), 5781-806. , 2013 Nov 4 

 Kramer MS, Kakuma R., Maternal dietary antigen 
avoidance during pregnancy or lactation, or 
both, for preventing or treating atopic 
disease in the child., Cochrane Database Syst 
Rev. , 12;(9) , 2012 Sep 

 

不採用論文  Grieger JA, Clifton VL, Tuck AR, Wooldridge 
AL, Robertson SA, Gatford KL., In utero 
Programming of Allergic Susceptibility., Int 
Arch Allergy Immunol, 169(2), 80-92. 

 

その他の 
引用論文 

0 
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ4.2） 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

Alduraywish SA, 
Lodge CJ, Campbell 
B, Allen KJ, Erbas 
B, Lowe AJ, 
Dharmage SC., The 
march from early 
life food 
sensitization to 
allergic disease: 
a systematic 
review and 
meta-analyses of 
birth cohort 
studies., Allergy, 
71(1), 77-89.,  
2016 Jan 

システマ
ティック
レビュー 

正期産の
乳幼児 

早期の食
物感作（2
歳以下） 

通常の食
物感作 

乳幼児期
にアレル
ギー疾患
になる 

否 「早期」が 2歳
以下のため除
外 

Ierodiakonou D, 
Garcia-Larsen V, 
Logan A, Groome 
A,et al. . , Timing 
of Allergenic Food 
Introduction to 
the Infant Diet and 
Risk of Allergic or 
Autoimmune 
Disease: A 
Systematic Review 
and 
Meta-analysis. , 
JAMA., 316(11), 
1181-1192, 2016 
Sep 20 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 乳児食の
中に早期
に卵やピ
ーナッツ
の感作 

乳児食の
中に早期
に卵やピ
ーナッツ
の感作な
し 

卵、ピー
ナッツア
レルギー
リスクを
低下させ
るか 

採 乳児食の早期
に卵やピーナ
ッツを与える
ことは、卵、ピ
ーナッツアレ
ルギーリスク
を低下させる
ことに関係し
ている。 

Smith HA, Becker 
GE., Early 
additional food 
and fluids for 
healthy breastfed 
full-term 
infants., Cochrane 
Database Syst Rev, 
(8):CD006462, , 
2016 Aug 30 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 完全母乳
育児 

混合育
児、離乳
食 

アレルギ
ー発症を
予防する
か 

採 「健康な乳児
は最初の 6ヶ
月間母乳栄養
のみを摂取す
る」という現在
の国際勧告に
同意できない
という証拠は
見当たらない。
4〜6 ヵ月後に
離乳食を摂取
した授乳児は、
食物アレルギ
ー、湿疹、食物
タンパク質誘
発性腸炎症候
群反応のリス
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クは減少しな
かった。 

Lodge CJ, Allen KJ, 
Lowe AJ, Dharmage 
SC., Overview of 
evidence in 
prevention and 
aetiology of food 
allergy: a review of 
systematic reviews., 
Int J Environ Res 
Public Health, 10(11), 
5781-806. , 2013 
Nov 4 

システマ
ティックレ
ビュー・レ
ビュー 

乳幼児 6 ヶ月まで
完全母乳
育児 

3 ヶ月から
離乳食を
開始 

5 歳時の
アレルギ
ーの発症 

否 離乳食の摂取
時期に関するこ
とは、システマ
ティックレビュー
ではない。1.妊
娠中および授
乳中の母親の
食事が幼児お
よび幼児の感
作に及ぼす影
響に関する 3つ
のランダム化比
較試験（RCTS）
の情報から、母
親の食事にお
けるアレルギー
性食品の回避
と子供における
感作との間に
は何の関係も
見出さなかっ
た。2.母親と子
供のピーナッツ
摂取の影響を
評価する 2つの
RCTと 2つの症
例対照試験、ピ
ーナッツアレル
ギーの危険性
が増していない
ことが分かっ
た。3. 135 人の
児を対象とした
1コホート研究、
最初の6ヶ月間
母乳育児と離
乳食を 3 ヶ月か
ら開始した児を
比較した場合、
5 歳の時点で食
物アレルギー
のリスクに差は
見られなかっ
た。 
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Tarini BA, Carroll 
AE, Sox CM, 
Christakis DA., 
Systematic review 
of the 
relationship 
between early 
introduction of 
solid foods to 
infants and the 
development of 
allergic disease., 
Arch Pediatr 
Adolesc Med., 160, 
502-7, 2006 May 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 ４カ月以
前の離乳
食開始 

４カ月以
降の離乳
食開始 

食物アレ
ルギー、
湿疹、喘
息、喘鳴、
アレルギ
ー性鼻炎
など、ア
レルギー
疾患の発
症が高い
か 

採 ４か月以前の
離乳食開始に
より、湿疹のリ
スクを増加さ
せる可能性が
ある。しかし、
その他のアレ
ルギー疾患発
症リスクをあ
げるエビデン
スはない。 

 

引用文献リスト 

採用論文  Ierodiakonou D, Garcia-Larsen V, Logan A, 
Groome A,et al. . , Timing of Allergenic Food 
Introduction to the Infant Diet and Risk of 
Allergic or Autoimmune Disease: A Systematic 
Review and Meta-analysis. , JAMA., 316(11), 
1181-1192, 2016 Sep 20 

 Smith HA, Becker GE., Early additional food and 
fluids for healthy breastfed full-term 
infants., Cochrane Database Syst Rev, 
(8):CD006462, , 2016 Aug 30 

 Tarini BA, Carroll AE, Sox CM, Christakis DA., 
Systematic review of the relationship between 
early introduction of solid foods to infants 
and the development of allergic disease., Arch 
Pediatr Adolesc Med., 160, 502-7, 2006 May 

 

不採用論文  Alduraywish SA, Lodge CJ, Campbell B, Allen KJ, 
Erbas B, Lowe AJ, Dharmage SC., The march from 
early life food sensitization to allergic 
disease: a systematic review and meta-analyses 
of birth cohort studies., Allergy, 71(1), 
77-89.,  2016 Jan 

 Lodge CJ, Allen KJ, Lowe AJ, Dharmage SC., 
Overview of evidence in prevention and 
aetiology of food allergy: a review of systematic 
reviews., Int J Environ Res Public Health, 
10(11), 5781-806. , 2013 Nov 4 
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引用論文 
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ4.3） 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

Sova C, Feuling MB, 
Baumler M, et al. , 
Systematic review 
of nutrient intake 
and growth in 
children with 
multiple 
IgE-mediated food 
allergies, Nutr 
Clin Pract, 
28(6):, 669-75, 
2013 Dec 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 複数の食
物アレル
ギーのあ
る児 

食物アレ
ルギーの
ない児 

食物アレ
ルギーの
ない児に
比べて発
育不全・
栄養失調
のリスク
が高いか 

採 複数の食物に
アレルギーの
ある子どもは、
食物アレルギ
ーのない子ど
もに比べて発
育不全・栄養失
調のリスクが
高い可能性が
ある。 

 

引用文献リスト 

採用論文  Sova C, Feuling MB, Baumler M, et al. , 
Systematic review of nutrient intake and 
growth in children with multiple IgE-mediated 
food allergies, Nutr Clin Pract, 28(6):, 
669-75, 2013 Dec 

 

不採用論文 0  

その他の 

引用論文 

0 
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ4.4） 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

Kelleher M, 
Dunn-Galvin A, 
Hourihane JO, et 
al. ,  Skin 
barrier 
dysfunction 
measured by 
transepidermal 
water loss at 2 
days and 2 months 
predates and 
predicts atopic 
dermatitis at 1 
year., J Allergy 
Clin Immunol., 
135(4), 930-5, 
2015 

前向きコ
ホート研
究 

乳児 水分蒸散
量の指標
を使う 

   採 経皮的な水分
蒸散量の上昇
を生後 2 日に
観察すると、そ
れが 1 歳の時
点でのアトピ
ー性皮膚炎の
リスクになる。
特に生後 2 か
月までの保湿
が重要である。 

Marenholz I, 
Esparza-Gordillo 
J, Lee YA., The 
genetics of the 
skin barrier in 
eczema and other 
allergic 
disorders., Curr 
Opin Allergy Clin 
Immunol, 15(5), 
426-34. doi: 
10.1097/ACI.00000
00000000194, 2015 
Oct 

システマ
ティック
レビュー 

動物実験 
妊婦、乳
児 

保湿クリ
ームの使
用 

保湿クリ
ームの不
使用 

湿疹の改
善・予防
効果があ
るか 

否 システマティ
ックレビュー
は動物実験。 
湿疹および湿
疹関連アレル
ギー疾患の発
症における皮
膚障壁欠陥の
重要な役割は、
予防および治
療戦略に重要
な意味を有す
る可能性があ
る。 
保湿クリーム
を用いた臨床
試験では、乳児
期初期の湿疹
を予防する有
望な結果が明
らかになった。 
それらの長期
的影響は、アレ
ルギー疾患予
防における障
壁修復療法の
潜在的利益を
実証するため
に重要である。 
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Simpson EL, 
Chalmers JR, 
Hanifin JM, et 
al. , Emollient 
enhancement of the 
skin barrier from 
birth offers 
effective atopic 
dermatitis 
prevention., J 
Allergy Clin 
Immunol., 134(4), 
818-23, 2014 

ランダム
化比較試
験 

アトピー
性皮膚炎
のハイリ
スク児 

生後 3 週
間までに
少なくと
も一日一
回全身保
湿を行う 

何も保湿
を行わな
い 

保湿剤に
よるアト
ピー発症
の低下 

採 生後早期から
保湿剤による
スキンケアを
アトピー性発
症リスクの高
い児に行うと、
アトピー性皮
膚炎発症リス
クを 30～50％
予防できる可
能性がある。 
湿疹のある乳
児は 32 週で鶏
卵への感作が、
湿疹のない児
の約 2.86 倍高
かった。 
新生児の保湿
はアトピー性
皮膚炎を予防
する方法とし
て適切で、安全
で、効果的であ
る。 

Horimukai K, 
Morita K, Narita M, 
et al. , 
Application of 
moisturizer to 
neonates prevents 
development of 
atopic dermatitis, 
J Allergy Clin 
Immunol., 134(4), 
824-30, 2014 

前向きラ
ンダム化
比較試験 

アトピー
因子をも
つ新生児 

生後32週
から59週
まで  乳
化型（ エ
マルジョ
ン型）の
保湿剤を
毎日使う 

使用しな
い場合と
比べて 

保湿剤に
よるアト
ピー症状
の低下 

採 生後 32 週から
日頃保湿剤を
使用すること
はアトピーや
喘息のリスク
を下げる。この
時期のアレル
ギーの発現は
保湿剤使用の
有無ではなく
湿疹のある皮
膚かどうかに
関係している。 

 

引用文献リスト 

採用論文  Kelleher M, Dunn-Galvin A, Hourihane JO, et 
al. ,  Skin barrier dysfunction measured by 
transepidermal water loss at 2 days and 2 
months predates and predicts atopic dermatitis 
at 1 year., J Allergy Clin Immunol., 135(4), 
930-5, 2015 

 Simpson EL, Chalmers JR, Hanifin JM, et al. , 
Emollient enhancement of the skin barrier from 
birth offers effective atopic dermatitis 
prevention., J Allergy Clin Immunol., 134(4), 
818-23, 2014 

 Horimukai K, Morita K, Narita M, et al. , 
Application of moisturizer to neonates 
prevents development of atopic dermatitis, J 
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Allergy Clin Immunol., 134(4), 824-30, 2014 

不採用論文  Marenholz I, Esparza-Gordillo J, Lee YA., The 
genetics of the skin barrier in eczema and 
other allergic disorders., Curr Opin Allergy 
Clin Immunol, 15(5), 426-34. doi: 
10.1097/ACI.0000000000000194, 2015 Oct 
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引用論文 
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二次スクリーニング後の一覧表（CQ4.5） 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

Lis-Święty A, 
Milewska-Wróbel D, 
Janicka I., 
Dietary strategies 
for primary 
prevention of 
atopic diseases - 
what do we know?, 
Dev Period Med, 
20(1), 68-74, 2016 
Jan-Mar 

レビュー 妊産婦・
授乳婦・
乳児 

妊娠中お
よび早期
乳児期に
おけるプ
ロバイオ
ティック
補給のア
トピー性
疾患予防
効果 

プロバイ
オティッ
ク補給 

アレルギ
ー疾患を
予防する
か 

否 システマティ
ックレビュー
ではない。アト
ピー性疾患発
症における抗
酸化物質およ
びビタミン D
補充の役割を
確立すること
は不可能であ
る。喘息または
アレルギーに
対する葉酸の
出生前使用の
主要な影響の
証拠はない。こ
の発見は、特別
な食事プロト
コルよりもむ
しろバランス
のとれた多様
な食事を示し
ている。農業関
連の曝露は、小
児のアトピー
性疾患の発症
を防ぐことが
できる。潜在的
なアレルギー
性食品を含む
相補的な食品
の早期導入に
より、食物アレ
ルギーおよび
アトピー性皮
膚炎のリスク
が軽減される
という仮説が
現在テストさ
れている。長鎖
多価不飽和脂
肪酸およびプ
ロバイオティ
クスは、アレル
ギー予防の有
望な候補であ
ると思われる。
しかし、出生前
および出生後
の補給法、用
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量、治療期間な
どに関する具
体的な推奨事
項は未だ不明
である。 

Zuccotti 
G, Meneghin 
F, Aceti A, et 
al. , Probiotics 
for prevention of 
atopic diseases in 
infants: 
systematic review 
and meta-analysis, 
Allergy, 70, 
1356-71, 2015 

システマ
ティック
レビュー 

妊婦、早
期乳児 

プロバイ
オティッ
ク補給 

プロバイ
オティッ
ク補給し
ない 

プロバイ
オティッ
ク補給の
アトピー
性疾患予
防効果が
あるか 

採 湿疹には、複数
のプロバイオ
ティクス（ラク
トバチラス、ビ
フィドバクテ
リア併用）で予
防効果があっ
た（欧州アレル
ギー学会）。 
 しかし、気管
支炎、食物アレ
ルギー、鼻炎の
予防について
は証明されて
いない。 

Cuello-Garcia CA, 
Brożek JL, 
Fiocchi A, et al. , 
Probiotics for the 
prevention of 
allergy: A 
systematic review 
and meta-analysis 
of randomized 
controlled trials, 
J Allergy Clin 
Immunol., 136(4),,  
952-61, 2015 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 プロバイ
オティッ
ク補給 

プロバイ
オティッ
ク補給し
ない 

プロバイ
オティッ
ク補給の
アトピー
性疾患予
防効果が
あるか 

採 プロバイオテ
ィクスのサプ
リメントが子
どものアレル
ギーを防止す
ることはない
が、喘息には効
果があるかも
しれない。 

Fiocchi A, 
Pawankar R, 
Cuello-Garcia, Ahn 
K, Al-Hammadi S et 
al.  , World 
Allergy 
Organization-McMa
ster University 
Guidelines for 
Allergic Disease 
Prevention 
(GLAD-P): 
Probiotics., World 
Allergy 
Organization 
Journal, 
27;8(1). , 4, 2015 

システマ
ティック
レビュー 
World 
Allergy 
Organiza
tion
（WAO）ガ
イドライ
ン 

乳児 プレバイ
オティッ
ク補給 

プレバイ
オティッ
ク補給し
ない 

プロバイ
オティッ
ク補給の
アトピー
性疾患予
防効果が
あるか 

採 乳児期の湿疹
に対しては、少
しリスクが減
少する。しか
し、他のアレル
ギー疾患には、
予防効果を示
すのに十分な
エビデンスは
ない（アメリカ
アレルギー学
会、WAO ガイド
ライン）。 
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Osborn DA, Sinn 
JKH., Prebiotics 
in infants for 
prevention of 
allergy, Cochrane 
Database Syst Rev, 
28;(3), , 2013 

システマ
ティック
レビュー 

乳児 母乳ある
いは育児
用ミルク
にプレバ
イオティ
クス投与
群 

母乳ある
いは育児
用ミルク
にプレバ
イオティ
クス非投
与群 

プロバイ
オティッ
ク補給の
アトピー
性疾患予
防効果が
あるか 

採 人工栄養児の
アレルギー予
防にプレバイ
オティクスを
日常的に使用
することにつ
いては、明確な
エビデンスは
なく、さらなる
研究が必要で
ある。乳児の食
事にプレバイ
オティックサ
プリメントを
添加すると、湿
疹を予防する
可能性がある
という証拠が
いくつかある。
しかし、プレバ
イオティック
の使用がアレ
ルギーのリス
クが高い幼児
に限定される
べきか、または
低リスクの集
団に影響を与
えるかどうか
は不明である。
また、それが喘
息を含む他の
アレルギー性
疾患に影響を
及ぼすかどう
かも不明であ
る。 

 

引用文献リスト 

採用論文  Zuccotti G, Meneghin F, Aceti A, et al. , 
Probiotics for prevention of atopic diseases 
in infants: systematic review and 
meta-analysis, Allergy, 70, 1356-71, 2015 

 Cuello-Garcia CA, Brożek JL, Fiocchi A, et 
al. , Probiotics for the prevention of allergy: 
A systematic review and meta-analysis of 
randomized controlled trials, J Allergy Clin 
Immunol., 136(4),,  952-61, 2015 

 Fiocchi A, Pawankar R, Cuello-Garcia, Ahn K, 
Al-Hammadi S et al.  , World Allergy 
Organization-McMaster University Guidelines 
for Allergic Disease Prevention (GLAD-P): 
Probiotics., World Allergy Organization 
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Journal, 27;8(1). , 4, 2015 

 Osborn DA, Sinn JKH., Prebiotics in infants for 
prevention of allergy, Cochrane Database Syst 
Rev, 28;(3), , 2013 

不採用論文  Lis-Święty A, Milewska-Wróbel D, Janicka I., 
Dietary strategies for primary prevention of 
atopic diseases - what do we know?, Dev Period 
Med, 20(1), 68-74, 2016 Jan-Mar. 
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乳
児
の
母
乳
育
児
の
予

防
効
果
は
い
ろ
い
ろ
な
兆
候
が
見
ら
れ
た
が
、
最

初
の
4ヶ
月
間
は
牛
乳
を
避
け
た
り
、
完
全
・部
分

加
水
分
解
乳
ま
た
は
カ
ゼ
イ
ン
フ
ォ
ー
ミ
ュ
ラ
で
代

替
す
る
こ
と
を
推
奨
す
る
エ
ビ
デ
ン
ス
が
あ
っ
た
。

豆
乳
や
４
か
月
を
超
え
て
離
乳
食
導
入
を
遅
ら
せ

る
こ
と
は
ハ
イ
リ
ス
ク
児
・普
通
児
に
お
い
て
ア
レ
ル

ギ
ー
防
止
の
効
果
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

採

3
Lo
dg
e 
C
J
, A
lle
n 
K
J
, L
ow
e 
A
J
,

D
ha
rm
ag
e 
S
C
.

O
ve
rv
ie
w
 o
f 
ev
id
en
ce
 i
n

pr
ev
en
ti
on
 a
nd
 a
et
io
lo
gy
 o
f 
fo
od

al
le
rg
y:
 a
 r
ev
ie
w
 o
f 
sy
st
em
at
ic

re
vi
ew
s.

In
t 
J
E
nv
ir
on
 R
es

P
ub
lic
H
ea
lt
h

10
(1
1)
57
81
-

80
6.
20
13
N
ov
 4
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー
・レ

ビ
ュ
ー

乳
幼
児

6ヶ
月
ま
で
完

全
母
乳
育
児
3ヶ
月
か
ら
離
乳
食
を
開

始
5歳
時
の
ア
レ
ル
ギ
ー
の
発
症

堤
　
ち
は
る

三
橋
　
扶
佐
子
1.
妊
娠
中
お
よ
び
授
乳
中
の
母
親
の
食
事
が
幼
児

お
よ
び
幼
児
の
感
作
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
3

つ
の
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
（R
C
T
S
）の
情
報
か

ら
、
母
親
の
食
事
に
お
け
る
ア
レ
ル
ギ
ー
性
食
品

の
回
避
と
子
供
に
お
け
る
感
作
と
の
間
に
は
何
の

関
係
も
見
出
さ
な
か
っ
た
。
2.
母
親
と
子
供
の
ピ
ー

ナ
ッ
ツ
摂
取
の
影
響
を
評
価
す
る
2つ
の
R
C
T
と
2つ

の
症
例
対
照
試
験
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
ア
レ
ル
ギ
ー
の

危
険
性
が
増
し
て
い
な
い
こ
と
が
分
か
っ
た
。
3.

13
5人
の
児
を
対
象
と
し
た
1コ
ホ
ー
ト
研
究
、
最
初

の
6ヶ
月
間
母
乳
育
児
と
離
乳
食
を
3ヶ
月
か
ら
開

始
し
た
児
を
比
較
し
た
場
合
、
5歳
の
時
点
で
食
物

ア
レ
ル
ギ
ー
の
リ
ス
ク
に
差
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

採

4
K
ra

m
er

 M
S
, K

ak
um

a 
R

.
M
at
er
na
l 
di
et
ar
y 
an
ti
ge
n

av
oi
da
nc
e 
du
ri
ng
 p
re
gn
an
cy
 o
r

la
ct
at
io
n,
 o
r 
bo
th
, f
or
 p
re
ve
nt
in
g

or
 t
re
at
in
g 
at
op
ic
 d
is
ea
se
 i
n 
th
e

ch
ild
.

C
oc
hr
an
e

D
at
ab
as
e

S
ys
t 
R
ev
.

12
;(9

) 
20
12
S
ep
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

妊
婦
・授
乳
婦
・乳
幼

児
妊
婦
・授
乳

婦
・乳
幼
児
妊
婦
・産
婦
・乳
児
が
抗

原
を
回
避
し
な
い

児
の
ア
ト
ピ
ー
症
状
の
予
防
・治
療

堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
①
　
妊
娠
中
の
女
性
の
抗
原
回
避
：生
後
12
-1
8ヶ

月
ま
で
の
ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
発
症
予
防
に
効
果

は
な
い
（R
R
 1
.0
1 
[0
.5
7-
1.
79
]）
。

②
　
授
乳
中
の
女
性
の
抗
原
回
避
：生
後
18
ヶ
月

ま
で
の
ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
発
症
予
防
に
効
果
は

な
い
（R
R
 0
.7
3 
[0
.3
2-
1.
64
])
。

③
　
ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
を
発
症
し
て
い
る
児
に
対

す
る
母
親
の
抗
原
の
回
避
：有
意
で
な
い
が
低
下

し
た
。
児
が
発
症
す
る
ま
で
は
、
母
親
に
抗
原
の
回
避
を

指
導
す
る
必
要
は
な
い
。

採

「妊
娠
中
の
食
事
制
限
は
ア
レ
ル
ギ
ー
を
予
防
す
る
か
」

堤
ち
は
る
、
三
橋
扶
佐
子

20
17
 0
2 
17

検
索
用
語
、
式
(f
oo
d 
al
le
rg
y 
pr
ev
en
ti
on
 p
re
gn
an
t 
w
om
an
)　
フ
ィ
ル
タ
  
(s
ys
te
m
at
ic
 r
ev
iw
 +
 2
00
1/
01
/0
1-
　
 )
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C
Q
4
.2

担
当
検
索
日

N
o

著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名
巻

頁
年
研
究
デ
ザ
イ

ン
P

I/
E

C
O

担
当
者

コ
メ
ン
ト

採
否

5
A
ld
ur
ay
w
is
h 
S
A
, L
od
ge
 C
J
,

C
am
pb
el
l 
B
, A
lle
n 
K
J
, E
rb
as

B
, L
ow
e 
A
J
, D
ha
rm
ag
e 
S
C
.

T
he
 m
ar
ch
 f
ro
m
 e
ar
ly
 l
if
e 
fo
od

se
ns
it
iz
at
io
n 
to
 a
lle
rg
ic
 d
is
ea
se
:

a 
sy
st
em
at
ic
 r
ev
ie
w
 a
nd
 m
et
a-

an
al
ys
es
 o
f 
bi
rt
h 
co
ho
rt
 s
tu
di
es
.

A
lle
rg
y
71
(1
)
77
-8
9.
do
i:
10
.1
11
1/

al
l.1
27
84

 2
01
6
J
an
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

正
期
産
の
乳
幼
児
早
期
の
食
物

感
作
（2
歳
以

下
）

通
常
の
食
物
感
作

乳
幼
児
期
に
ア
レ
ル
ギ
ー
疾
患
に
な
る
堤
　
ち
は
る

三
橋
　
扶
佐
子
早
期
が
2歳
以
下
の
た
め
除
外

早
期
の
食
物
感
作
は
乳
児
湿
疹
、
小
児
喘
鳴
/喘

息
、
湿
疹
お
よ
び
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
お
よ
び
若

年
成
人
喘
息
の
リ
ス
ク
増
加
と
関
連
し
て
い
た
。
メ

タ
分
析
で
は
、
早
期
の
食
物
感
作
が
4か
ら
8歳
の

喘
鳴
/喘
息
の
リ
ス
ク
増
加
（統
合
O
R
 2
.9
; 9
5％

C
I 
2.
0-
4.
0）
。
湿
疹
の
リ
ス
ク
（統
合
O
R
2.
7;
 9
5％

C
I1
.7
-4
.4
）お
よ
び
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
（統
合

O
R
3.
1;
 9
5％
C
I1
.9
-4
.9
）と
関
連
し
て
い
る
こ
と
を

示
し
た
。

否

6
Ie
ro
di
ak
on
ou
 D
, G
ar
ci
a-
La
rs
en

V
, L
og
an
 A
, G
ro
om
e 
A
,e
t 
al
. .
T
im
in
g 
of
 A
lle
rg
en
ic
 F
oo
d

In
tr
od
uc
ti
on
 t
o 
th
e 
In
fa
nt
 D
ie
t

an
d 
R
is
k 
of
 A
lle
rg
ic
 o
r

A
ut
oi
m
m
un
e 
D
is
ea
se
: A

S
ys
te
m
at
ic
 R
ev
ie
w
 a
nd
 M
et
a-

an
al
ys
is
.

J
A
M
A
.
31
6(
11
)
11
81
-
11
92
20
16
S
ep
 2
0
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

乳
児

乳
児
食
の
中

に
早
期
に
卵
や

ピ
ー
ナ
ッ
ツ
の

感
作

乳
児
食
の
中
に
早
期
に

卵
や
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
の
感
作

な
し

卵
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
ア
レ
ル
ギ
ー
リ
ス
ク
を
低

下
さ
せ
る
か

堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
乳
児
食
の
早
期
に
卵
や
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
を
与
え
る
こ
と

は
、
卵
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
ア
レ
ル
ギ
ー
リ
ス
ク
を
低
下
さ

せ
る
こ
と
に
関
係
し
て
い
る
。

採

7
S
m
it
h 
H
A
, B
ec
ke
r 
G
E
.

E
ar
ly
 a
dd
it
io
na
l 
fo
od
 a
nd
 f
lu
id
s

fo
r 
he
al
th
y 
br
ea
st
fe
d 
fu
ll-
te
rm

in
fa
nt
s.

C
oc
hr
an
e

D
at
ab
as
e

S
ys
t 
R
ev

(8
):C
D
00

64
62

20
16
A
ug
 3
0
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

乳
児

完
全
母
乳
育

児
混
合
育
児
、
離
乳
食
ア
レ
ル
ギ
ー
発
症
を
予
防
す
る
か

堤
　
ち
は
る

三
橋
　
扶
佐
子
健
康
な
乳
児
が
最
初
の
6ヶ
月
間
母
乳
栄
養
の
み

を
摂
取
し
て
い
る
と
い
う
現
在
の
国
際
勧
告
に
同
意

で
き
な
い
と
い
う
証
拠
は
見
当
た
ら
な
い
。

4〜
6ヵ

月
後

に
離

乳
食

を
摂

取
し

た
授

乳
児

は
、

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
、
湿
疹
、
食
物
タ
ン
パ
ク
質
誘
発

性
腸
炎
症
候
群
反
応
の
リ
ス
ク
は
減
少
し
な
か
っ

た
。

採

(3
)
Lo
dg
e 
C
J
, A
lle
n 
K
J
, L
ow
e 
A
J
,

D
ha
rm
ag
e 
S
C
.

O
ve
rv
ie
w
 o
f 
ev
id
en
ce
 i
n

pr
ev
en
ti
on
 a
nd
 a
et
io
lo
gy
 o
f 
fo
od

al
le
rg
y:
 a
 r
ev
ie
w
 o
f 
sy
st
em
at
ic

re
vi
ew
s.

In
t 
J
E
nv
ir
on
 R
es

P
ub
lic
H
ea
lt
h

10
(1
1)
57
81
-
80
6.
20
13
N
ov
 4
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー
・レ

ビ
ュ
ー

乳
幼
児

6ヶ
月
ま
で
完

全
母
乳
育
児
3ヶ
月
か
ら
離
乳
食
を
開

始
5歳
時
の
ア
レ
ル
ギ
ー
の
発
症

堤
　
ち
は
る

三
橋
　
扶
佐
子
離
乳
食
の
開
始
に
関
し
て
は
シ
ス
テ
マ
テ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー
で
は
な
い
。
1.
妊
娠
中
お
よ
び
授
乳
中
の
母

親
の
食
事
が
幼
児
お
よ
び
幼
児
の
感
作
に
及
ぼ
す

影
響
に
関
す
る
3つ
の
R
C
T
S
か
ら
、
母
親
の
食
事

に
お
け
る
ア
レ
ル
ギ
ー
性
食
品
の
回
避
と
子
供
に

お
け
る
感
作
と
の
間
に
は
何
の
関
係
も
見
出
さ
な

か
っ
た
。
2.
母
親
と
子
供
の
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
摂
取
の
影

響
を
評
価
す
る
2つ
の
R
C
T
と
2つ
の
症
例
対
照
試

験
、
ピ
ー
ナ
ッ
ツ
ア
レ
ル
ギ
ー
の
危
険
性
が
増
し
て

い
な
い
こ
と
が
分
か
っ
た
。
3.
 1
35
人
の
児
を
対
象

と
し
た
1コ
ホ
ー
ト
研
究
、
最
初
の
6ヶ
月
間
母
乳
育

児
と
離
乳
食
を
3ヶ
月
か
ら
開
始
し
た
児
を
比
較
し

た
場
合
、
5歳
の
時
点
で
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
の
リ
ス

ク
に
差
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

否

8
T
ar
in
i 
B
A
, C
ar
ro
ll 
A
E
, S
ox
 C
M
,

C
hr
is
ta
ki
s 
D
A
.

S
ys
te
m
at
ic
 r
ev
ie
w
 o
f 
th
e

re
la
ti
on
sh
ip
 b
et
w
ee
n 
ea
rl
y

in
tr
od
uc
ti
on
 o
f 
so
lid
 f
oo
ds
 t
o

in
fa
nt
s 
an
d 
th
e 
de
ve
lo
pm
en
t 
of

al
le
rg
ic
 d
is
ea
se
.

A
rc
h 
P
ed
ia
tr

A
do
le
sc

M
ed
.

16
0
50
2-
7
20
06
M
ay
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

乳
児

４
カ
月
以
前
の

離
乳
食
開
始
４
カ
月
以
降
の
離
乳
食
開

始
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
、
湿
疹
、
喘
息
、
喘
鳴
、

ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
な
ど
、
ア
レ
ル
ギ
ー
疾

患
の
発
症
が
高
い
か

堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
４
か
月
以
前
の
離
乳
食
開
始
に
よ
り
、
湿
疹
の
リ
ス

ク
を
増
加
さ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の

他
の
ア
レ
ル
ギ
ー
疾
患
発
症
リ
ス
ク
を
あ
げ
る
エ
ビ

デ
ン
ス
は
な
い
。

採

「離
乳
食
の
開
始
時
期
を
早
め
る
／
遅
ら
せ
る
こ
と
で
ア
レ
ル
ギ
ー
疾
患
を
予
防
で
き
る
か
」

堤
ち
は
る
、
三
橋
扶
佐
子

20
17
 0
2 
17

検
索
用
語
、
式
(e
ar
ly
 i
nf
an
t 
fo
od
 a
lle
rg
y 
)フ
ィ
ル
タ
(s
ys
te
m
at
ic
 r
ev
iw
 +
 2
00
1/
01
/0
1-
　
 )
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C
Q
4
.3

担
当
検
索
日

N
o

著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名
巻

頁
年
研
究
デ
ザ
イ

ン
P

I/
E

C
O

担
当
者

コ
メ
ン
ト

採
否

9
S
ov
a 
C
, F
eu
lin
g 
M
B
, B
au
m
le
r

M
, e
t 
al
.

S
ys
te
m
at
ic
 r
ev
ie
w
 o
f 
nu
tr
ie
nt

in
ta
ke
 a
nd
 g
ro
w
th
 i
n 
ch
ild
re
n

w
it
h 
m
ul
ti
pl
e 
Ig
E
-m
ed
ia
te
d 
fo
od

al
le
rg
ie
s

N
ut
r 
C
lin

P
ra
ct

28
(6
):
66
9-
75
20
13
D
ec
シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
リ

ビ
ュ
ー

乳
児

複
数
の
食
物

ア
レ
ル
ギ
ー
の

あ
る
児

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
の
な
い

児
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
の
な
い
児
に
比
べ
て
発

育
不
全
・栄
養
失
調
の
リ
ス
ク
が
高
い
か
堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
複
数
の
食
物
に
ア
レ
ル
ギ
ー
の
あ
る
子
ど
も
は
、

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
の
な
い
子
ど
も
に
比
べ
て
発
育

不
全
・栄
養
失
調
の
リ
ス
ク
が
高
い
可
能
性
が
あ

る
。

採

堤
ち
は
る
、
三
橋
扶
佐
子

20
17
 0
1 
03

検
索
用
語
、
式
(f
oo
d 
al
le
rg
y 
gr
ow
th
) 
フ
ィ
ル
タ
  
(s
ys
te
m
at
ic
 r
ev
iw
 +
 2
00
1/
01
/0
1-
　
 )

「食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
は
児
の
発
育
・発
達
に
影
響
す
る
か
」
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C
Q
4
.4

担
当
検
索
日

N
o

著
者

タ
イ
ト
ル

雑
誌
名
巻

頁
年
研
究
デ
ザ
イ
ン

P
I/
E

C
O

担
当
者

コ
メ
ン
ト

採
否

11
K
el
le
he
r 
M
, D
un
n-
G
al
vi
n 
A
,

H
ou
rih
an
e 
J
O
, e
t 
al
.

 S
ki
n 
ba
rr
ie
r 
dy
sf
un
ct
io
n

m
ea
su
re
d 
by
 t
ra
ns
ep
id
er
m
al

w
at
er
 l
os
s 
at
 2
 d
ay
s 
an
d 
2

m
on
th
s 
pr
ed
at
es
 a
nd
 p
re
di
ct
s

at
op
ic
 d
er
m
at
iti
s 
at
 1
 y
ea
r.

J
 A
lle
rg
y

C
lin
Im
m
un
ol
.

13
5(
4)
93
0-
5
20
15
前
向
き
コ
ホ
ー

ト
研
究

乳
児

水
分
蒸
散
量

の
指
標
を
使
う

堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
経
皮
的
な
水
分
蒸
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が
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ピ
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膚
炎
の
リ
ス
ク
に
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。
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湿
が
重
要
で
あ
る
。
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佐
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発
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膚
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予
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び
治
療
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意
味
を
有
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可

能
性
が
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湿
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で
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を
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壁
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あ
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身
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湿
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湿
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湿
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に
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ア
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発
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の
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下
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佐
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湿
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発
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ト
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膚
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発
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ス
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予
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能
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 湿
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の
感
作
が
、
湿
疹
の
な
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児
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約
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か
っ
た
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生
児
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保
湿
は
ア
ト
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ー
性
皮
膚
炎
を
予
防
す

る
方
法
と
し
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切
で
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で
、
効
果
的
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あ

る
。
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か
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ま
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 乳

化
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（ 
エ
マ
ル

ジ
ョ
ン
型
）の

保
湿
剤
を
毎
日

使
う

使
用
し
な
い
場
合
と
比
べ

て
保
湿
剤
に
よ
る
ア
ト
ピ
ー
症
状
の
低
下
堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
生
後
32
週
か
ら
日
頃
保
湿
剤
を
使
用
す
る
こ
と
は

ア
ト
ピ
ー
や
喘
息
の
リ
ス
ク
を
下
げ
る
。
こ
の
時
期

の
ア
レ
ル
ギ
ー
の
発
現
は
保
湿
剤
使
用
の
有
無
で

は
な
く
湿
疹
の
あ
る
皮
膚
か
ど
う
か
に
関
係
し
て
い

る
。
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早
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お
け
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ロ

バ
イ
オ
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補
給
の
ア
ト
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ー
性
疾
患
予

防
効
果

プ
ロ
バ
イ
オ
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ッ
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補
給
ア
レ
ル
ギ
ー
疾
患
を
予
防
す
る
か
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ち
は
る

三
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扶
佐
子
シ
ス
テ
マ
テ
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ッ
ク
レ
ビ
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は
な
い
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ト
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性
疾
患
発
症
に
お
け
る
抗
酸
化
物
質
お

よ
び
ビ
タ
ミ
ン
D
補
充
の
役
割
を
確
立
す
る
こ
と
は

不
可
能
で
あ
る
。
喘
息
ま
た
は
ア
レ
ル
ギ
ー
に
対

す
る
葉
酸
の
出
生
前
使
用
の
主
要
な
影
響
の
証

拠
は
な
い
。
こ
の
発
見
は
、
特
別
な
食
事
プ
ロ
ト
コ

ル
よ
り
も
む
し
ろ
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
多
様
な
食
事

を
示
し
て
い
る
。
農
業
関
連
の
曝
露
は
、
小
児
の
ア

ト
ピ
ー
性
疾
患
の
発
症
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る
。
潜

在
的
な
ア
レ
ル
ギ
ー
性
食
品
を
含
む
相
補
的
な
食

品
の
早
期
導
入
に
よ
り
、
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
お
よ
び

ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
の
リ
ス
ク
が
軽
減
さ
れ
る
と
い

う
仮
説
が
現
在
テ
ス
ト
さ
れ
て
い
る
。
長
鎖
多
価
不

飽
和
脂
肪
酸
お
よ
び
プ
ロ
バ
イ
オ
テ
ィ
ク
ス
は
、
ア

レ
ル
ギ
ー
予
防
の
有
望
な
候
補
で
あ
る
と
思
わ
れ

る
。
し
か
し
、
出
生
前
お
よ
び
出
生
後
の
補
給
法
、

用
量
、
治
療
期
間
な
ど
に
関
す
る
具
体
的
な
推
奨

事
項
は
未
だ
不
明
で
あ
る
。
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ロ
バ
イ
オ

テ
ィ
ッ
ク
補
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プ
ロ
バ
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給

し
な
い

プ
ロ
バ
イ
オ
テ
ィ
ッ
ク
補
給
の
ア
ト
ピ
ー
性

疾
患
予
防
効
果
が
あ
る
か

堤
ち
は
る

三
橋
扶
佐
子
湿
疹
に
は
、
複
数
の
プ
ロ
バ
イ
オ
テ
ィ
ク
ス
（ラ
ク
ト

バ
チ
ラ
ス
、
ビ
フ
ィ
ド
バ
ク
テ
リ
ア
併
用
）で
予
防
効

果
が
あ
っ
た
（欧
州
ア
レ
ル
ギ
ー
学
会
）。

 し
か
し
、
気
管
支
炎
、
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
、
鼻
炎
の

予
防
に
つ
い
て
は
証
明
さ
れ
て
い
な
い
。
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と
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が
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に
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あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
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あ
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テ
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あ
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。
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。
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
分担研究テーマ：①授乳婦の薬剤内服の適否に対する検討 

②早産児に対する母乳栄養の有用性に対する検討 
③母児同室の推進が母乳育児を推進するか否かについての検討 
④混合栄養の有用性と母乳育児との関係性の検討 

 
       研究分担者  塙 佳生 日本小児科医会 

 

研究要旨 

「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最新の科学的根拠で検証するため、以下の

CQ を作成して系統的に文献検索を行った。 

1. CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？ 

授乳婦への薬剤投与は明らかな根拠がないままに内服しないようにと医療関係

者などから指示を受けたり、薬剤添付文書にも「使用経験が少ない」などの理由

で投与が薦められていない記載も散見される。母乳育児を行っている授乳婦に対

する薬剤投与に関しては授乳婦だけでなく指導を行う医療関係者に対しても啓発

の指標の存在を検討した。明らかに指標に反映できるシステマティックレビュー

に相当する文献は検索しえなかった。授乳婦や医療関係者でも薬剤投与に関し情

報を獲得できる情報（インターネット情報や、制度施設の情報）を指標に掲載す

ることが有益であると考えた。 

2. CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同等の効果があ

るか？ 

早産児に対する母乳栄養についての有用性と本指標に掲載する適切な内容があ

るかを検討した。システマティックレビューと症例検討の文献が検索できた。 

それらの結果から、母乳栄養が様々な疾患の予防や、発育の改善に寄与するとの

結果が得られた。しかし当項目は医療的な治療に関与する内容であり当指標の趣

旨にはそぐわないのではと判断した。 

3. CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 

母子同室が母乳育児推進に寄与するか否かを検討した。さらに母子同室により得

られる利点も検討した。システマティックレビューの結果では母子同室は保護者の

満足度が高いとの結論であった。すでに当指針でも、母子同室の推奨については、

WHO、UNICEF が提唱する赤ちゃんにやさしい病院運動(Baby friendly hospital 

initiative: BFHI)について記載されている。 

4. 混合栄養 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

混合栄養と母乳栄養の比較検討を行った。しかし、本項目は人工栄養と育児不
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安に集約するので、「母乳栄養を強要しない」と記載することも重要である。さら

に、様々な理由で完全母乳育児ができない場合でも注意すべき点は何か、混合栄

養にせざるを得ない母親への記載上の留意点も必要である。すなわち、「母乳不足

感、体重増加不良（成長曲線を使用するなどして適正な評価が前提）などの様々

な原因で育児用ミルクを足したり、社会的な要因で混合栄養にならざるを得ない

場合もある。母乳の利点を啓発することは肝要であるものの母乳のみの育児を強

要し、養育者を追い詰めるようなことのないように配慮したい。育児用ミルクを

哺乳させる場合でも母子の接触などの愛着形成させるように留意する。」との記載

を考慮した。 

 

Ａ．研究目的 

 「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最

新の科学的根拠で検証するため、以下の CQ

を作成して系統的に文献検索を行った。 

CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるい

は薬物は？ 

1. 薬剤 

母乳栄養を行っている授乳婦への薬剤投

与は医療関係者からの指示でさえ明確な根

拠もなく「授乳するなら内服しないように」、

ないしは薬剤添付文書には薬剤によっては

「使用経験が少ない」などの理由で投与が

薦められていない、さらに授乳婦自身の勝

手な思い込みで授乳をやめる場合もある。

しかし、授乳婦に必要な薬剤が適切に投与

され適切な治療が行われることは、授乳婦

自身の健康だけでなく、養育者が健全でい

られることが児に対しても有用であると考

えられる。授乳婦だけでなく指導を行う医

療関係者も含め適切な薬剤投与を啓発する

指標になるものを検討した。 

 

2. 早産児 

CQ5.2  早産児または低出生体重児での母

乳栄養は正期産児と同等の効果があるか？ 

早産児に対する母乳栄養についての有用

性と本指標に掲載する内容があるかの検討

を行った。当項目が、当指標に掲載するこ

とが適切か否かを考察した。 

 

3. 母子同室 

CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がる

か？ 

母子同室が母乳育児推進に寄与するか否

かを検討した。さらに母子同室により得ら

れる利点も検討した。 

 

4. 混合栄養 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

混合栄養と母乳栄養の比較検討を行った。

さらに、混合栄養にせざるを得ない母親へ

の注意喚起と、配慮の文言も検討した。ま

た、この項目は他の項目と合わせて当指標

に掲載する方が適切であるか否かを検討し

た。 

 

Ｂ．研究方法 

文献検索 

PubMedにてそれぞれの項目について文献検

索を行った。本研究は文献検索をシステマ

ティックレビュー、症例検討文献にて行っ

たため倫理面の問題は発生しないと判断し
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た。 

 

（倫理面への配慮） 

特になし 

 

Ｃ．研究結果 

1. CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品ある

いは薬物は？ 

検索用語 

medical therapy mother 

child care and mother's milk 

実際の授乳婦が服薬するか否かの決定は

専門職による指示のもと行われている場合

が多い。1）薬剤、薬効ごとに授乳婦に対し

ての内服の可否を包括的に示している文献

は見つけられなかった。 

しかし、実際に授乳時に該当薬剤が内服

可能か否かの判断については、インターネ

ットサイトなどでの情報獲得が可能である。 

 

2. CQ5.2 早産児または低出生体重児で

の母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

検索用語 

premature infant   

mother's milk 

premature infant breastfeeding 

症例検討文献で、母乳栄養を行うことに

より精神発達指数が精神運動発達指数、全

行動パーセンタイルスコアの改善、入院リ

スクの減少に寄与し、2）新生児壊死性腸炎

の発症を減少させた 3）との結果を得た。 

観察研究では母乳推進は「母乳育児を成

功させる 10 のステップ」などに基づいて行

われるべきであり、成長の評価は WHO が定

めた成長曲線で行うべきであるとの結果を

得た。4） 

 

3. CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋が

るか？ 

検索用語 

rooming 

family centered care 

システマティックレビューに該当する文

献検索では母乳育児のほうが満足度は高か

ったとの結果であった。5） 

母子同室の推奨は、WHO、UNICEF が 1991

年に発表し 2009 年に更新した赤ちゃんにや

さしい病院運動(Baby friendly hospital 

initiative: BFHI)※1や、これをうけアメリ

カ小児科学会の母乳育児成功のための 10 ヵ

条※2※3が提唱されている。 

※1 Baby-Friendly Hospital  

Initiative(1991 年に発表され 2009 年に更

新 WHO、UNICEF） 

※2 Baby-Friendly Hospital Initiative；

Revised, Undated and Expanded for 

Integrated Care 

※3 Sample Hospital Breastfeeding Policy 

for Newborns American Academy of  

Pediatrics Section on Breastfeeding 

 

4. CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

検索用語 

artificial milk 

breastfeeding 

bottle feeding 

mixed feeding 

該当文献を検索することはできなかった。 

 

Ｄ．考察 

1.  CQ5.1母乳栄養中の摂取禁忌食品ある
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いは薬物は？ 

多くの場合、母乳を介して児に薬剤が暴

露されることを危惧し授乳を中止させるよ

り、授乳を続行させたほうが利点があると

考えられる。授乳婦に対し薬剤を内服する

なら「なんとなく」授乳を中止るように医

療関係者から指示されたり、母親の勝手な

思い込みで薬剤を使用したことで授乳を中

断したり、逆に授乳を続けるために薬剤を

使用せず適切な治療が行われなかったりす

ることも散見される。実際に授乳婦に必要

な薬剤が投与されることは、授乳婦自身を

健康にするだけでなく、養育者が健康でい

ることは児に対しても有益であると考えら

れる。しかし、薬剤によっては授乳婦が内

服を控えたほうが良いものも存在する。こ

のため、授乳婦だけでなく指導を行う医療

関係者も含め啓発の指標となるものの提示

が必要であろう。 

 

2.  CQ5.2 早産児または低出生体重児で

の母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

早産児を母乳で育てることは短期的には

敗血症や壊死性腸炎など重篤な疾患の発症

率の低下、長期的には入院率の低下にも寄

与するなどの文献も含め、母乳の有効性が

示されている。しかしこの項目に関しては

医学管理の側面もあり本ガイドには馴染ま

ないと考える。 

 

3.  CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋

がるか？ 

母子同室の推奨は、WHO、UNICEF が提唱

した赤ちゃんにやさしい病院運動(Baby 

friendly hospital initiative: BFHI)や、

これをうけアメリカ小児科学会の母乳育児

成功のための 10 ヵ条が作成されている。 

すでに当指針に BFHI について記載され

ていることもあり、現行の内容を特に変更

する必要性は無い。 

 

4.  CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がる

か？ 

そもそも母乳が優れているということを

指針に盛り込むのが前提であるとすると、

本指針は混合栄養を積極的に薦める立場で

はない。しかし、母乳不足感、体重増加不

良（体重は成長曲線を使用するなどの適正

な評価を行うべきである）の場合などの

様々な原因で育児用ミルクを足す場合や社

会的な要因で混合栄養にならざるを得ない

状況が考えられる。母乳の利点を啓発する

ことは肝要であるものの母乳のみの育児を

強要し、養育者を追い詰めることのないよ

うな文言を盛り込めるか否か、育児用ミル

クを哺乳させる場合でも母子の接触などの

愛着形成させるように留意する内容を記載

する必要がある。  

 

Ｅ．結論 

1.  CQ5.1母乳栄養中の摂取禁忌食品ある

いは薬物は？ 

①は薬剤に関して妊婦や授乳婦が同センタ

ーに申し込んだ上で様々な方法で（インタ

ーネット、電話、ないしは主治医を通して）

相談もできるシステムである。なお「妊娠

と薬外来」の相談窓口は全国に 38か所ある。

②,③はデータベースである。 

① 国立成育医療センター妊娠と薬の情報

センター  

http://www.ncchd.go.jp/kusuri/lactatio
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n/druglist.html 

② 母乳とくすりハンドブック大分県『母乳

と薬剤』研究会 

http://www.oitaog.jp/syoko/binyutokusu

ri.pdf 

③ 「妊娠・授乳と薬」対応基本手引社団法

人 愛知県薬剤師会 妊婦・授乳婦医薬品

適正使用推進研究班 発行(改訂 2 

版)2012 年 12 月改訂 

http://www.achmc.pref.aichi.jp/sector/

hoken/information/pdf/drugtaioutebikik

aitei .pdf 

 

2.  CQ5.2 早産児または低出生体重児で

の母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

治療の指標になるので本支援ガイドには

そぐわない。 

 

3.  CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋

がるか？ 

現行の記載を特に変更する必要性無し。 

 

4.  CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がる

か？ 

本項目は「母乳栄養、人工栄養と育児不

安」に集約し、「母乳栄養を強要しない」と

記載することでよいと考える。 

さらに記載するのであれば、「育児用ミ

ルクを哺乳させる場合でも母子の接触など

の愛着形成させるように留意する。」を考慮

する。 
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Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 

 



H28年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

 

 

分担研究のスコープ 

1. 現「授乳・離乳の支援ガイド」がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定される利用

者、利用施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイドライ

ンとの関係 

平成 19年版「授乳・離乳の支援ガイド」 

（6）重要課題 課題 1：授乳婦の摂取禁忌食品あるいは薬剤についての最新の根拠を検証する 

課題 2：早産児あるいは低出生体重児への母乳の効果をガイドに追加する必要性を検

証する 

課題 3：母乳育児推進における母子同室の役割を科学的に検証する 

課題 4：混合栄養中の母親の支援はどうあるべきかを科学的に検証する 

（7）ガイドラインが

カバーする範囲 

母親への授乳および離乳の支援を行う時の支援者のガイドとして使用 

（8）クリニカルクエ

スチョン (CQ)リス

ト 

 

CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？ 

CQ5.2  早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同等の効果があるか 

CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケジュー

ル 

2016年 5～9月 

（2）エビデンスの 

検索 

• 検索対象はシステマティックレビュー論文、meta-analysis
論文を基本とした。 

• 検索データベースは PubMed、Cochraneを用いた。 
• PICOに基づく包括的な文献検索を行った。 
• 検索対象期間 2001年 1月 1日以降 

（3）文献の選択 

基準、除外基準 

システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデンスの 

評価と統合の方法 

システマティックレビューに関しては PRISM声明、AMSTARを用いる。

個別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 
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（1）推奨作成の基本

方針 

システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を

提言する。 

（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価の具体

的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予定 研究班報告書として公開。 
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CQ に対する PICO の作成 

CQ  

   

5.1 

 

母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？ 

 

P 

 

乳幼児 

 

I 

 

母親の向精神薬あるいはアルコールの摂取、喫煙 

 

C 

 

摂取せず 

O 

 

6歳までの児の身体発育、神経発達、合併症 

 

臨床的文脈  

 

CQ  

   

5.2 

 

早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同等の効果があるか？ 

 

P 

 

早産児または低出生体重児 

 

I 

 

母乳栄養 

 

C 

 

母乳栄養以外 

O 

 

予後 

 

臨床的文脈  

 

CQ  

   

5.3 

 

母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 

 

P 

 

新生児 

 

I 

 

出生後母子同室 

 

C 

 

出生後母子同室せず 

O 生後 6か月の母乳栄養率 
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臨床的文脈  

 

CQ  

   

5.4 

 

混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

 

P 

 

授乳中の母親 

 

I 

 

混合栄養 

 

C 

 

完全母乳または完全育児用ミルクによる栄養 

O 

 

育児不安、産後うつの発症 

 

臨床的文脈  
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed

検索された文献数：59

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：59

除外文献数：58

内容を吟味した文献数：1

除外文献数：0

採用した文献数：1

CQ5.1母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数： 4

他の方法で検索された文献数：

総検索文献数： 4

除外文献数： 1

内容を吟味した文献数： 3

除外文献数： 0

採用した文献数： 3

CQ5.2: 早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同
等の効果があるか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数： 4

他の方法で検索された文献数：

総検索文献数： 4

除外文献数： 3

内容を吟味した文献数： 1

除外文献数： 1

採用した文献数： 1

CQ：5.3母子同室が母乳育児推進に繋がるか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：PubMed 

検索された文献数： 12

他の方法で検索された文献数：

総検索文献数： 12

除外文献数： 12

内容を吟味した文献数： 0

除外文献数： 0

採用した文献数： 0

CQ：5.4混合栄養は育児不安に繋がるか？
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二次スクリーニング後の一覧表 
文献 研究デザ

イン 
P I C O 除

外 
コメント 

McDonald K, et al. レビュー 乳幼児 母親の向
精神薬あ
るいはア
ルコール
の摂取、
喫煙 

摂取せず 児の身体
発育、先
進発達、
合併症 

採 授乳婦が服薬
するか否かの
決定は専門職
による指示の
もと行われる。 

Vohr BR, et al. 観察研究 早産児ま
たは低出
生体重児 

NICU 入院
中に母乳
を使用 

NICU 入院
中に母乳
の使用な
し 

生後30か
月の神経
運動発達 

採 精神運動発達
指数の改善、再
入院リスクの
減少 

Sisk PM, et al. 観察研究 極低出生
体重児 

生後14日
までに
50%以上
が母乳 

生後14日
までに
50%以上
が母乳で
ない 

壊死性腸
炎の発症 

採 壊死性腸炎発
症のリスクの
減少 

Hoban R, et al. 観察研究 極低出生
体重児を
出産した
授乳婦 

授乳婦の
支援あり 

授乳婦の
支援少な
い 

母乳栄養
の達成率 

採 黒人層を多く
含む集団での
検討 

Corona MF, et al. レビュー 乳幼児 母乳育児
成功のた
めの10ヵ
条の推進 

コントロ
ール 

母乳栄養
率 

採 母乳育児のほ
うが母親の満
足度も高かっ
た 

 
引用文献リスト 
採用論文 5 CQ5.4 は該当文献無し 
不採用論文 0  
その他の 
引用論文 

0 
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検索文献の構造化抄録 
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研究要旨 

 授乳・離乳の支援ガイドにおける離乳食の進め方において、これまで定型発達

の摂食機能段階や離乳食の進め方については示されてきている。その中で離乳開

始時期の目安は触れられているものの、何らかの理由で開始が遅れた場合の影響

についての記述はみられない。また早産児など、定型発達の過程に乗らない児の

離乳についての記載もない。近年、低出生体重児や早産児は増加しており、これ

らへの気づきを導くためにもある程度の情報が必要ではないかと考える。そこで

本調査では、「離乳食の進め方」の中でこれまで情報の記載がなかった早産児や発

達障害児、離乳食開始時期と摂食機能発達についての論文を検索し、エビデンス

のある情報を記載できるかを調査した。またそれらの論文の中から、支援ガイド

に記載すべき内容について検討した。 

系統的レビューで抽出できた項目は、「歯の萌出時期」に関してのみであった。

系統的レビュー、及び、それ以外の原著論文、症例報告、成書からの記載を参照

し、検討した結果、早産児の離乳食の開始について、乳歯の萌出、及び、咀嚼能

力の観点から、修正月齢 6 か月頃から開始することが妥当であると考える。離乳

食の硬さは定型発達児と比べやや柔らかめに設定する必要性があると考えるが、

食品の形態や硬さについては統一した見解は認められなかった。 

離乳食の開始時期と咀嚼機能の獲得には直接の関係はないが、摂食機能の発達

が遅れる場合には、児の発達および運動障害が原因となる場合があるので注意す

ることが必要である。 

 

Ａ．研究目的 

授乳・離乳の支援ガイドにおける

離乳食の進め方において、定型発達の

摂食機能段階や離乳食の進め方につい

ては示されてきている。その中で離乳

開始時期の目安は触れられているもの

の、何らかの理由で開始が遅れた場合

の影響については示されていない。ま

た早産児など、定型発達の過程に乗ら

ない児の離乳についての記載もない。

近年、低出生体重児や早産児は増加し

ており、これらへの気づきを導くため

にもある程度の情報が必要ではないか

と考える。そこで本調査では、「離乳食
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の進め方」の中でこれまで情報の記載

がなかった早産児や発達障害児、離乳

食開始時期と摂食機能発達についての

論文を検索し、エビデンスのある情報

を記載できるかを調査した。またそれ

らの論文の中から、支援ガイドに記載

すべき内容について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

系統的レビューの検索は、2016 年 9

月14日時点で洋雑誌をPubMed、Cochrane 

Library のデータベースを用いて行った。

キーワードを表中（表 1.）にまとめた。

症例を含めた参考文献の検索は、成書や

医中誌のデータベースを主に用いて行

った。 

 

Ｃ．研究結果 

系統的レビューの結果を表中（表 

1.）にまとめる。当研究班の結果として

必要な項目を下記にまとめた。結果の詳

細は、1早産児：1) 歯の萌出時期、2) 咀

嚼機能の発達、3) 離乳食の開始時期、2

発達障害：1) 発達障害と食の問題、と

してまとめた。系統的レビューで抽出で

きた項目は、1)歯の萌出時期に関しての

みであった。 

１．CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつ

ごろが良いか？ 

１）歯の萌出時期 

早産児の歯の萌出時期に検索結果は

関する論文は、原著一遍、レビュー論

文一遍であった。Seow1)の原著論文によ

れば、早産児では 6 歳までは萌出遅延

傾向が認められることもあるが、9 歳

以降はキャッチアップするため、その

傾向は認められなかった、としている。 

Paulsson L2)らのレビュー論文によ

れば、早産児では萌出遅延の傾向はあ

るが、修正月齢で換算すれば、標準と

同じで、萌出時期に遅延は認めない、

としている。 

２）咀嚼機能の発達 

 早産児の咀嚼機能の発達に関する論

文は、園部ら 3)による原著一遍であっ

た。乳歯咬合完成期（IIA 期）におい

て、未熟児群（極小・超未熟児群）の

咬合力及び咀嚼力は、定型発達児と比

べて低い値であったが、有意な差は認

められなかったという結果から、咬合

力及び咀嚼力の発達も遅れる可能性が

示唆された。 

３）離乳食の開始時期 

 早産児の離乳食の開始時期について

は、Morris ら 4)（金子による訳書あり
5））の成書にて記載があった。未熟児の

離乳食開始について Morris らは、多く

の要因を考慮する必要があるとしてい

る。それは主として、屈筋の緊張度と

神経学的な成熟度が劣っているためで

ある。未熟児では、修正月齢で 6 か月

の頃に開始するのが良い。この時期に

は、乳児は神経学的な統合と感覚体験

を既に備えている可能性が高い。未熟

児が神経学的にレディネス状態になる

には満期産児より時間がかかるため、

その月齢になるまでは母乳あるいは調

合乳が必要である。よって、修正月齢

で６か月を目安にすることを提案して

よいと考えられる。 

早産児について、指針またはガイド

の課題としては、参考として早産児の
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離乳食の進め方についての記載が必要

であり、提言としては「早産児の歯の

萌出は遅れる可能性があるが、修正月

齢で標準と同じとなることが多い。早

産児の離乳食は修正月齢で６か月頃と

するが、離乳食開始後は咀嚼機能の獲

得に合わせて進めるので、正期産児に

比べて遅くなることもある。」を提案す

る。 

 

２．CQ6.2 発達障害児への離乳食の進

め方は？ 

１）発達障害と食の問題 

 食の問題がある場合に発達障害が疑

われる可能性について、須見ら 6)の症

例報告一遍を紹介する。母乳以外の摂

食を拒否した３例についての報告であ

る。器質的疾患を否定されている男児

1 例、女児 2 例でいずれも顕著な食物

拒否があり、全例で 2 週間～9 か月経

管栄養となった。その後、早期療育に

つながり発育、摂食は改善した。1 例

は、精神発達は正常、1 例はこだわり

や恣意性が改善し、1 例は自閉傾向が

顕在化し、要観察となった。発達障害

の可能性を視野に入れ早期療育を導入

し、家族に対する包括的な支援を行う

ことが重要であるとしている。 

発達障害との関連について、指針ま

たはガイドの課題としては、食の問題

が発達障害の発見につながることがあ

ることを、保育関係者や医療関係者の

気づきとして参考程度に記載すること

が必要であり、提言としては「離乳食

がうまく進まないなどの問題は個別性

があり、成長とともに解決することが

多い。ただし、偏食などの問題は発達

障害と関係がある場合もある。問題が

大きい場合や長期に及ぶ場合は個別の

対応が必要であり、専門家に繋げるこ

とを考慮する。」を提案する。 

 

３．CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの

関係は？ 

摂食機能と離乳食の遅れの関係につ

いては、Morris ら 7)（金子による訳書

あり 8））の成書にて記載があった。離

乳食を 1 度詰まらせかけた女児が食べ

ることを拒否するようになったため、

その後ピューレ食しか与えなかったと

ころ、15 ヵ月の時点で固いものを噛ま

ずに吸うように食べるようになってい

たが、練習によって咀嚼機能を獲得し

た。また 10か月間胃瘻チューブから栄

養を摂っていた女児に対して経口摂取

を試みたところ、舌は支離滅裂な動き

をし、喉を詰まらせ始めた。その後お

しゃぶりの刺激から始めて摂食機能獲

得の練習を行ったところ、滑らかな食

べ物を食べられるようになっていった。

もう一例は、母親が食事を食べさせる

際、上の前歯に食べ物をこすりつける

ように介助していたため、口唇と舌の

正常な動きを獲得できていなかったが、

介助の方法を正しくすることにより、2

週間ほどで機能が上達した。 

このように、潜在的な摂食機能発達

がなされている小児では、離乳食開始

の遅れや不適切な環境因子の影響で摂

食機能獲得が遅れることがあるものの、

その後適切な対応を行うとキャッチア

ップしてくるものと考えられる。 
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一方、胃腸系の問題を有する児にお

ける摂食機能への影響に関する記述も

ある。Morris ら 9)（金子による訳書あ

り 10））の成書では、胃腸系の問題があ

る子どもについて、適切な手術が受け

られるように待機している間、口腔か

らの食物摂取が延期されているため、

これらの子どもたちは生まれた時から

もっている吸引（吸啜）と嚥下のスキ

ルを全く持っていないままであると述

べ、事例を紹介している。食道閉鎖症

の手術のため 5 か月間経管栄養を用い

ていた男児は、手術後に経口摂取開始

を試みられたが、口に入ってくるもの

には嘔気を示し、口に近づいてくるも

のはなんでも拒否するようになった。

また胃食道逆流の既往のある女児は吐

き気、嘔吐、拒絶を示していたが、逆

流に対する薬物療法が行われ、徐々に

固形食を食べられるようになった。多

くの場合、嘔気や嘔吐には、身体的な

原因はもはや存在しないのにその症状

が続いてしまう可能性がある。 

住田ら 11)の症例報告一遍を紹介する。

この論文では、摂食機能が長期に停止

すると、その後の機能獲得が困難にな

る事例が報告されている。食道気管瘻

を伴う先天性食道閉鎖症により 6 歳ま

で経管栄養であった男児に対して摂食

の指導を開始したところ、3 年後には

咀嚼機能の獲得がみられたものの口腔

の過敏性が強く、10歳になっても食べ

ることが苦痛である状態が続いたとの

報告であった。 

摂食機能と離乳食開始の関連につい

て、指針またはガイドの課題としては、

離乳食開始の遅れは摂食機能獲得に影

響するかに関する事例を参考程度に記

載することが必要であり、提言として

は「離乳食開始の遅れは咀嚼機能の獲

得に影響する可能性があるが、適切な

対応で改善する場合が多い。」を提案す

る。 

 

Ｄ．考察 

 系統的レビューで関連が認められた、

早産児における乳歯の萌出時期に焦点

を当てると、離乳食の開始時期は、修

正月齢で換算して行う必要性があるこ

とが考えられた。 

 咀嚼力に関しては、論文報告のみの

考察になるが、有意差はないものの乳

歯列完成期での咀嚼能力が定型発達児

と比べ若干弱い傾向があることから、

離乳食の硬さは定型発達児と比べ、乳

臼歯部ですりつぶしがしやすい柔らか

い硬さに調整する必要性があることが

考えられた。 

 早産児の離乳食開始時期については、

成書でも提唱されている、原始反射が

喪失し、乳児型嚥下が消失した修正月

齢で 6 か月の頃に開始するのが良いと

考える。 

 発達障害と食の問題に関しては、消

化器を含む摂食嚥下機能に障害が認め

られる場合は、離乳食の開始が遅れる

可能性が示唆されるが、離乳食開始の

遅れが発達障害の兆候である確固たる

エビデンスは認められなかった。 

 この分野の研究は成書や症例報告が

多く、エビデンスのある論文は散見さ

れるのみであった。経験則に基づく情
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報も多くなされてきていることが伺わ

れ、さらに早産や発達障害などの定型

発達に当てはまらない場合の対応につ

いては、今後さらに必要となってくる

ため、エビデンスレベルの高い調査の

実施が急務であろう。 

    

Ｅ．結論 

 早産児の離乳食の開始について、乳

歯の萌出、及び、咀嚼能力の観点から、

修正月齢 6 か月頃から開始することが

妥当であると考える。離乳食の硬さは

定型発達児と比べやや柔らかめに設定

する必要性があると考えるが、食品の

形態や硬さについては統一した見解は

認められなかった。 

離乳食の開始時期と咀嚼機能の獲得

には直接の関係はないが、摂食機能の

発達が遅れる場合には、児の発達およ

び運動障害が原因となる場合があるの

で注意することが必要である。 
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分担研究のスコープ 

1. 現「授乳・離乳の支援ガイド」がカバーする内容に関する事項 

（1）タイトル 「授乳・離乳の支援ガイド」の改定案の提言 

（2）目的 最新の科学的根拠を基に内容の改定案を提言する 

（3）トピック ガイド作成から 10年が経過し、内容のアップデートが必要 

（4）想定され

る利用者、利用

施設 

医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、教師、保育士 

病院、診療所、保健所、育児相談書 

（5）既存ガイ

ドラインとの

関係 

平成 19 年版「授乳・離乳の支援ガイド」 

（6）重要課題 課題 1：早産児の離乳食開始について、乳歯の萌出時期と関連して、推奨

できる時期があるか検証する 

課題 2：発達障害児に対する離乳食はどのように対応すべきかを科学的根

拠が存在するか検討する 

（7）ガイドラ

インがカバー

する範囲 

母親への授乳および離乳の支援を行う時の支援者のガイドとして使用 

（8）クリニカ

ルクエスチョ

ン(CQ)リスト 

 

CQ6.1： 早産児の離乳食開始はいつごろが良いか？ 

CQ6.2： 発達障害児への離乳食の進め方は？ 

CQ6.3： 摂食機能と離乳食開始時期の関係は？ 

 

2.システマティックレビューに関する事項 

（1）実施スケ

ジュール 

2016 年 5～9 月 

（2）エビデン

スの 

検索 

・検索対象を①個別研究論文〔ランダム化比較試験（RCT），非ランダム化

比較試験（non-RCT），観察研究など〕，②システマティックレビュー（SR）

論文，③既存の診療ガイドラインの中で，②システマティックレビュー

（SR）論文を優先した。 

・検索式を決定した基本方針を記載して下さい。 

・検索の対象とするデータベースは、PubMed、Cochrane）とした。 

・検索対象期間 2001 年 1 月 1日以降 

（3）文献の選 システマティックレビューが存在する場合には、これを優先させる。存在
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択 

基準、除外基準 

しない場合には、ランダム化比較試験の採用を検討する。さらに、必要に

応じて非ランダム化比較試験、観察研究を参考とする。 

（4）エビデン

スの 

評価と統合の

方法 

システマティックレビューに関しては PRISM 声明、AMSTAR を用いる。個

別研究論文についてはエビデンスおよび推奨の強さは評価しない。 

3.推奨作成から最終化、公開までに関する事項 

（1）推奨作成

の基本方針 

システマティックレビュー等の検討結果に基づき現行の指針の改定案を

提言する。 

（2）最終化 研究班会議での合意形成 

（3）外部評価

の具体的方法 

関係学会等からの意見を求める。 

（4）公開の予

定 

研究班報告書として公開。 
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CQに対するPICOの作成 

CQ6.1 

   

 

 

早産児に乳歯の萌出遅延は認められるのか？  

P 

 

乳児 

 

I 

 

早産児 

 

C 

 

正期産児 

 

O 乳歯の萌出時期 

臨床的文脈 

 

早産児の乳歯の萌出は正期産児と比べて遅延傾向にあるが、修正月齢で換算す

ると正期産児と変わらないか。 

 

CQ6.1 

   

 

 

早産児の咀嚼の発達は遅れるのか？ 

 

P 

 

乳児 

 

I 

 

早産児 

 

C 

 

正期産児 

 

O 咀嚼機能の発達 

臨床的文脈 

 

早産児と健常児の乳歯列完成期における咀嚼機能に、有意な差は認められない

が、早産児の咀嚼能力は低い傾向にあるのか。 

 

 

CQ6.1 

   

 

 

早産児の離乳食開始はいつが良いのか？ 

 

P 

 

乳児 

 

I 

 

早産児 

 

C 正期産児 
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O 離乳の完了 

臨床的文脈 

 

 

 

CQ6.2 、

6.3 

 

 

発達障害児の離乳食の進め方は？ 

 

P 

 

乳児 

 

I 

 

発達障害児 

 

C 

 

発達障害を認めない児 

 

O 離乳の完了 

臨床的文脈 
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：Cochrane library・PubMed

検索された文献数：11

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：11

除外文献数：10

内容を吟味した文献数：1

除外文献数：0

採用した文献数：1

CQ6.1：早産児に乳歯の萌出遅延は認められるのか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：医学中央雑誌

検索された文献数：3

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：3

除外文献数：2

内容を吟味した文献数：1

除外文献数：0

採用した文献数：1

CQ6.1：早産児の咀嚼の発達は遅れるのか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：Cochrane library・PubMed

検索された文献数：0

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：0

除外文献数：0

内容を吟味した文献数：0

除外文献数：0

採用した文献数：0

CQ6.1：早産児の咀嚼の発達は遅れるのか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：Cochrane library・PubMed 

検索された文献数：0

他の方法で検索された文献数：0

総検索文献数：0

除外文献数：0

内容を吟味した文献数：0

除外文献数：0

採用した文献数：0

CQ6.1：早産児の離乳食開始はいつごろが良いか？
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文献検索フローチャート

検索したデータベース：Cochrane library・PubMed 

検索された文献数：0

他の方法で検索された文献数：

総検索文献数：0

除外文献数：0

内容を吟味した文献数：0

除外文献数：0

採用した文献数：0

CQ6.2、6.3：発達障害児への離乳食の進め方は？
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二次スクリーニングの一覧表（CQ6.1） 

文献 研究デザ

イン 

P I C O 除

外 

コメント 

A systematic 

review of the 

consequences 

of premature 

birth on 

palatal 

morphology, 

dental 

occlusion, 

tooth-crown 

dimensions, 

and tooth 

maturity and 

eruption. 

システマ

ティック

レビュー 

乳児 早産児 正期産児 修正週数

であれば

早産児と

正期産児

で差無し 

 ９歳以降は

月齢とほぼ

同じ傾向に

なる 

極小・超未熟児

の咬合力およ

び咀嚼能力に

ついて II A期

および III A期

における健常

児との比較 

観察研究 乳児 早産児 正期産児 早産児の

咀嚼力は

健常児よ

り低い傾

向 

 4歳 3か月〜

5 歳 11 か月

までの男女

11 人での比

較 

 

引用文献リスト 

採用論文 2  

不採用論文 0  

その他の 

引用論文 

0  
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採択論文の構造化抄録 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

分担研究テーマ：系統的レビューの質の評価 
 

 研究分担者 米本 直裕 
京都大学医学研究科社会健康医学系専攻医療統計学分野 助教 

 

研究要旨 

乳幼児の栄養管理の支援のあり方のエビデンスの質を検討する。研究班ではエビ

デンスとして、系統的レビューを主に取り上げることとした。しかし、系統的レ

ビューであっても研究の質の違いがある。そこで、本分担研究では、系統的レビ

ューの質の評価方法を検討し、乳幼児の栄養管理支援のエビデンスとして取り上

げた系統的レビューの質を評価した。系統的レビューの質の評価方法は PRISM声

明、AMSTARが用いられていた。これらの方法で評価した結果、ランダム化比較

試験の系統的レビューは十分な質であったが、観察研究を含む系統的レビューで

は質にやや問題があった。観察研究を含む系統的レビューでは、結果の解釈に十

分な吟味が必要である。 

 

Ａ．研究目的 

乳幼児の栄養管理の支援のあり方の

エビデンスの質を検討する。エビデン

ス（ヒトを対象とした臨床研究からの

結果）は主に研究デザイン、対象者数

の違いによって、その結果の確からし

さ、強さが異なる。（図）介入研究、特

にランダム化比較試験は強いエビデン

スが得られる研究デザインであるが、

それに対して、観察研究はからのエビ

デンスにはバイアス（偏り）が含まれ

ており、研究結果の確からしさに問題

がある。 

文献データベースから検索語により、

複数の研究を偏りなく集め、その複数

の研究をメタアナリシスで統合する研

究デザインが、系統的レビューである。

系統的レビューにもランダム化比較試

験を扱うものと観察研究を扱うものが

ある。系統的レビューであっても観察

研究を対象とする研究はバイアスが含

まれており、仮にどんなに対象者数が

多くても、結果の確からしさには限界

がある。 

研究班では、乳幼児の栄養管理の支

援のあり方のエビデンスとして、系統

的レビューを主に取り上げることとし

た。しかし、ランダム化比較試験の系

統的レビューであったとしても研究の

質に違いがある。そこで、本分担研究

では、系統的レビューの質の評価方法

を検討し、乳幼児の栄養管理支援のエ

ビデンスとして取り上げた系統的レビ

ューの質を評価した。 

Ｂ．研究方法 

本分担研究では、系統的レビューの

質の評価方法を検討し、乳幼児の栄養

管理支援のエビデンスとして取り上げ
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たランダム化比較試験の系統的レビュ

ーの質を評価した。 

       （倫理面への配慮）       

 本研究は出版された雑誌記事のみを

扱い、個人情報は取り扱わない。 

Ｃ．研究結果 

系統的レビューの質の評価方法には

Preferred Reporting Items for Systematic 

Reviews and Meta-analyses statement 

（PRISMA声明)1、A Measurement Tool 

to Assess Systematic Review （AMSTAR）
2が用いられていた。（表 1、2）さらに、

これらの評価方法で、本研究で取り上

げた系統的レビューを評価した。ラン

ダム化比較試験の系統的レビュー研究

の質は十分であったが、観察研究を含

む系統的レビューでは質にやや問題が

あった。（表 3、4） 

研究班で取り上げたレビューには、

観察研究のみを対象としたものが多く

あった。中でも観察研究の異なるデザ

インを同じデザインのようにみなした

もの、観察研究と介入研究を混ぜて対

象としたものもあった。 

Ｄ．考察 

系統的レビューの質の評価に関して

は、標準的と呼べる 1 つの方法はない

ようであり、系統的レビューの質を評

価した報告では PRISMA 声明と

AMSTARを併用している報告が多かっ

た。そのため、本分担研究でも両方の

評価方法を採用した。なお、2 つの評

価方法は、ランダム化比較試験の系統

的レビューを前提としているため、観

察研究を含む系統的レビューを評価し

た場合、該当なしや十分な評価が行わ

れていないことになることがあり、評

価の質は下がることになる。 

コクランレビューや主要な英文医学

一般誌では系統的レビュー論文の投稿

時に、研究計画書の提示や研究登録、

PRISMA 声明への準拠、研究資金元の

明示が求められている。そのため、こ

れらに掲載さている論文は、評価基準

を満たしている場合が多く、質が高い

報告が多かった。 

観察研究を含む系統的レビューは、

交絡などのバイアスが必ず含まれてい

るため、結果の解釈に吟味が必要であ

る。研究デザイン別（例えば前向きの

コホート研究のみを解析対象とする）

に解析していれば、バイアスの影響は

そのデザインに由来するものに限られ

るだろうが、複数の異なる研究デザイ

ンを同じものとみなして、解釈、統合

しているレビューは、対象者数が増え、

精度が高い報告になるだろうが、バイ

アスはかえって増大させている可能性

があり、方法論的に問題があるレビュ

ーであるといえる。そのため、このよ

うな報告は、系統的レビューではある

が、強いエビデンスであるとは言えず、

バイアスがある可能性が高いため、結

果の解釈には十分な注意が必要である。 

Ｅ．結論 

乳幼児の栄養管理の支援のあり方の

エビデンスの質、特に系統的レビュー

の質を検討した。系統的レビューの質

の評価方法は PRISM 声明、AMSTAR

が用いられていた。これらの方法で評

価した結果、ランダム化比較試験の系

統的レビューでは十分な質があったが、
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観察研究を含む系統的レビューでは質

に問題があった。観察研究を含む系統

的レビューでは、結果の解釈に十分な

吟味が必要である。 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 2.  学会発表 

 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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図 

エビデンス（研究結果の確からしさ）

• 実験研究: 介入研究
– 研究の統合: システマティックレビュー, メタアナリシス
– 大規模なランダム化比較試験
– 小規模なランダム化比較試験
– （非ランダム化,比較群のない）介入試験、実験

• 観察研究： 疫学研究
– 研究の統合: システマティックレビュー, メタアナリシス
– 大規模な前向きコホート研究
– 小規模な前向きコホート研究
– 後向きコホート研究
– ケースコントロール研究
– 断面研究
– 症例報告,症例集積（ケースシリーズ）

強

弱
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表 1. PRISMA声明 
タイトル 
1 タイトル その報告がシステマティック・レビューなのか，メタアナリシスなのか，

あるいはその両方なのかを特定すること 
抄録 
2  構造化 
抄録 

背景，目的，データの情報源，研究の適格基準や参加者や介入，研究の評
価および統合方法，結果，限界，結論ならびに主要結果の意味，システマ
ティック・レビュー登録番号などの情報を適宜含んだ，構造化された要約
を提供すること 

はじめに 
3 論拠 既知の事項と照らし合わせてレビューの理論的根拠を説明すること 
4 目的 参加者，介入，比較対照，アウトカム，研究デザイン(study design)と関連付

けて(PICOS)，取り扱う疑問に関する明確なステートメントを提供すること 

方法 
5 研究計画
書と登録 

レビューの研究計画書の有無や，そのアクセス可能性とアクセス可能な場
所（例：ウェブアドレス）を示し，また入手可能であれば登録番号を含む
登録情報を提供すること。 

6 適格基準 適格基準として採用された研究特性（例：PICOS, 追跡期間の長さ）や報告
特性（例：検討した年数，言語，出版状況）について，理論的根拠を示し
ながら明示すること  

7 情報源 検索における全情報源（例：データベースと対象期間，追加的な研究を特
定するための著者への連絡）ならびに最終検索日を示すこと 

8 検索 少なくとも1つのデータベースの電子検索式について，使用されたあらゆる
“limits”を含め，再現できるくらいに詳細に示すこと  

9 研究の 
選択 

研究の選択過程（すなわち，スクリーニング，適格性，システマティック・
レビューへの組み入れ，また，該当する場合はメタアナリシスへの組み入
れ）を提示すること  

10 データ 
抽出の 
仮定 

報告からのデータ抽出方法（例：見本用書式，独立して抽出，2重に抽出），
ならびに研究者からデータを入手し，確認するためのあらゆるプロセスに
ついて説明すること 

11 データ 
項目 

取得されたすべてのデータ項目（例：PICOS, 資金提供者），ならびにあら
ゆる仮定や単純化を列挙，定義すること 

12 個々の 
研究の 
バイアス
のリスク 

個々の研究のバイアスのリスクを評価するために用いられた方法（これが
研究レベルで行われたのか，アウトカムレベルで行われたかの明示を含む）
そしてこの情報があらゆるデータ統合においてどのように使用されるのか
を説明すること.  

13 要約指標 主な要約指標（例：リスク比，平均差）を提示すること 
14 結果の 
統合 

データの取り扱い方法，そして実施されていれば各メタアナリシスにおけ
る一貫性（例：I 2 ）の指標も含め，研究結果の統合方法について説明する
こと 

15 研究全般
に関する 
バイアス
のリスク 

累積エビデンスに影響するかもしれないあらゆるバイアスのリスク評価
（例：出版バイアス，研究内での選択的報告）について明示すること 

16 追加的な
解析 

追加的な分析（例：感度分析またはサブグループ解析，メタ回帰分析）が
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実施されていれば，その方法を説明し，そのうちのいずれが事前に規定さ
れていたのかを示すこと  

結果 
17 研究の 
選択 

スクリーニングされた研究，適格性が評価された研究，レビューに加えら
れた研究の件数を示し，各段階での除外の理由について，理想的にはフロ
ーチャートを用いて述べること 

18 研究の 
特性 

各研究について，データ抽出が行われる手がかりとなった特性（例：研究
の規模，PICOS, 追跡期間）を示し，引用を提示すること 

19 研究内の
バイアス
のリスク 

各研究のバイアスのリスクに関するデータ，そして入手可能であれば，ア
ウトカムレベルのあらゆる評価を提示すること（項目12 参照） 

20 個々の 
研究の 
結果 

検討対象となったすべてのアウトカム（利益や害）について，研究別に(a) 各
介入群に関する簡単な要約データ，(b) 効果推定値と信頼区間を，できれば
フォレストプロットを付けて提示すること 

21 結果の 
統合 

実施された各メタアナリシスの結果を信頼区間や一貫性の指標を含めて提
示すること  

22 研究全般
に関する
バイアス
のリスク 

研究全般に関するあらゆるバイアスのリスクの評価の結果を提示すること 

（項目15 参照） 

23 追加的な
解析 

追加的な分析［例：感度分析またはサブグループ解析，メタ回帰分析 

（項目16 参照）］が実施されていれば，その結果を示すこと 

 

考察 
24 エビデン
スの要約 

各主要アウトカムに関して，エビデンスの強さを含め，主な結果について
要約すること。またそれらが主要な集団（例：医療提供者，利用者，政策
決定者）とどう関係しているか検討すること  

25 限界 研究レベルおよびアウトカムレベルにおける限界（例：バイアスのリスク），
およびレビューレベルにおける限界（例：特定された研究が完全に検索さ
れていない，報告バイアス）について議論すること 

26 結論 結果の一般的解釈を他のエビデンスと関連付けて提示し，今後の研究への
影響を示すこと 

資金 
27 資金 システマティック・レビューの資金提供者，ならびにその他の支援（例：

データの提供），そしてシステマティック・レビューにおける資金提供者の
役割について説明すること 

1:はい、2:いいえ、3:不明、4:該当なし で評価 
 
出典： Moher D, Liberati A, Tetzlaff J, Altman DG, The PRISMA Group (2009). Preferred Reporting Items for 
Systematic Reviews and Meta-Analyses: The PRISMA Statement. PLoS Med 6(7): e1000097.  
(www.prisma-statement.org.) 
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表 2. AMSTAR 
1 事前に研究方法が示されていたか? 
2 研究のデータの重複、抽出の手順が記載されているか? 
3 包括的な文献検索が行われているか? 
4 選択基準に特定の出版物を除外するものはないか? 
5 選択、除外した文献リストの記載があるか? 
6 選択した研究の特徴の記載があるか? 
7 選択した研究の質が評価され、その記載があるか? 
8 選択した研究の質が適切に結論に反映されているか? 
9 研究結果の統合が適切に使われているか? 
10 出版バイアスは評価されているか? 
11 利害の衝突（Conflict of interests :COI）が記載されているか? 
1:はい、2:いいえ、3:不明、4:該当なし で評価 
 
出典：Shea et al. BMC Medical Research Methodology 2007 7:10. (https://amstar.ca/) 
＊上記の日本語は米本が翻訳した。 
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表 3.研究班で取り上げた系統的レビューのリスト*,**,***,**** 
*単独のランダム化試験、コホート研究等の観察研究は除外した。 
**ガイドライン、コンセンサス、特集の論文は（エビデンスではないので）除外した。 
***ランダム化比較試験の系統的レビュー以外である場合は、備考に記載した。 
****No14 は系統的レビューのレビューのため、リストには記載したが、（基準に該当しない点が多いため）
評価からは除外した。 
 
文献
No 
著者、タイトル、雑誌名、年、号、ページ 備考 

1 Lodge CJ, et al. Breastfeeding and asthma and allergies: a systematic review 
and meta-analysis. Acta Paediatr. 2015; 104:38-53. 

観察研究（コホ
ート、断面、ケ
ースコントロー
ル研究）と介入
研究（ランダム
化比較試験、準
ランダム化（実
験）研究のレビ
ュー 

2 Dogaru CM, et al. Breastfeeding and childhood asthma: systematic review 
and meta-analysis. Am J Epidemiol. 2014; 179:1153-67. 

観察研究（コホ
ート、断面、ケ
ースコントロー
ル研究）のレビ
ュー 

3 Kramer MS, Kakumura R. Optimal duration of exclusive breastfeeding. 
Cochrane Database Syst Rev. 2012; 8: CD003517. 

観察研究と介入
研究のレビュー 
（比較 1は介入
試験。比較 2，3、
4，5は観察研究
のレビュー） 

4 Brew BK, et al. Systematic review and meta-analysis investigating breast 
feeding and childhood wheezing illness. Paediatr Perinat Epidemiol. 
2011;25:507-18. 

観察研究（コホ
ート、断面、ケ
ースコントロー
ル研究）のレビ
ュー 

5 Yang YW, et al. Exclusive breastfeeding and incident atopic dermatitis in 
childhood: a systematic review and meta-analysis of prospective cohort 
studies. Br J Dermatol.2009;161:373-83. 

観察研究（前向
きコホート研
究）のレビュー 

6 Boyle RJ, et al. Hydrolysed formula and risk of allergic or autoimmune 
disease: systematic review and meta-analysis. BMJ. 2016; 352:i974. 

介入研究のレビ
ュー 
 

7 Larson K, et al. Introducing Allergenic Food into Infants' Diets: Systematic 
Review. MCN Am J Matern Child Nurs. 2016. (published on-line)  

観察研究（コホ
ート研究、断面
研究）と介入研
究（ランダム化
比較試験）のレ
ビュー 

8 Smith HA, Becker GE. Early additional food and fluids for healthy breastfed 
full-term infants. Cochrane Database Syst Rev. 2016; 8. CD006462. 

 

9 Tarini BA, Systematic review of the relationship between early introduction 
of solid foods to infants and the development of allergic disease. Arch 
Pediatr Adolesc Med. 2006; 160: 502-7. 

観察研究（コホ
ート、断面、ケ
ースコントロー
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ル研究）と介入
研究（ランダム
化比較試験）の
レビュー 

10 Horta BL, et al. Long-term consequences of breastfeeding on cholesterol, 
obesity, systolic blood pressure and type 2 diabetes: a systematic review and 
meta-analysis. Acta Paediatr. 2015; 104:30-7. 

観察研究と介入
研究のレビュー 

11 Yan J, et al. The association between breastfeeding and childhood obesity: a 
meta-analysis. BMC Public Health. 2014; 14:1267. 

観察研究（コホ
ート、断面研究）
のレビュー 

12． Weng SF, et al. Systematic review and meta-analyses of risk factors for 
childhood overweight identifiable during infancy. Arch Dis Child. 2012; 
97:1019-26. 

観察研究（2 歳
までの前向き研
究）のレビュー 

13 Owen CG,et al. Does breastfeeding influence risk of type 2 diabetes in later 
life? A quantitative analysis of published evidence. 2006; Am J Clin Nutr. 
84:1043-54. 

観察研究（コホ
ート、ケースコ
ントロール研
究）と介入研究
（ランダム化比
較試験）のレビ
ュー 

14 Patro-Golab. B, et al. Nutritional interventions or exposures in infants and 
children aged up to 3 years and their effects on subsequent risk of 
overweight, obesity and body fat: a systematic review of systematic reviews. 
Obes Rev. 2016; 17, 1245-1257. 

系統的レビュー
のレビュー 

15 Wang J, et al. E Introduction of complementary feeding before 4months of 
age increases the risk of childhood overweight or obesity: a meta-analysis of 
prospective cohort studies. Nutr Res. 2016; 36:759-70. 

観察研究（前向
きコホート研
究）のレビュー 

16 Pearce J, et al. Timing of the introduction of complementary feeding and 
risk of childhood obesity: a systematic review. Int J Obes. 2013; 
37:1295-306. 

観察研究（コホ
ート、断面、ケ
ースコントロー
ル研究）のレビ
ュー 

17 Moorcroft KE et al. Association between timing of introducing solid foods 
and obesity in infancy and childhood: a systematic review. Matern Child 
Nutr. 2011; 7:3-26. 

観察研究と介入
研究のレビュー 

18 Fallon V, et al. Postpartum Anxiety and Infant-Feeding Outcomes: A 
Systematic Review. J Hum Lact. 2016;32:740-758. 

観察研究（コホ
ート研究、断面
研究）のレビュ
ー 

19 Dias CC, Figueiredo B. Beastfeeding and depression: a systematic review of 
the literature. J Affect Disord. 2015; 171:142-54. 

観察研究（後向
き研究、断面研
究を含む）のレ
ビュー 

20 Dennis CL, et al. The relationship between infant-feeding outcomes and 
postpartum depression: a qualitative systematic review. 
Pediatrics.2009;123:e736-51. 

観察研究（後向
き研究、断面研
究を含む）のレ
ビュー 

21 Kramer MS, Kakuma R. Maternal dietary antigen avoidance during 
pregnancy or lactation, or both, for preventing or treating atopic disease in 
the child. Cochrane Database Syst Rev. 2012 ;9:CD000133. 
 

 

22 Gdalevich M, et al. Breast-feeding and the onset of atopic dermatitis in 
childhood: a systematic review and meta-analysis of prospective studies. J 

観察研究（前向
き研究）のレビ
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Am Acad Dermatol. 2001; 45, 520-7. ュー 
23 Osborn DA, Sinn JKH. Soy formula for prevention of allergy and food 

intolerance in infants. Cochrane Database Syst Rev, 2006; 4:CD003741. 
 

24 Tarini BA, et al. Systematic review of the relationship between early 
introduction of solid foods to infants and the development of allergic 
disease. Arch Pediatr Adolesc Med. 2006; 160, 502-7． 

観察研究と介入
研究（RCT 1報）
のレビュー 

25 Ierodiakonou D, et al. Timing of Allergenic Food Introduction to the Infant 
Diet and Risk of Allergic or Autoimmune Disease: A Systematic Review and 
Meta-analysis. JAMA. 2016; 316, 1181-1192. 

観察研究と介入
研究のレビュー 

26 Sova C, et al. Systematic review of nutrient intake and growth in children 
with multiple IgE-mediated food allergies. Nutr Clin Pract, 2013; 28, 
669-75. 

観察研究（断面
研究、症例集積
を含む）と介入
研究のレビュー 

27 Zuccotti G, et al. Probiotics for prevention of atopic diseases in infants: 
systematic review and meta-analysis. Allergy, 2015; 70, 1356-71． 

 

28 Cuello-Garcia CA, et al. Probiotics for the prevention of allergy: A 
systematic review and meta-analysis of randomized controlled trials. 2015; 
136, 952-61. 

 

29 Paulsson L, Bondemark L, Söderfeldt B. A systematic review of the 
consequences of premature birth on palatal morphology, dental occlusion, 
tooth-crown dimensions, and tooth maturity and eruption. Angle Orthod. 
2004;74:269-79. 

観察研究のレビ
ュー 
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表 4. 研究の質の評価結果 
1) PRISMA声明 （縦：評価項目 横：文献 ） 
 文献 No 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
2 1 2 1 2 1 1 1 1 1 1 
3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
5 3 3 1 1 3 1 3 1 3 3 
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
11 2 1 1 1 2 1 2 1 2 1 
12 1 1 1 2 2 1 1 1 2 2 
13 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 
14 1 2 1 1 1 1 3 1 3 2 
15 1 2 1 1 1 1 2 1 2 1 
16 1 1 1 1 1 1 3 1 3 1 
17 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
18 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
19 1 1 1 2 2 1 1 1 2 2 
20 1 2 1 1 1 1 1 1 2 2 
21 1 2 1 1 1 1 3 1 3 1 
22 1 1 1 2 1 1 2 1 1 1 
23 1 1 1 1 1 1 3 1 3 1 
24 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
25 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
26 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
27 1 1 1 2 2 1 2 1 1 1 
 
 
 
 
 文献 No 
 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
1 2 1 2 - 2 1 1 1 1 2 
2 1 1 1 - 2 2 2 2 1 1 
3 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
4 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
5 2 2 2 - 2 2 2 1 2 2 
6 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
7 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
8 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
9 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
10 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
11 1 1 1 - 1 1 1 1 2 1 
12 2 1 2 - 2 1 1 2 1 2 
13 1 1 1 - 1 1 2 2 2 2 
14 1 1 1 - 1 3 3 3 3 2 
15 2 2 2 - 1 3 2 2 2 2 
16 1 1 1 - 1 3 3 3 3 3 
17 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
18 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
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19 2 1 2 - 2 1 1 2 1 2 
20 1 1 1 - 1 1 1 2 2 2 
21 1 1 1 - 1 3 3 3 3 3 
22 2 1 2 - 1 2 2 2 2 2 
23 1 1 1 - 1 3 3 3 3 3 
24 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
25 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
26 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
27 1 1 2 - 1 1 2 2 1 2 
 
 
 
 
 
 
 文献 No 
 21 22 23 24 25 26 27 28 29  
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
2 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
3 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
4 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
5 1 1 1 2 1 2 1 2 2  
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
7 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
10 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
11 1 2 1 2 1 2 1 1 1  
12 1 1 1 2 1 2 1 1 1  
13 1 1 1 2 1 2 1 1 2  
14 1 2 1 3 1 3 1 1 3  
15 1 2 1 2 1 2 1 1 2  
16 1 3 1 3 1 3 1 1 3  
17 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
18 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
19 1 1 1 2 1 2 1 1 1  
20 1 1 1 2 1 2 1 1 2  
21 1 1 1 3 1 3 1 1 3  
22 1 2 1 2 1 2 1 1 2  
23 1 3 1 3 1 3 1 1 3  
24 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
25 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
26 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
27 1 2 1 1 1 2 2 1 2  
 
 
 
 
 
 
2) AMSTAT （縦：評価項目 横：文献 No ） 
 文献 No 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
1 2 2 1 1 2 1 2 1 2 2 
2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 
3 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 
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4 2 2 1 3 3 3 2 1 2 3 
5 2 2 1 1 2 2 2 1 2 2 
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
7 1 1 1 1 2 1 1 1 2 2 
8 2 2 1 1 2 1 1 1 2 2 
9 2 2 1 1 1 1 4 1 3 2 
10 1 2 1 1 1 1 2 1 2 1 
11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
 
 文献 No 
 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
1 2 2 2 - 2 2 2 1 2 2 
2 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
3 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
4 3 3 3 - 3 3 2 1 3 1 
5 2 2 2 - 2 2 2 2 2 2 
6 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
7 2 1 2 - 1 1 1 1 2 2 
8 2 1 2 - 1 1 1 1 2 2 
9 2 1 2 - 1 3 3 3 3 3 
10 1 1 1 - 1 2 2 1 3 2 
11 1 1 1 - 1 1 1 1 1 1 
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 文献 No 
 21 22 23 24 25 26 27 28 29  
1 1 1 1 2 1 2 1 2 2  
2 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
3 1 2 1 1 1 2 2 1 2  
4 1 2 1 2 1 3 2 3 2  
5 1 2 1 2 2 2 1 2 2  
6 1 1 1 1 1 1 1 1 1  
7 1 1 1 2 1 2 1 1 1  
8 1 1 1 2 1 2 1 1 1  
9 1 2 1   3 1 3 1 1 3  
10 1 1 1 2 1 2 1 1 2  
11 1 2 1 1 1 1 1 1 2  
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